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1 

 

第１章 総則 

 

第1 業務名 

山口県央消防指令センターシステム構築業務 

 

第2 適用 

本仕様書は、山口市（以下「委託者」という。）が委託し、山口市・萩市・防府市消防通信指令

事務協議会(以下「協議会」という。)が実施する、山口県央消防指令センターシステム構築業務(以

下「本業務」という。)について、消防通信指令業務及び同業務を支援する業務を行う設備及びこ

れらの付帯設備（以下「本システム」という。）に係るシステムの構築、据付並びに調整等につい

て必要な事項を定める。 

 

第3 目的 

本業務は、山口市、萩市及び防府市(以下「3市」という。)において実施する、消防通信指令

業務の共同運用を円滑に行うため、消防指令システム及び消防救急デジタル無線等の整備にあた

り、最新の情報通信技術を活用し、大規模災害時の対応力強化を図ると共に、効率的な情報共有

により各消防本部や消防署所との連携を深化させ、あらゆる災害に迅速かつ的確に対応できるシ

ステムの構築を行うことを目的とする。 

 

第4 用語の定義 

1 消防通信指令業務とは、緊急通報の受理、消防隊・救急隊などの出動指令、通信統制、災害情

報・消防情報の収集及び伝達、並びにこれらに付帯する業務をいう。 

2 共同指令センターとは、山口市新本庁舎内に設置する、山口市消防本部、萩市消防本部及び防

府市消防本部が共同で消防通信指令業務を行う専用室(以下「通信指令室」という。)及びその付

帯施設をいう。 

3 3本部とは、山口市消防本部、萩市消防本部及び防府市消防本部をいう。 

4 署所とは、各消防署、各出張所及び各分遣所をいう。 

5 関係市町とは、3市及び阿武郡阿武町をいう。 

6 関連施設とは、本業務にて機器の設置を行う各基地局及び関係市町の施設等をいう。 

7 指令設備とは、消防通信指令業務を遂行するため、共同指令センター、各署所、車両等に備え

る装置及びその他付帯設備をいう。 

8 指令員とは、共同指令センターにおいて消防通信指令業務を行う職員をいう。 

9 監督職員とは、本業務の受託者に対して、本業務の状況等を管理・監督するために委託者が指

定した協議会の代表職員をいう。 

10 監理者とは、別途契約を締結する本業務の構築監理業務委託の受託者をいう。 

11 一式とは、仕様書に記載されている機器のほか、仕様書に明記されていないが、機器を動作さ

せるために必要な装置類を含むものをいう。 

 

第5 設備の設置場所 



 

2 

 

1 山口県央消防指令センター  ：山口市亀山町 2番 1号（山口市新本庁舎内） 

2 山口市消防本部   ：山口市亀山町 2番 1号（山口市新本庁舎内） 

(1) 中央消防署   ：山口市亀山町 2番 1号 

ア 大内出張所   ：山口市大内長野 606番地 

イ 徳地出張所   ：山口市徳地堀 2304番地１ 

(2) 南消防署    ：山口市小郡前田町 1番 16号 

ア 阿知須出張所   ：山口市阿知須 943番地 2 

イ 秋穂出張所   ：山口市秋穂東 6898番地2 

(3) 阿東消防署   ：山口市阿東徳佐中 3170番地 3 

(4) 関連施設 

ア 鴻ノ峯中継局   ：山口市上宇野令字高嶺 10258番地 12 

イ 禅定寺前山中継局  ：山口市小郡下郷原河内壱 10242番地 5 

ウ 石ヶ岳中継局   ：周南市大字巣山字西深山 13151番地 4 

エ 十種ヶ峰中継局    ：山口市阿東嘉年下 11883番地 1 

オ 山口市役所   ：山口市亀山町 2番 1号 

3 萩市消防本部   ：萩市大字江向 428番地 2 

(1) 萩市消防署   ：萩市大字江向 428番地 2 

ア 弥富出張所   ：萩市大字弥富上 1505番地 1 

イ 紫福分遣所   ：萩市大字紫福 3434番地1 

ウ 佐々並分遣所   ：萩市大字佐々並 2662番地 6 

(2) 関連施設 

ア 日尾山中継局   ：萩市三見字鎖板山 10549番地 25 

イ 十種ヶ峰中継局   ：山口市阿東嘉年下 11883番地 1 

ウ 高山基地局   ：萩市大字須佐 10944番地 12 

エ 二ツ峠基地局   ：萩市大字明木 11369番地 2 

オ 萩市役所(萩市総合福祉センター) ：萩市大字江向 510番地 

4 防府市消防本部   ：防府市佐波二丁目 11番25号 

(1) 防府市消防署   ：防府市佐波二丁目 11番25号 

ア 東出張所   ：防府市大字江泊 1802番地の 2 

 (令和 7年度移転・建替予定) 

イ 南出張所   ：防府市大字西浦 230番地の 2 

(2) 関連施設 

ア 大平山基地局   ：防府市大字牟礼 10163番地の 59 

イ 防府市役所   ：防府市寿町 7番 1号 

 

第6 履行期間 

契約締結日から令和 7年 12月 31日までとし、本章第 11 検査等、8 完成検査に規定する完

成検査に合格すること。 
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第7 法令等の遵守 

1 本業務の実施にあたっては、次の関係法令等を遵守するものとし、最新版を参照すること。 

(1) 電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号） 

(2) 電波法（昭和 25年法律第131号） 

(3) 電波法関係審査基準（平成 13年総務省訓令第 67号） 

(4) 緊急消防援助隊の出動その他消防の応援等に関する情報通信システムのうち、消防救急デジ

タル無線に係るものの仕様を定める件（平成 21年 6月 4日消防庁告示第 13号） 

(5) 電気設備に関する技術基準を定める省令（平成 9年通商産業省令第 52号） 

(6) 有線電気通信法（昭和 28年法律第 96号）及び同法関係規則 

(7) 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

(8) 建築基準法（昭和 25年法律第 201号） 

(9) 建設業法（昭和 24年法律第 100号） 

(10) 消防法（昭和 23年法律第186号） 

(11) 電気用品安全法（昭和 36年法律第 234号） 

(12) 気象業務法（昭和 27年法律第 165号） 

(13) 関係市町が定める条例・規則等 

(14) その他関係法令等 

2 本業務の実施にあたっては、次の基準及び規格を遵守するものとし、最新版を参照すること。 

(1) 基準等 

ア 消防防災施設整備事業補助金交付要綱（平成 14年 4月 1日 消防消第 69号） 

イ 電気通信設備工事共通仕様書（平成 29年国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室） 

ウ 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（平成 28年国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

エ 消防救急デジタル無線共通仕様書 第 1版（平成 21年 9月） 

オ 消防指令システム - 消防救急無線間共通インタフェース仕様 第 1版（令和 2年 4月） 

(2) 規格等 

ア 日本産業規格(JIS)（経済産業省 日本工業標準調査会） 

イ 日本電機工業会標準規格(JEM)（一般社団法人 日本電機工業会） 

ウ 日本電気規格調査会標準規格(JEC)（一般社団法人 電気学会） 

エ 電子情報技術産業協会規格(JEITA)(一般社団法人 電子情報技術産業協会) 

オ 電池工業会規格(SBA)（一般社団法人 電池工業会） 

カ 電波産業会標準規格(ARIB)（一般社団法人 電波産業会） 

3 本業務の実施にあたっては、次の情報セキュリティに関する関係諸規定を遵守するものとし、

最新版を参照すること。 

(1) 地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン(平成 30年 9月版 

総務省発行)  

(2) 個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン  (平成 28年 個人情報保護委員会

発行) 

(3) コンピュータ不正アクセス対策基準（平成 8年 通商産業省発行） 

(4) コンピュータウイルス対策基準（平成 7年 通商産業省発行） 
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(5) ソフトウェア管理ガイドライン（平成 7年 通商産業省発行） 

4 本業務に係る装置及び作業で、特許、実用新案、その他関係法令に抵触するものは、受託者の

負担において処理すること。 

 

第8 契約の範囲 

受託者は、本仕様書に基づき必要なシステムの設計、製作、運搬、据付、各種データ入力、調

整、協議会の職員への技術指導、その他必要な作業を行うとともに本業務の完了に必要な官公庁

等への諸手続から検査に至る一切の作業を行うものとする。 

 

第9 官公庁等への手続き 

受託者は、官公庁、通信事業者、電力会社等に対して、必要な申請、計画、通知等の手続を行

い、許可、認可等を受けるものとし、当該手続きに係る費用を負担するものとする。 

なお、官公庁との交渉を要するとき又は官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を

協議会に申し出て協議するものとする。 

 

第10 詳細設計 

受託者は、本仕様書と受託者がプロポーザル時に提示した技術提案書をベースとし、協議会、

監理者との協議の上、策定された契約用委託仕様書に従い、実際に納入するシステムの内容及び

据付工事の詳細について設計を行い、承諾図として取りまとめ協議会に提示し、承認を得るもの

とする。 

1 説明会議 

(1) 受託者は、承諾図作成にあたっての詳細設計状況について、協議会に対する説明会議を開催

し、説明を行うものとする。また、協議会に対するデータ提示の依頼等についても、説明会議

の場において行うものとする。 

(2) 説明会議は、おおむね下記のように分類し、実施するものとする。 

ア 指令管制通信系システム 

イ 指令管制情報系システム 

ウ 車両系システム 

エ 映像系システム 

オ 業務系（OA）システム 

カ 無線系システム 

キ 据付・調整 

(3) 説明会議の実施にあたって、受託者は着手後速やかに会議実施スケジュール案を作成し、協

議会に提示するものとする。 

(4) 会議実施スケジュール案の作成にあたっては、協議会の勤務体系等を考慮しながら、システ

ム構築全体のスケジュールに影響が出ないよう留意すること。 

(5) 説明会議において受託者が提示する資料、議事録等については、全て監督職員及び監理者を

含め、電子メール等で提出すること。 

ア 資料等 
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(ｱ) 提出形式：PDF等の電子データ 

(ｲ) 提出期限：会議開催日前日まで 

イ 議事録  

(ｱ) 提出形式：Excel、Word等、修正コメントを入れられる形式の電子データ 

(ｲ) 提出期限：初版については会議開催後 5営業日以内 

上記より提出期限から遅れる場合は必ず監督職員及び監理者に遅れる旨と提出予定日を

連絡するものとする。 

2 据付・調整工事設計 

(1) システム設置箇所の現地調査を実施し、現地の設置スペース、配線経路等の確認を行った上

で、本章第 13 2(6)～(8)に記載する図面(施工図)を作成するものとする。 

(2) 施工図は CADデータ及び PDF形式により作成し、協議会及び監理者に提示し承認を得るもの

とする。 

  なお、CADデータの形式については、協議会との協議により決定するものとする。 

3 システム詳細設計 

(1) 受託者は、納入を予定しているシステム構成機器について、本章第 13 2(2)～(5)に記載す

る図書類を協議会及び監理者に提示し、承認を得るものとする。 

(2) 受託者は、納入システムの機能について、ソフトウェア設計仕様書案を作成し、協議会及び

監理者に提示するものとする。 

(3) ソフトウェア設計仕様書案は、納入システムの全機能を網羅したものとし、その内容が契約

用委託仕様書と齟齬がないことについて、説明会議において詳細説明(操作方法や画面遷移等

含む。)を行うものとする。特に、プロポーザルにおける提案事項の反映部分とカスタマイズ

対応する部分については別資料等を用いて重点的に説明すること。 

4 協議書 

(1) 詳細設計において、やむを得ない事情により契約用委託仕様内容の変更を行う場合、受託者

は、協議書を提出し、協議会及び監理者の承認を得るものとする。ただし、協議内容について

は、説明会議においてあらかじめ協議が行われていることを前提とする。 

(2) 協議書は、説明会議において変更内容等の合意後、速やかに提出するものとする。  

(3) 協議書の書式については協議会が提供する。 

5 承諾図 

(1) 受託者は、本項記載のシステム詳細設計結果等を整理し、本章第 13 2記載内容で構成され

る承諾図を協議会に提出するものとする。 

(2) 承諾図の記載内容については、説明会議における検討結果と協議書の承諾結果を反映したも

のであること。 

(3) 受託者は、承諾図の承諾をもって機器の製作、システム構築に着手するものとする。なお承

諾図の分割提示については、協議会の承諾があれば可とする。 

 

第11 検査等 

本システムを構成する各装置は、委託者が行う次の検査に合格したものとする。 

1 一般事項 
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(1) 受託者は、完成検査等（以下「検査」という。）に必要な労務及び機材の提供等を行うもの

とする。 

(2) 受託者は、あらかじめ検査の時期を作業工程表に明示して、工程を管理するものとする。 

(3) 受託者は、検査の 1ヶ月前までに必ず当該検査に係る「検査実施要領書」を提出し、委託者

及び監理者の承認を受けるものとする。 

(4) 受託者は、検査の結果、補修又は改造が必要となったときは、委託者の指定する期日までに

補修又は改造を完了し、その旨を委託者に通知するものとする。 

2 事前準備等 

(1) 受託者は、電源投入の前に機器間配線（絶縁、導通等）の点検及び清掃を行うものとする。 

(2) 受託者は、電源投入の後に機器の動作状態を綿密に確認した上で、検査を行うものとする。 

(3) 受託者は、試験に使用する測定器の名称、校正年月日及び製造会社名を試験成績書に記載す

るものとする。 

3 内部検査 

(1) 受託者は、本システムの製造工程において、本仕様書に基づき単体試験、内部結合試験を実

施するものとする。 

(2) 受託者は、本検査の管理主体としてテストの管理を実施するとともに、その結果と品質に責

任を負い適切な対応を行うものとする。 

(3) 各試験に使用するデータ、試験環境は受託者の責任において用意するものとする。 

(4) 受託者は、各試験の終了時に、試験成績書に基づき、内部検査完了報告書を作成するものと

する。 

4 詳細設計完了検査 

(1) 本システムの機器製造前に行う検査であり、受託者は本章第 13 2項に記載する承諾図を委

託者及び監理者に提示し、承諾を得るものとする。 

(2) 承諾図の記載内容については、説明会議における検討結果と協議書の承諾結果を反映したも

のであること。 

(3) 受託者は、承諾図の承諾をもって機器の製作、システム構築に着手するものとする。 

5 工場検査 

(1) 本システムの製造工程又は工場出荷前に必要に応じて行う検査であり、本仕様書に基づき、

工場出荷前に製品の検査を委託者及び監理者立会いのもと実施するものとする。 

(2) 「工場検査実施要領書」は、検査項目、検査方法、検査手順、合否判定基準その他必要な事

項を記載したものとする。 

(3) 受託者は、検査対象装置及び試験内容を委託者及び監理者と受託者の協議により決定し、決

定した内容に基づき、検査を受けるものとする。 

(4) 受託者は、上述の内部検査における試験成績書を提出し、委託者及び監理者の検査を受ける

ものとする。 

  なお、試験成績書のうち、機密事項が含まれる書類については、検査完了後、受託者に返却

するものとする。 

(5) 受託者は、検査の際、写真撮影を行うものとする。 
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(6) 受託者は、検査における指摘事項等を記録して報告書にまとめて提出し、委託者及び監理者

の承認を受けるものとする。 

6 受入検査 

(1) 受託者は、主要装置及び主要機器の搬入時に、契約数量に対する全数検査を実施するものと

する。 

(2) 委託者の立会いは、協議により必要に応じて実施するものとする。 

(3) 「受入検査実施要領書」は、型式確認、製造番号確認、員数確認、外観検査を含む検査項目、

合否判定基準その他の必要事項を記載するものとする。 

(4) 受託者は、検査結果を記録して報告書にまとめて提出し、委託者及び監理者の承認を受ける

ものとする。 

(5) 受託者は、検査の際、各装置の写真を撮影するものとする。 

7 使用前検査 

(1) 委託者は、本システムへの仮運用切替の前に、本業務にて導入した機器の総合的な動作確認

を実施するものとする。 

(2) 委託者及び監理者の立会いのもと実施するものとする。 

(3) 「使用前検査実施要領書」は、設計図書等を基に、機器等の数量、機器等の据付状況、総合

的な動作試験等を含む検査項目、合否判定基準、その他必要な事項を記載するものとする。 

なお、動作試験は実際の消防通信指令業務のフローに基づく操作マニュアルを作成し、それ

に沿った形で確認を行うものとする。 

(4) 受託者は、検査における指摘事項等を記録して報告書にまとめて提出し、委託者及び監理者

の承認を受けるものとする。 

(5) 受託者は、検査の際、実施状況の写真を撮影するものとする。 

8 完成検査 

(1) 上述の検査に合格後、委託者が実施する検査であり、この検査をもって完成とすることを原

則とする。 

(2) 委託者及び監理者立会いのもと実施するものとする。 

(3) 「完成検査実施要領書」は、設計図書等を基に、提出書類等の審査、機器等の指定照合、数

量、機器等の据付状況、総合的な動作試験等を含む検査項目、合否判定基準、その他必要な事

項を記載するものとする。 

(4) 受託者は、検査における指摘事項等を記録して報告書にまとめて提出し、委託者及び監理者

の承認を受けるものとする。 

(5) 完成検査において本仕様書及び委託者の指示どおりに完成していない場合、受託者は、直ち

に改修を行い、再検査を受けるものとし、改修に要した費用は受託者が負担するものとする。 

 

第12 進捗管理 

1 工程管理表 

(1) 受託者は、着手時に契約期間中の業務進捗予定を示す業務工程表を作成し、協議会及び監理

者に提示するものとする。 

なお、業務工程表には以下の予定時期を必ず明示すること。 
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ア 詳細設計の期間 

イ 現地調査の期間 

ウ 承諾図の提出時期（複数回に分ける場合はその時期も明示すること。） 

エ 現地工事開始時期 

オ 現地機器搬入開始時期 

カ 119番回線切替の時期 

キ 各検査の時期 

(2) 受託者は、翌々月までの月単位の詳細業務予定を示す詳細工程表を作成し毎月初めに監督職

員及び監理者に提出するものとする。 

2 予実管理 

(1) 受託者は、業務工程表及び詳細工程表上に実際の進捗状況との差異を記載した予実管理表を

作成し、月次定例会資料として、監督職員及び監理者に提出するものとする。 

なお、予実管理表は監督職員又は監理者から要望があった場合、最新状況を速やかに提示で

きるよう必ず週単位での更新を行うこと。 

(2) 受託者は、本章第 10 1 に示す会議実施スケジュール案についても予実管理表を作成するも

のとする。 

3 課題管理 

(1) 受託者は、業務において発生した課題事項について課題管理表にまとめ、月次定例会の 3日

前までに監督職員及び監理者に提出するものとする。 

なお、課題管理表は監督職員又は監理者から要望があった場合、最新状況を速やかに提示で

きるよう必ず週単位での更新を行うこと。 

(2) 課題管理表は、下記について管理するものとする。 

ア 課題発生日 

イ 課題内容 

ウ 課題回答者(検討者） 

エ 課題回答予定日 

オ 課題解決日 

カ 課題対応状況 

キ その他補足事項 等 

4 その他 

(1) Webシステムを活用し、進捗資料等の共有を行う場合は、資料の追加・改版等を行った際に

必ず監督職員及び監理者に電子メールで通知すること。 

(2) 進捗管理において、監督職員の指示に従わない場合は改善措置命令を発出する。それでも改

善されない場合は、契約破棄の対象とする。 

 

第13 提出書類 

提出書類等の部数及び提出時期については、下表に従うものとする。 
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書類の提出とあわせて DVD等の電子媒体を提出するものとし、電子データは、原則として汎用

ソフトでの閲覧が可能な形式とすること。また、竣工図、系統図、布線図、電気配線図について

は、CADデータも提出するものとし、CADの形式については協議により決定するものとする。 

 

提出書類 部数 提出時期 

1 業務関係 

(1) 着手届け、(2) 業務工程表、 

(3) 業務計画書、(4) 体制図、 

(5) 技術者資格証明書 

製本：1部 

電子：3部 
着手時 

2 承諾図 

(1) ソフトウェア設計仕様書 

(2) 機器外観図、(3) 機器実装図 

(4) 機器構成表、(5) 機器仕様書 

(6) 配線系統図、(7) 機器配置図 

(8) 配線図、(9) その他 

(10) 別途発注機器用工事設計図書類 

  ※非常用発動発電機(指令センター用)等 

   詳細は協議による。 

製本：3部 

電子：3部 

詳細仕様確定後、速

やかに 

3 検査結果 

(1) 検査要領書（検査前に承諾を得たもの） 

(2) 検査報告書、(3) 検査写真 

製本：3部 

電子：3部 

検査完了後、速やか

に 

4 完成図書 

(1) 竣工図、(2) 機器外形図、 

(3) 機器実装図、(4) 系統図、 

(5) 布線図、(6) 電気配線図、 

(7) 試験成績書、(8) 工程表（作業後）、 

(9) 作業写真（作業前・作業中・作業後）、 

(10) その他 

製本：3部 

電子：3部 
完了 2週間前 

5 指令系設備説明書 

(1) 指令系設備機能説明書 

（指令センター用、3本部用） 

(2) 指令系設備取扱説明書 

（指令センター用、3本部用） 

製本：4部 

電子：4部 

※協議による 

システム移行前 

6 無線系設備説明書 

(1) 無線系設備機能説明書 

（指令センター用、3本部用） 

(2) 無線系設備取扱説明書 

（指令センター用、3本部用） 

製本：4部 

電子：4部 

※協議による 

システム移行前 
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提出書類 部数 提出時期 

7 消防業務 OA系説明書 

(1) 消防業務 OA系機能説明書 

(2) 消防業務 OA系取扱説明書 

製本：4部 

電子：4部 

※協議による 

システム移行前 

8 その他 

(1) 打合せ議事録、(2) 協議書 

(3) その他委託者及び協議会が指示する書類 

及び資料 

(4) データ入力スケジュール表 

(5) 研修スケジュール表 

協議による。 
部数及び提出時期

は、協議による。 

 

第14 作業の着手 

1 受託者は、業務の着手にあたり、本章「第 13 提出書類 1 業務関係」に記載の書類を作成し、

委託者の承認を得るものとする。 

2 業務計画書及び体制図にあっては、休日・夜間等の緊急連絡先及び担当者名についても記載を

行うものとし、緊急連絡に速やかに対処できる体制を講じるものとする。 

 

第15 諸経費の負担について 

1 本システムの設置及び据付調整に係る光熱費は、関係市町の負担とする。 

2 受託者は、本業務で新たに整備する通信回線の設置、許可、手続等に要する費用及び引渡しま

でに発生する回線利用料を負担するものとする。 

3 受託者は、本システムを構成する各装置に要する構築期間中のソフトウェア料等の費用を負担

するものとする。 

4 受託者は、本システムに要する地図を初回導入において買取り式とし、その費用を負担するも

のとする。 

5 受託者は、本システムを構築する上で必要となる各種サービスの利用に係る構築期間中の費用

を負担するものとする。 

 

第16 部品等の確保 

受託者は、完成検査に合格後、コンピュータ系に関してはおおむね 5年、その他機器に関して

はおおむね 10年間は、使用部品等を確保すること。 

なお、当該部品を確保できない場合は代替品を確保するものとする。 

 

第17 研修 

受託者は、本システムの円滑な運用を図るため、次に示す通り職員を対象に運用研修を実施す

るものとする。 

なお、研修に必要な費用は受託者が負担するものとする。 

1 研修概要 

本システムの研修は次の区分とし、本システム運用前から実施するものとする。 
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(1) 操作研修 

(2) メンテナンス研修 

2 研修体制 

(1) 受託者は、原則としておおむね 119番回線切替日前 1ヶ月間を研修期間とすること。研修の

日程及び研修場所は、協議会との協議により決定するものとする。 

(2) 受託者は、研修のカリキュラム及び資料を作成し、計画的に実施するものとする。 

(3) 特に職員が頻繁に使用すると考えられる、メンテナンス機能・自由帳票作成機能等の研修用

の資料にあっては、詳細な説明書を作成するものとする。 

(4) 研修内容及び対象者は、おおむね次のとおりとし、詳細は、協議会と協議するものとする。 

集合研修内容 研修区分 対象者 回数 

取扱説明 操作研修 指令員 3回以上 

各消防本部設備取扱説明 操作研修 各消防本部職員 2回以上 

署所設備取扱説明 操作研修 署所職員 各署 2回以上 

車両設備取扱説明 操作研修 署所職員 各署 2回以上 

消防 OAシステム取扱説明 操作研修 
各消防本部職員 各課 2回以上 

署所職員 各署 2回以上 

メンテナンス管理説明 メンテナンス研修 指令員 3回以上 

障害一次対応 メンテナンス研修 指令員 3回以上 

システム復旧手順 メンテナンス研修 指令員 3回以上 

(5) 研修は、研修要員（指導員）による講義形式で実施するものとし、実機を使用するものとす

る。 

(6) 指令員を対象者とする研修は、共同指令センターにて実施するものとする。 

(7) 山口市消防本部の職員を対象とする研修は、中央消防署又は南消防署での集合研修として、

3回以上実施するものとする。 

(8) 萩市消防本部の職員を対象とする研修は、萩市消防本部での集合研修として実施するものと

する。 

(9) 研修場所の確保等、研修の実施の詳細については、各消防本部と協議の上、決定すること。 

(10) 受託者は、操作研修で使用する資料を準備するものとする。 

 

第18 システムの運用切替 

1 受託者は、本システムへの運用切替に際して事前に計画書を作成し、協議会と十分協議を行い、

承認を得た上で行うものとする。 

2 受託者は、協議会が通知した関係者と協力し、事故等が発生しないように本システムへ運用を

切り替えるものとする。 
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第２章 共通事項 

 

第1 本システムの基本事項 

本システムは、「住民の生命、身体、財産を災害から守る」という消防の目的を達成するため、

安定稼働を大前提に消防通信指令業務を迅速かつ確実に遂行できるシステムとする。 

 

第2 技術基準 

1 技術基準 

本システムは、総務省消防庁が消防防災施設整備費補助金交付要綱に定める「高機能消防指令

センター総合整備事業」のⅡ型規格に準拠するとともに、本仕様書記載の機能を有すること。 

(1) 本業務に使用する全ての装置及び機器は、受託者の責任において品質管理ができる信頼性の

高いものを使用すること。 

(2) 本業務の実施にあたっては、本章に定めるもののほか、本仕様書第１章「総則」、「法令等」

を遵守すること。 

2 電気的規格 

各装置及び機器の規格は、次によること 

(1) 制御方式   ：デジタル電子回路方式 

(2) 有線接続等の条件 

ア 有線接続方式  ：ダイヤル方式、光 IP方式、 

プッシュ方式、ISDN方式等 

イ 線路条件 

次の値を基準とするが、電気通信事業者が示す条件を考慮すること。 

なお、内線 PBX接続回線、加入電話回線及び専用回線の条件については一般財団法人電気

通信端末機器審査協会の定める技術基準に準拠したものとする。 

(ｱ) 119番回線  ：ISDN回線、光 IP回線等 

(ｲ) 加入電話回線  ：1,000Ω以下（ループ抵抗） 

(ｳ) 内線   ：  400Ω以下（ループ抵抗） 

(ｴ) 専用回線  ：3,000Ω以下（ループ抵抗） 

(ｵ) 指令回線  ：NTT西日本ビジネスイーサワイド相当 

ウ 絶縁抵抗及び絶縁耐圧 ：電気設備の技術基準による。 

エ 接地抵抗  ：電気設備の技術基準による。 

3 通信規格 

本システムの機器相互間の接続等に適用する通信規格は、機能の拡張性、柔軟性、発展性及び

円滑な運用を考慮し、優先順位を設け、ネットワークトラフィック（負荷）を考慮すること。 

(1) 電話回線 

ア 内線、加入電話回線及び専用回線の条件については一般財団法人電気通信端末機器審査協

会の定める技術基準に準拠すること。 

イ 各種加入電話回線の接続条件・通信方式等は、通信事業者が規定する規格に準拠すること。 

(2) 無線回線 
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無線回線条件は、電波法及びその関連法令の基準によること。 

4 環境条件 

本業務で整備する装置及び機器は、各個別機器仕様に定めが無い限りは、原則として次の条件

に適合し、異常なく動作すること。 

(1) 周囲温度 

ア 屋内装置  ：+10～+35℃の範囲 

イ 屋外装置  ：-10～+40℃の範囲 

(2) 周囲湿度 

ア 屋内装置  ：20～80%の範囲 

イ 屋外装置  ：20～90%の範囲 

(3) その他 

屋外の設備は、風雨・亜硫酸ガス・硫化水素・塩害等の原因による錆、腐食等を十分に考慮

し、防錆及び防腐食の処置を施すこと。また、風速 60[m/s]に耐えうること。 

5 銘板及び表示 

本システムを構成する装置及び機器には、次のことを施すこと。 

(1) 品名、型式、製造会社名及び製造年月等を記載した銘板等の取り付け 

(2) 入出力端子・調整箇所・部品等が容易に判別できる標識の表示 

(3) 取扱上に注意を要する箇所にその旨の表示 

(4) 協議会が特に表示を指定するものについての表示 

6 塗装色 

本システムを構成する装置及び機器の塗装色は、色調を合わせること。 

7 その他事項 

本仕様書に明記していない事項であっても、本システムの機能及び運用上、当然具備すべき事

項はこれを充足すること。 

 

第3 一般規定 

1 本システムの条件 

最新の情報通信技術及び情報処理技術を導入し、かつ長年の業務改善の成果による現行設備に

おける業務運用を損なうことがないよう、本システムを構築すること。次のことを十分に考慮し

た上で履行すること。 

(1) 高信頼性 

24時間 365日無停止運用を行うシステムであることから、指令制御装置、指令関連用サー

バ、コンピュータ装置等の重要な装置及び機器は、冗長化構成とし、機器点検時及びデータ更

新時も装置及び機器を止めることなく業務運用が継続できること。 

(2) 災害・障害に強いシステム 

大規模地震等にも耐えられる設計及び設置を行うとともに、主要基幹システムのバックアッ

プ対策を強化し、安全性を保持すること。 

(3) システムの迅速性・正確性 
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119番通報の受付から事案終了までの各種処理が迅速かつ正確に行えるとともに、大規模災

害、同時多発災害等が発生した場合においても、同様に行えること。 

(4) 操作性・視認性の向上 

使用頻度の高い機能は最小のタッチ数で操作でき、複雑な操作が必要なものについては、ガ

イダンス機能・操作ミス対策・操作訓練機能を設ける等、操作性及び視認性の向上並びに操作

の簡略化等を考慮すること。 

(5) 柔軟性の確保 

今後の技術発展に伴う変化に対応できるよう、装置及び機器の機能変更や追加等のメンテナ

ンスが柔軟に行うことができる拡張性を持った構造を有するものとする。 

特に将来的な、組織変更及び署所の増設・移転並びに車両の増減及び配置換えへの対応につ

いて十分に配慮すること。 

(6) データメンテナンスの容易性 

指令設備における地図情報等の追加、削除、出動計画の変更等、基本的なデータの変更は、

ソフトウェアの変更を伴うことなく職員が容易な操作で行え、その入力情報も容易に確認でき

ること。また、データメンテナンス作業は、共同指令センター内のみではなく、関係部署に設

置する端末でもできること。 

(7) 消防本部ごとに異なる運用計画への対応 

受付局番からの管轄署所判別等により管轄消防本部ごとの運用計画に準拠した隊編成を自

動的に行うことができること。 

(8) 情報共有体制の強化 

共同指令センター、3本部、署所、各市の警防作戦室等及び災害現場における出動隊等との

間において、迅速かつ円滑に情報共有を行うことができること。 

(9) 高度な共同運用への対応 

関係市町の応援地域において、関係市町の事前の取り決めに合わせて自動的に応援事案を作

成することができること等の、迅速かつ柔軟な応援出動を行えること。 

(10) 消防 OAシステムとの連携 

通信指令業務で必要とする情報と消防 OAシステムが保有する情報との関連付けを強化し、

情報の効率的な活用ができること。 

消防 OAシステムで管理されている台帳データ(防火対象物、水利情報等のデータ)を、自動

出動指定装置、地図等検索装置及び車両運用端末装置の支援情報として利用できること。 

(11) 住民基本台帳データの利用 

3本部管内の各住民基本台帳データを取り込み、自動出動指定装置等のマスタデータに活用

できること。取込方法については、3本部及び関係市町との協議の上、決定すること。 

(12) 既設設備との接続 

本章 第 7 1に記載の既設設備が持つ接続インタフェースに十分留意すること。また、既設

構築業者との調整が必要な場合、受託者は、協議を行うこと。 

なお、協議会は、必要に応じて協議への立会を行うものとする。また、これら協議・調整に

係る費用負担等は、すべて受託者の責任において行うものとする。 

(13) データの有効活用 
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既設消防指令システム、消防 OAシステム等、協議会が保持するデータ(以下「既存データ」

という。)は、本システムに移行し有効活用すること。 

(14) 保有データの有効活用 

本システムが保有するデータを CSV形式等の汎用データ形式で出力できること。 

(15) 機器・製品の提供について 

本仕様書に掲げる設備の構成、機能、性能等に関する全ての事項は、最低仕様であり受託者

は厳守すること。 

本システムに係る装置、機器、電子機器（ハードウェア、ソフトウェア等）及びその付帯設

備は、本業務履行時における最新のものとし、本仕様書に掲げる機能及び性能と同等以上であ

ること。 

2 本システムの規格 

(1) 構造 

ア 信頼性、運用性及び保守性に優れたものであること。 

イ 堅ろうにして長期間の使用に耐えうる構造であり、人体に危険を及ぼさないよう安全保持

を十分に考慮すること。 

ウ 落雷時に空中線系、商用電源系及び有線電話系を通じて本システムが受ける影響を最小限

にとどめるため、避雷装置を設置すること。 

エ 扱い易い操作面を有するものとし、機動性を重視して操作部を自由に配置できるよう考慮

されたものとし、筆記スペースの確保を考慮すること。 

オ それぞれの用途に応じた操作性及び機能性を重視したものとし、その形状、色調は他の機

器と調和がとれたものであること。 

カ スイッチ類の数を極力少なくすること。 

キ コンパクト化、低騒音化が図られたものとし、低消費電力化を図り、維持管理費が最小限

であるよう経済性を重視すること。 

ク 可能な限り規格の統一、機器の共通化を図り、ランニングコスト削減に努めること。 

ケ 保守点検が容易にできる構造であること。 

コ 専用台、専用ラック等に収容すること。 

サ サーバ系コンピュータに関しては省スペース化を考慮し 19インチラックマウント型(EIA

規格)のものとし、19インチ専用ラックに実装すること。 

シ 共同指令センター、3本部、署所及び関連施設等との間の通信回線・映像用回線は、指令

データ系、指令音声系を回線統合して新設することを基本とすること。 

ス 共同指令センターと各基地局等との間のアプローチ回線は、多重無線回線とすることを基

本とすること。 

セ 共同指令センター、3本部、署所及び関連施設等に設置する重要装置については、直流電

源装置や無停電電源装置等を設置しバックアップ電源対策を施すこと。 

ソ 将来の機能拡充、機能追加及び機器増設に対して、容易に対応できること。 

タ 最先端の技術を駆使した設計とし、将来の技術革新に対応できる構造とすること。 

チ 消防救急デジタル無線設備と接続できること。 
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ツ 本システムの各制御機器の主記憶装置、補助記憶装置、ネットワーク構成等は、必要なデ

ータ量に対して十分な余力を有すること。 

テ ハードウェア及びソフトウェアの変更に対して容易に対応できる拡張性を有すること。 

ト 通信指令業務を中断することなく、本システムの保守作業の実施が可能であること。 

ナ 24時間 365日連続運転の使用条件下において十分な運用維持ができること。 

ニ 親時計を設け、全ての時刻は日本標準時に統一すること。 

(2) 運用 

ア 各システムは、フェイルセーフ設計の思想に基づいて設計すること。 

イ 入力及び取り扱うデータに関しては、誤入力を防止し、効率化を図ること。 

ウ データ更新は、本システムを停止させることなく作業できること。 

エ データ更新作業は毎日行うことを基本とし、更新作業及び反映作業に係る時間、労働量等

の軽減を図ること。 

オ データの反映作業は、即時反映・定期バッチ処理による反映、手動による反映、自動処理

による反映など、内容やデータ量に応じて作業負荷を軽減できるよう考慮すること。 

カ 重要なデータについては、定期的にバックアップを行うこと。また、容易に復元できるよ

う考慮すること。 

キ 消防 OAシステムと指令系システムの間において、相互にデータを連携できること。 

ク 各機器の基本操作は、必要最小限の手順で容易に操作でき、操作手順の案内や誤操作に対

する警告、復帰等を迅速かつ正確にできること。 

ケ 災害通報等の受付から出動隊に対する出動指令の伝達及び通信並びに部隊運用まで、災害

現場への情報支援及び災害活動に関する一連の業務処理は、迅速性及び正確性が確保される

こと。 

コ 119番通報の輻輳に対処できる機能的余力を有すること。 

 

第4 データ入力及び取り扱い等注意 

1 データ移行について 

(1) 受託者は、既存データを本システムに移行すること。 

 なお、移行が困難な場合は、新規作成の上、本システムに導入すること。 

(2) 受託者は、協議会から本業務の履行のため必要なデータの提示を受けた場合、機密保護に十

分注意して、その内容を外部に漏らしてはならない。 

(3) 受託者は、本システムがシステム切替を迎えるにあたり必要となるデータの移行作業を行う

こと。 

(4) 受託者は、移行する既存データを、協議会から受領すること。 

(5) 受託者は、外部出力されたデータの形式変換を行うツール及び変換作業環境(機器等)を用意

すること。 

(6) 受託者は、データ移行を行うにあたり、既設構築業者等との調整が必要な場合、協議を行う

こと。 

 なお、協議会は、必要に応じて協議への立会を行うものとする。また、これらは費用等を含

め、全て受託者の責任において負担するものとする。 
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2 新規データの取り扱い(紙媒体のデータも含む。) 

(1) 受託者は、協議会の協力のもと、各種データの調査・収集・入力データの作成(音声合成装

置への文言セット等を含む。)等を行うこと。 

(2) 受託者は、協議会による新規入力データの作成が効率的に実施できるようデータ作成ツール

を提供すること。 

(3) 受託者は、協議会が作成したデータの本システムへのセットアップを行うこと。 

(4) 受託者は、セットアップしたデータについて協議会の確認を受けること。 

(5) 受託者は、不明な箇所については、協議会より別途指示を受けること。 

3 データ消去 

(1) 受託者は、既設設備の処分を行う際に、作業完了までの作業工程管理を徹底して行うこと。 

(2) 受託者は、データ漏えい防止対策を行い、消去完了までの過程を事前に協議会に提出し、了

解を得ること。 

(3) 受託者は、データ消去が必要な装置を物理破壊によりデータの読み取りを不可能にすること。  

 なお、物理破壊は協議会立合いの下、現地で行うこと。 

(4) 受託者は、物理破壊した機器について、その作業写真を添付した報告書等を提出すること。 

 

第5 セキュリティ対策 

1 概要 

本システム及び連携する他システムへの影響等に考慮した、多面的なセキュリティ対策を講ず

ること。 

なお、セキュリティシステムの構築にあたっては、関係市町及び協議会のセキュリティポリシ

ーを考慮した上で、協議会と協議すること。 

2 セキュリティ対策 

(1) 不正アクセス防止対策 

ネットワークの構築にあたっては、他システムとの連携も考慮した上で、強固なファイアウ

ォール(UTM等)を構築し、不正アクセス防止のためのセキュリティ対策に万全を期すること。 

ア ネットワークセキュリティレベルの維持・向上のため、ネットワークの監視及びアクセス

管理を行い、アクセスログを取ること。 

イ 不正アクセス検出の監視を行い、アクセスログを取ること。 

(2) ウイルス対策 

ア ウイルス対策ソフトは、定義ファイル等を常に最新の状態に保持できるようにすること。 

イ ウイルス対策ソフト用のサーバを導入し、定義ファイルの管理を一元化すること。 

ウ 最新の定義ファイルをインターネット回線経由で取得すること。 

エ 任意記憶媒体の挿入等、空きポートからのウイルス感染を防ぐため、ポートガード等を導

入し物理的にも遮断できること。 

オ 無許可の媒体と指令システム機器が接続されないよう、デバイス制御ソフトを導入し、外

部記憶媒体等を論理的に遮断することができること。 

カ 対象とする端末等の詳細は、協議会との協議の上、決定すること。 

(3) 脆弱性の対策 
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消防 OAシステム等、他のシステムやインターネット等との接続を行う装置類の OS・ミドル

ウエア等の脆弱性対策を施すこと。 

ア OS・ミドルウエア等のバージョン管理を行うこと。 

イ 脆弱性対策パッチの適用にあたっては、事前の動作検証を実施できること。 

ウ 対象となる装置類の脆弱性対策パッチの適用は、職員の手により実施できること。 

エ 各装置類への脆弱性対策パッチの適用は、サーバ経由にて実施すること。 

オ 対象とする端末等の詳細は、協議会との協議の上、決定すること。 

(4) 盗難対策 

災害発生時に無人になる可能性がある署所事務所等に設置する機器は、セキュリティワイヤ

ーを設置する等の盗難防止策を講じること。詳細は協議会との協議の上、決定すること。 

3 利用者管理 

(1) パソコン端末装置 

利用者 ID等の識別による機能制限や処理業務ごとにアクセス権限等を定め、不正な利用者

によるデータの破壊・漏えい・改ざん等を防止すること。 

また、アクセス権限を設定するものとし、詳細は協議会との協議により決定する。 

(2) パスワード管理 

本システムにて使用する各装置類における、利用者で認証操作が必要なパスワードの管理は、

次のとおりとすること。 

ア 本業務にて整備する各装置類 

本システムの管理者による管理とし、利用者によるパスワード変更を管理できること。ま

た、利用者のパスワードを強制的に変更できるとともに、利用者でも変更できること。 

4 履歴管理 

(1) 本システム全般にわたって、操作ログを管理できること。 

(2) 操作ログの検索、表示、出力等は、簡易な操作でできること。 

 

第6 電気通信事業者回線について 

1 受託者は、本業務に伴う 119番回線、加入回線、専用回線等の新設、増設、移設、検査、試験、

設置許可等、申請、検査、試験その他の手続を協議会に代行して行うこと。 

2 電気通信事業者回線の新設、増設、既設回線の変更等を行うが、本システムの屋内配線は本業

務の範囲にて行うこと。 

3 受託者は、回線終端装置を設置すること。 

 

第7 既設機器の取り扱い 

1 本システムへの切り替え後も継続使用する装置及び機器(以下「継続使用機器」という。)は、

協議会の指示に従うが、おおむね次のものとする。 

(1) NET119受信システム(防府市消防本部) 

(2) 田床山反射板(萩市消防本部) 

(3) 既設放送設備(萩市消防本部) 

(4) 既設複合機(萩市消防本部) 
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(5) その他協議会が指定する機器 

2 受託者は、本システム導入時に当該機器の設置業者等と協議・調整を行い接続すること。 

3 受託者は、既設設備が持つ接続インタフェースに十分留意すること。既設構築業者との調整が

必要な場合、協議会仲介のもと、協議・調整を行うこと。また、必要に応じて、協議会の指示に

従い作業を行うこと。 

 なお、本システムとの接続に係る協議・調整の費用負担等はすべて受託者の責任において行う

ものとする。 

4 受託者は、既設設備と本システムとの接続・動作試験を既設設備構築業者等の立会のもと実施

すること。 

 なお、協議会は既設構築業者等との調整において支援、介入を行うが、それらの調整に係る費

用等は、全て受託者の責任において負担するものとする。 
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第３章 システム構成 

 

第1 機器構成 

本システムは、【別紙 1】機器構成表及び【別紙 2】システム全体構成図にて定める装置群にて

構成するものとし、原則として第 4章に定める機能及び構造を備えるものとする。 

 

第2 性能要件 

1 業務要件 

本システムの規模、性能等に関する業務要件は下表のとおりとする。 

業務要件 現在値 設計値 備考 

(1) 管轄 

ア 面積(ｋ㎡) 

イ 人口(人) 

ウ 世帯数(世帯) 

 

2,027 

355,626 

170,307 

 

2,027 

360,000 

180,000 

3本部管轄合計値 

(2) 組織 

ア 消防本部 

イ 消防署 

ウ 分署等 

エ 職員数 

オ 車両数 

 

3 

5 

9 

491 

125 

 

3 

5 

9 

550 

140 

3本部合計値 

(3) 消防団 

ア 分団数 

イ 団員数 

ウ 消防団車両数 

 

109 

2,650 

248 

 

110 

3,000 

250 

3本部合計値 

(4) 警防 

ア 119番着信件数 

イ 火災出動件数 

ウ 救急出動件数 

エ 救助出動件数 

 

25,421 

153 

18,062 

134 

 

28,000 

200 

20,000 

150 

3本部合計値 

1年あたりの件数 

1年あたりの件数 

1年あたりの件数 

1年あたりの件数 

(5) 予防 

ア 防火対象物総数 

イ 危険物施設総数 

 

15,701 

1,190 

 

16,000 

1,500 

3本部合計値 

(6) 水利施設構成 7,395 8,000 3本部合計値 

 

2 瞬時負荷処理能力 

(1) 共同指令センター 

共同指令センターにおける本システムの瞬時負荷処理能力は、下表のとおりとする。詳細は、

提案による。 
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処理概要 設計値 備考 

ア 災害種別・災害区分一覧の表示 

ボタン押下後、災害種別又は災害区分の一覧がデ

ィスプレイに表示されるまで 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

イ 目標物一覧の表示 

ボタン押下後、目標物の一覧がディスプレイに表

示されるまで 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

ウ 地点検索 

ボタン押下後、検索条件に合致した地点の地図が

ディスプレイに表示されるまで 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

エ 隊編成処理結果の表示 

ボタン押下後、出動隊編成結果がディスプレイに

表示されるまで(経路の演算を含む。) 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

オ 同報判定表示 

災害地点、災害種別決定後、同報一覧画面が表示

されるまで 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

カ 地図種別の切替 

切替操作後、異種地図(住宅地図、道路地図)に切

り替わるまで(ベクトル地図間を前提とする。) 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

キ 災害地点の表示 

事案一覧画面にて事案を選択後、災害地点付近の

地図がディスプレイに表示されるまで 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

ク 地図レイヤ等追記表示 

地図レイヤ表示選択後、選択したレイヤがディス

プレイに表示されるまで 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

 

(2) 署所 

署所における本システムの瞬時負荷処理能力は、下表のとおりとし、詳細は、提案による。 

処理概要 設計値 備考 

ア 指令情報の表示 

指令情報の受信後、指令情報出力装置に地図が表

示されるまで 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

イ 指令書の出力 

指令情報の受信後、1枚目の指令書が印刷されるま

で 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

 

(3) 車両 

車両における本システムの瞬時負荷処理能力は、下表のとおりとし、詳細は、提案による。 
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処理概要 設計値 備考 

ア システム起動 

電源投入後、ディスプレイに地図画面が表示され

るまで(専用筐体の場合は、指令情報受信後、ディス

プレイに災害地点地図が表示されるまで) 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

イ 指令情報の受信 

指令情報の受信後、ディスプレイに災害地点地図

が表示されるまで(端末は起動中であることを前提

とする。) 

指令管制業務に支

障をきたさないこ

と。 

提案による。 

 

第3 機器仕様要件 

本システムで使用する機器は、【別冊 1】機器仕様要件の定めを原則とし、第４章 システム要

求仕様に定める機能を満たすために必要な機器を選定すること。 

なお、【別冊 1】機器仕様要件に記載の機器仕様については最低仕様を定めたものであり、同等

以上の性能の機器を納入することで本章第 2 性能要件及び各機能を実現すること。 
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第４章 システム要求仕様 

 本章においては、本システムにおける各構成装置の概要、機能仕様要件、構造仕様要件について示

す。 

 なお、機器仕様要件については【別冊 1】機器仕様要件にまとめて示す。 

第1 指令装置 

第1-1 指令台 

1 概要 

本装置は、火災、救急、救助等に係る 119番等の緊急通報の受付、関係機関への連絡、無線操

作等を行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 基本操作機能 

ア 指令台の操作部は、タッチパネル機能を有するカラー液晶ディスプレイ(以下「タッチパ

ネル」という。)及び通信用ボタンを配置した操作盤(以下「通信盤面」という。)で構成さ

れ、指令台における通信操作ができること。 

イ タッチパネルは、119番通報受付、出動指令、無線送受信、録音装置制御、車両動態入力、

電話発信(加入電話、内線、専用回線)等を操作できること。 

なお、本項で示すタッチパネルの機能は、自動出動指定装置ディスプレイ等の指令台上に

設置された他のタッチ操作機能を有する液晶パネルに持たせることも可とするが、自動出動

指定装置停止時においても同様の操作機能を継続できるようバックアップ対策を講じるこ

と。 

ウ 通信盤面においては、通信用ボタン操作により、119番通報受付、無線送受信等を操作で

きること。 

(2) 通信機能 

ア 119番回線処理 

(ｱ) 着信 

a 119番の着信は、可視及び可聴により確認ができること。 

b 119番通報においては、ナンバーディスプレイに対応ができること。 

c 番号非通知が判別できること。 

d 119番着信音は、他の回線と音色を変えることができること。 

(ｲ) 受付 

a 受付共通 

(a) 受付と同時に自席の着信音を断とすること。 

(b) 119番通報受付時において、エリア名、発信元電話番号、着信時分秒等をタッチパ

ネルに表示できること。 

(c) 119番受付時、電話番号から位置情報等を検索し、災害地点の決定に活用できるこ

と。 

(d) 自動出動指定装置等と連動し、受付と同時に事案処理が開始できること｡ 

(e) 保留、呼び返し、切断及び転送でき、タッチパネルに、その状態を回線ごとに表

示し、視認できること。 
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(f) 119番回線等が輻輳し、受付ができない場合は、「通報が混みあっている」旨のメ

ッセージを通報者に送出できること。 

(g) 119番通報の着信時、容易な操作により、通報者に対し胸骨圧迫のリズム音を送出

できること。 

b NTT固定電話からの通報受付 

(a) 着信した 119番回線について、必要に応じて発 ID（発信者番号）を取得でき、自

動出動指定装置及び地図等検索装置と連動することによって、通報者情報を基に瞬

時に地点決定が行えること。 

(b) 119番通報に対して、リダイヤルによるコールバックが行え、その状態が表示でき

ること。 

(c) 119番受付時において、回線番号、エリア名、電話種別、発信元電話番号、受付時

分秒等を指令台ディスプレイに表示できること。また、ダイヤルインサービスを利

用することにより、発信エリア識別信号を解析し着信エリアを指令台ディスプレイ

に表示すること。 

c 携帯電話からの通報受付 

(a) 携帯電話会社からの 119番通報を指令台に収容できること。また、指令台ディス

プレイに携帯事業者名称を表示できること。 

(b) 携帯電話 119番の着信は、可視により他回線の着信と区別して確認できること。 

(c) 携帯電話からの 119番着信時、取得可能な場合は、発信番号情報を着信時に自動

表示できること。 

(d) 発信者番号不明(発信番号非通知又は 184を付した通報)の通報時には、発 IDを強

制取得できること。 

(e) リダイヤルによる、コールバックができること。 

(f) 転送は NTT西日本の携帯転送回線を使用して他消防本部等へ転送できること。そ

の際転送先へ、転送元情報(発信者番号及び携帯事業者名)を付した UUI転送に対応

できること。 

(g) 上記以外の処置は、119番からの通報受付に準ずる。  

d IP電話及び直収電話事業者からの通報受付 

(a) 通常と同様の受付操作で受付できることとし、事業者別が表示できること。 

(b) 発 IDが取得できる場合には取得後リダイヤルによるコールバックを行えること。

リダイヤル発信時は局線画面へ自動遷移し、発信状況が確認できること。 

e 関係機関からの通報受付(電力会社電話等) 

着信と同時に当該関係機関からの通報である旨を表示し、指令台等で受付できるこ

と。 

(ｳ) 保留 

a 119番通報は、受付けた指令台で保留することができ、任意の他台にて保留再接続、

呼び返し、切断ができること。 
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b 保留した 119番通報は、自台で保留した通報のみを受付ける機能及び他台で保留し

た通報を受付ける機能が個別に操作できること。また、複数保留した場合は、保留順

に受付ける及び保留中の通報の中から任意の通報を受付けることができること。 

c 保留中の 119番通報を、保留中である旨を視覚的に表現できること。 

d 保留中となっている 119番通報の件数を確認できること。 

e 受付中の119番通報に対して音声合成による保留音声(｢しばらくお待ち下さい。｣等)

が送出できること。 

(ｴ) 転送 

a 各席の受付中の通報及び処理中の事案情報を他の席に転送できること。 

b 受付した回線を指定した内線、局線、専用回線に転送できること。転送頻度の高い

近隣消防等関係機関への転送操作は、必要数分のワンタッチボタンを装備することに

より、容易な操作で転送できること。また、転送した履歴一覧を画面で確認できるこ

と。 

(ｵ) その他 

a 着信した 119番回線の履歴一覧を表示できること。履歴一覧では、受付けた台の番

号が把握できること。また、履歴一覧から選択した過去の着信番号に対して、局線か

ら発信ができること。事案履歴情報は、過去の通報内容、出動情報等を、指令台上の

ディスプレイに表示できること。 

b 受付回線が自動的に計数表示できるほか、着信中回線が表示できること｡ 

c 119番回線にFAX通報が入った場合は、指定のFAXに接続し、FAX受信ができること。

また、受信内容を指令台上のディスプレイに表示し指令員が移動することなく出動指

令ができ、受信した履歴の表示・印刷等ができること。 

d 119番着信輻輳時の補助として、指令制御装置等に接続した複数台の補助電話機によ

る受付けを可能とし、着信・保留・転送・署所端末呼出が行なえること。 

e 119番回線に対して回線試験ができること。 

f 119番回線接続を定期的に監視し、回線異常時には通信盤面等に通知ができること。 

イ 指令回線処理 

(ｱ) 各席とも制御ができ、次の指令が行えること。 

a 一斉指令 

全ての指令回線へ、同時一斉指令ができること。 

b 群別指令 

事前に任意の群を編成し、対象の群に対して指令ができること。 

c 部別指令 

指令を必要とする際に、その都度任意に選択し編成した部に対して指令ができるこ

と。 

d 個別指令 

任意の端末に対して相互通話による指令ができること。 

e 追加指令 

二次出動等の際に、任意に肉声による指令ができること。 
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(ｲ) 一斉指令及び郡別指令時に任意の指令先を除外する機能を有すること。 

(ｳ) 指令回線と消防救急デジタル無線を同時に接続して指令ができること。 

(ｴ) 指令中の回線において、署所端末より指令台に対して緊急通報ができること。 

(ｵ) 各席のタッチパネル及び通信盤面において、おおむね次に掲げる指令回線の状態が確

認できること。また、送出レベルが確認できること。詳細は協議会と協議の上、決定する

こと。 

a 自席使用中 

b 他席使用中 

c 放送中 

d 異常 

e 応答 

f 確受 

(ｶ) 自動出動指定装置等との連動により指定予告音送出後該当署所に予告指令を自動的に

送出できること。 

 なお、予告指令に関する機能の詳細は、本章第 1‐2「自動出指定装置」2「機能仕様要

件」に示す。 

(ｷ) 自動出動指定装置と連動し、出動該当署所に対し指令放送の事前に出動トーン送出後、

指令放送が自動送出できること。 

 なお、出動指令に関する機能の詳細は、本章第 1‐2「自動出指定装置」2「機能仕様要

件」に示す。 

(ｸ) 指令台の各席より、重複しない署所に対し、同時に音声合成等による指令ができるこ

と。 

(ｹ) 通報者に対する「口頭指導」に対応できるよう、119番通報をいったん保留せず、通話

継続したまま指令ができること。 

(ｺ) 指令回線障害時は、無線回線によるバックアップ指令ができること。 

ウ 局線処理 

(ｱ) 発信、着信、転送及び保留が行え、それぞれの状態を指令台において確認ができるこ

と。 

(ｲ) 着信を可視及び可聴により確認できること。 

(ｳ) 保留時には、保留回線に対し保留音を送出できること。 

(ｴ) 発信は指令台の電話帳リスト、ワンタッチボタン、テンキーボタンから行えるととも

に、自動出動ディスプレイからも発信が可能であること。 

(ｵ) ワンタッチボタンの初期位置は、協議会と協議の上、決定すること。また、表示位置

のメンテナンスは、職員の手により行えること。 

(ｶ) 発信頻度の高い関係機関等を登録するワンタッチボタンは局線画面内に20個以上装備

すること。 

(ｷ) 転送回線において UUI転送に基づいた転送受信ができること。その際、転送元情報(発

信者番号及び携帯事業者名)が識別できること。 

エ 専用線処理 
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指令台に収容した特定の連絡先(警察･NEXCO等)の関係諸機関と通話ができ、それぞれの

状態を通信盤面にて確認ができること｡ 

オ 医療機関呼出 

(ｱ) 医療機関の呼出はタッチパネル若しくは、自動出動ディスプレイから容易な操作によ

り呼び出すことができること。 

(ｲ) 診療科目別に目的の医療機関を選択し、呼び出しができること。 

(ｳ) 呼び出し時にその医療機関の複数の電話番号(夜間等)がタッチパネル若しくは自動出

動ディスプレイにより確認ができること。 

カ 無線機制御 

消防救急デジタル無線設備と本システムとを接続し、指令台等にて次に示す機能を実現する

こと。 

(ｱ) 無線操作部 

a デジタル無線設備の操作及び状態を表示する指令台の操作部（以下、「無線操作部」

という。）と、受話音声を拡声するスピーカーを有すること。 

b 無線操作部は、無線波（活動波、主運用波及び統制波）を 20波以上収容できること。 

c 無線操作部は、無線波ごとに操作できること。 

(ｲ) 無線接続方式 

デジタル無線設備との接続は、OD及び LAN接続とし、【別紙 7】無線連携機能一覧に記

載の機能を実現すること。 

なお、その他実現可能な連携機能については提案及び構築時の協議によるものとする。 

(ｳ) 一斉音声通信機能 

a 移動局からの音声呼出しを無線操作部に着信表示すること。 

b 着信表示はランプ及び移動局名称を表示すること。 

c スピーカー拡声しているときは、移動局からの受話音声を拡声すること。 

d 無線操作部の操作で、着信中の無線波を接続し、受話できること。 

e 無線操作部の操作で、送信（プレス）信号をデジタル無線設備に送出し、送話でき

ること。 

f 無線操作部の操作で、終話（切断）信号をデジタル無線設備に送出し、無線波を切

断すること。 

g 無線操作部の操作で個別に無線波を接続し、移動局と一斉音声通信ができること。 

h 無線操作部の操作で、互いに干渉しない任意の複数の無線波を接続し、移動局と一

斉音声通信ができること。 

(ｴ) 通信統制機能 

a 通話モニタ 

(a) 無線操作部からの操作で、任意の無線波の通話をモニタできること。また、通話

モニタの音量を調整できること。 

(b) 無線操作部の操作で、通話のモニタを解除できること。 

b 通話モニタ表示機能 

移動局からの着信を無線操作部にランプ及び移動局名称を表示すること。 
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c 発信規制機能 

(a) 無線操作部の操作で、出動指令時に出動指令等規制中情報をデジタル無線設備に

送出できること。 

(b) 無線操作部の操作で、出動指令時に発信規制情報をデジタル無線設備に送出でき

ること。 

(c) 無線操作部の操作で、強制切断情報をデジタル無線設備に送出できること。 

(d) 無線操作部の操作で、出動指令等規制中、発信規制及び強制切断の解除情報をデ

ジタル無線設備に送出できること。 

(e) 発信規制情報は無線波ごとに設定及び解除できること。 

(ｵ) 公衆交換電話網（PSTN）接続通信機能 

a 指令台の操作で、公衆交換電話網（PSTN）を使用した一斉音声通信方式により指令

台と通信中の移動局が医療機関等と有無線接続ができること。 

b 有無線接続した指令台は、移動局・医療機関等と三者通話になること。 

c 指令台の操作で、移動局・医療機関等との通話を切断できること。 

(ｶ) 自営通信網接続通信機能 

a 指令台の操作で自営通信網を使用した一斉音声通信方式により、指令台と通信中の

移動局が職員等と有無線接続ができること。 

b 有無線接続した指令台は、移動局・職員等と三者通話になること。 

c 無線操作部の操作で、移動局・職員等との通話を切断できること。 

(ｷ) 県庁接続通信機能 

a 指令台の操作で、統制波を使用した一斉音声通信方式により、指令台と通信中の移

動局が、自営通信網又は公衆交換電話網（PSTN）を使用し、緊急消防援助隊の応援時

の消防応援活動調整本部と有無線接続ができること。 

b 有無線接続した指令台は、移動局及び消防応援活動調整本部と三者通話になること。 

c 無線操作部の操作で、他網接続中信号をデジタル無線設備に送出できること。 

d 無線操作部の操作で、他網接続中信号の解除をデジタル無線設備に送出できること。 

e 無線操作部の操作で、移動局及び消防応援活動調整本部との通話を切断できること。 

(ｸ) 基地局選択機能 

a 無線操作部の操作で、個別に基地局を選択できること。 

b 無線操作部の操作で、任意に複数の基地局を選択できること。また、選択された基

地局を無線操作部に表示すること。 

c 無線操作部の操作で、一斉に基地局を選択できること。また、基地局一斉の状態を

無線操作部に表示すること。 

d 無線操作部の操作で、基地局の自動選択又は手動選択を設定ができること。また、

選択の状態を無線操作部に表示すること。 

e 自動選択により、最後に交信した無線局を自動で選択できること。 

f 基地局の選択は、無線波ごとに設定できること。 

キ 119番通報転送受付 
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隣接消防本部から加入電話回線、光 IP回線等を経由して指令台に転送された 119番通報

に対して、受付、保留、保留再受付及び切断ができること。また、他台で通話モニタもでき

ること。 

ク 携帯電話等転送 

管轄内通報直接受信方式として受付し、管轄外通報であった場合は加入電話回線、光 IP

回線等を経由して管轄消防本部へ転送できること。また、他台で通話モニタ、通報者及び転

送先と三者通話、切断等ができること。 

ケ 他台モニタ 

(ｱ) 指令台、指揮台及び無線統制台間で相互にモニタ及び割込通話ができること。 

(ｲ) 通話中の指令台等に対して、他の複数の指令台、指揮台及び無線統制台で同時に通話

モニタできること。 

コ 内線連絡 

(ｱ) 内線の発信、着信及び保留ができること｡ 

(ｲ) 構内交換機と内線接続でき、受付及び転送ができること。 

(ｳ) 受付した内線は、保留及び保留再接続ができること。 

(ｴ) ワンタッチダイヤル、ダイヤル呼出通話及びリダイヤル機能等については、加入電話

回線機能に準ずること。 

サ 他台連絡 

他台の運用状況（受付通話状況・指令状況等）が他の複数の指令台、指揮台及び無線統制

台で相互に確認できること。 

他の台の運用状況が把握できること。また、各指令台の次の状態を表示できること。 

(ｱ) 119番通報受付中 

(ｲ) その他回線受付中 

(ｳ) 指令中 

(ｴ) 重要着信表示(火災、救急等) 

(ｵ) 他席モニタ中 

(ｶ) 他席割込中 

シ 三者通話 

(ｱ) 119番回線、内線、加入電話回線及び専用回線の通話に、三者通話及び割込通話ができ

ること。 

(ｲ) 119番通報の内容を他の指令台等で通話モニタできること。 

(ｳ) 他の指令台等は、必要に応じて通話モニタから割り込みができること。 

(3) 多言語対応機能 

ア 外国人等からの 119番通報に対応できること。 

イ 三者通話による外国語通訳サービスへの接続を前提とした 5ヶ国語でのサポート音声メ

ッセージを送出できること。 

なお、サポートする言語は次のとおりとする。 

(ｱ) 英語 

(ｲ) 中国語 
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(ｳ) 韓国語 

(ｴ) ベトナム語 

(ｵ) ポルトガル語 

ウ 通報者の言語が不明である場合は、全ての外国語によるメッセージを連続で送出できるこ

と。 

エ サポート音声メッセージは、各国語ごとに 10パターン以上の登録ができること。 

オ 協議会が指定する外国語通訳サービスに容易な操作で接続し、三者通話により外国人通報

者への対応ができること。 

(4) 録音 

ア 扱者の各種通話内容は、自動による録音ができ、手動での再生ができること。 

イ 録音時刻(月・日・時・分・秒)の同時録音ができること。 

ウ 回線を保留した場合は、録音を自動的に停止し、再受付で開始すること。 

エ 自動出動指定装置と連動し、事案記録から事案を指定して長時間録音装置の再生が行なえ

ること。また、時刻を指定することにより、該当の録音内容の再生が行えること。 

オ 各席より録音開始、録音停止の操作ができること。 

カ 各席で直近事案のメモ録音の再生ができること。 

キ 各種回線ごとに自動録音の設定ができること。 

ク メモ録音機能の録音記録は指令台上のディスプレイで再生が可能なこと。また、録音日時

分秒及び録音時間を表示すること。 

ケ メモ録音機能の操作は、全て通信盤面又は指令台で行えること。 

コ 録音装置の録音チャネルは、指令台の各音声扱者単位で個別に割当てられていること。 

(5) 放送 

ア 指令台より庁内放送及び各署所に指令トーンを含む放送ができること。各署所、時間帯毎

の放送系統は、あらかじめプログラム設定操作が可能なこと。 

イ 手動指令時はあらかじめ設定済みの放送系統を変更することが可能なこと。 

ウ 自動指令時は、自動出動指定装置と連動し、災害種別及び昼夜間による放送系統の自動制

御ができること。詳細は、協議会との協議による。 

(6) 警報表示 

装置障害時、可視及び可聴の信号で表示ができること。 

(7) 車両表示 

車両運用表示盤に対してタッチパネル若しくは指令台ディスプレイ等からの操作により、各

車両動態の表示ができること。 

(8) 映像通報対応機能 

ア 指令台上の画面を活用した、映像を用いた通報に対応ができること。 

イ 離席することなく操作できること。 

(9) 音声認識機能 

ア 指令員と通報者の発言内容を音声認識により自動的に文字表示し、指令台上の画面に表示

できること。 

イ 認識した発言内容の表示結果は、事案情報の入力に活用できること。 
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ウ 辞書登録等により、認識精度を向上する等の工夫がなされていること。 

(10) 輻輳機能 

ア 事案輻輳時は、1台の指令台に複数名が着座し、119番の受付～指令業務を独立して行え

る輻輳モードを有すること。 

イ 輻輳モード時においても指令書出力や、音声合成による音声指令など、自動指令機能に制

限等がないこと。 

ウ 119番通報受付中、指令制御装置又は非常用指令設備のいずれかが停止中など、いかなる

状況であっても行えること。ただし、119番通報受付操作中及び指令中の台は除く。 

エ 輻輳モードの切替は次のとおりとし、台ごとに実施できること。 

(ｱ) 通常モード  ：1人あたり 4画面を使用し受付を行う。 

(ｲ) 輻輳モード①  ：1人あたり 2画面を使用し受付を行う。 

(ｳ) 輻輳モード②  ：1人あたり 1画面を使用し受付を行う。 

オ 輻輳モードにおける画面レイアウトは、通常モードと同一レイアウトとすること。 

(11) 非常受付 

ア 指令制御装置障害時においても、本章第 1-7 非常用指令設備により運用を継続できるこ

と。 

イ 非常用指令設備での 119番受付の場合においても、自動出動指定装置・地図等検索装置・

支援情報表示装置・統合型位置情報通知装置と連動した自動指令が行えること。 

ウ 万が一の指令装置の障害により、その機能が停止した場合でも、最低限の 119番通報受付

が行えるよう、本章第 34 非常用受付装置を設置すること。 

(12) 着信表示灯 

ア 災害種別に応じた 4種類の表示が行え、受付中の災害種別が判別できること。 

イ 着信表示灯は、指令終了又は取消操作により消灯すること。 

ウ 通信盤面から手動でヘルプ点灯ができること。 

3 構造仕様要件 

(1) 指令業務が、迅速に運用できるよう整然と配置されたものであること。  

(2) 将来の拡充にも応じられるよう配慮すること。  

(3) 必要に応じて同時に 4名以上が相互に影響なく操作できる構造とすること。  

(4) タッチパネル及び通信盤面は、指令員の利き手や作業スペースの確保を考慮し、レイアウト

フリーな可動型とすること。 

(5) 運用モードにより、使用しないタッチパネル、通信盤面、キーボード及びマウス等は、操作

の妨げにならないよう整理できること。 

(6) 1セットのマウス・キーボードにて単独操作ができ、マウス・キーボードを替えることなく

指令台搭載の各端末装置(自動出動指定装置、地図等検索装置等)のディスプレイ操作ができる

こと。また、本操作は、台モード切替に連動し、自動的に設定を切り替えることができること。 

(7) 共同運用に係る消防本部が保有する消防救急デジタル無線の全チャネルを離席することな

く操作できること。 

(8) 筆記面には透明なアクリル板等を設置し紙のメモを挟み込め、フラットな構造とすること。 
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(9) 共同指令センター内仮眠室等に職員招集用ベル装置(警告灯を含む。)を、必要数設置し、本

装置から招集ベル用の呼出ボタンで呼び出し操作が行えること。 

なお、設置箇所は仮眠室、事務室、食堂、トイレ、シャワー室等の指令員が使用する主要な

部屋を想定するが、設置箇所及び代替手法(携帯用呼び出し装置等)含めて、詳細は提案及び協

議により、決定すること。 

(10) 通信指令室内の様子を把握するため、通信指令室内の映像及び音声を、本章第 3-6 センタ

ー事務室用ディスプレイでモニタできること。 

(11) 着信表示灯は、4色とし、指令台 1台につき 1式 2台設置すること。 

 

第1-2 自動出動指定装置 

1 概要 

本装置は、各種指令装置、指揮台、無線統制台、表示盤等と接続し、119番通報受付から事案

終了までの一連の操作(出動隊の自動編成、自動指令、災害・救急事案の管理等)を一部自動化す

るものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 基本操作 

ア 文字情報の入力についてはキーボード及びソフトキーボード両方に対応できること。 

イ 主要機能については、キーボードのファンクションキー等での機能呼出が行えること。 

(2) 事案開始処理 

ア 119番通報の受付を行うことで、災害事案処理を開始できること。 

イ 119番通報以外でも災害発生が通報された場合の災害事案処理を開始できること。 

ウ 進行中事案は、件数制限なく同時事案処理が可能で、どの席からでも事案処理ができるこ

と。 

エ 119番通報受付と同時に覚知別種別が自動設定されること。手動にて事案処理を開始した

際には、覚知別種別を手動入力できること。 

オ 119番通報の受付時に、ナンバーディスプレイや強制取得により、取得した電話番号を通

報者電話番号欄に反映できること。 

カ UUI情報と共に他消防本部より 119番通報が転送された場合は、UUI情報の電話番号を取

り込むことができること。 

キ 災害事案処理中に 119番通報を受付けた場合、処理中の事案を保留・蓄積でき、必要に応

じて再表示して事案処理が開始できること。 

(3) 災害種別及び災害区分決定処理 

ア 災害種別・区分・規模の決定は、自動出動指定装置で行えること。 

イ 災害区分については次の種別、区分数を基本として、操作上支障がない種別、区分で調整

すること。 

(ｱ) 災害種別  ：6以上とすること。(詳細は、協議による。) 

(ｲ) 災害区分  ：20以上とすること。(詳細は、協議による。) 

(ｳ) 災害規模  ：3以上とすること。(詳細は、協議による。) 

ウ 種別・区分・規模の変更は、出動指令を行うまでの間、容易に変更できること。 
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エ 特殊な目標物等が災害地点として決定された場合は、自動的に災害区分を変更できること。 

オ 災害区分により初動災害規模を設定できること。 

(4) 災害地点決定処理 

災害発生場所(地点)の決定を住所の町丁目(行政区含む)、対象物、世帯主名、電話番号、地

図等検索装置からの災害地点情報逆送信等の入力によりできること。また、災害地点が特定で

きない場合、他台に支援を要請できること。 

なお、災害地点を決定することにより、管轄消防本部を自動的に設定することができること。 

ア 共通検索 

(ｱ) 住所、目標物、防火対象物等の種類を問わず、読み仮名及び漢字名称の頭文字、中間

文字による検索により、一覧表示できること。 

(ｲ) 検索の対象は、おおむね次のとおりとする。 

a 住所   ： 名称、フリガナ 

b 目標物  ： 名称、フリガナ、電話番号 

c 防火対象物： 名称、フリガナ、電話番号 

(ｳ) 検索条件を複数入力することにより、住所、目標物等の種類を問わず、複合条件によ

り一致する結果を一覧表示できること。 

(ｴ) 検索結果は、住所、目標物等の種類を混在した一覧を表示すること。 

(ｵ) 表示内容には、住所、目標物等の種類別表示が行えること。 

(ｶ) 種類を選択することにより種類ごとの一覧を表示できること。 

(ｷ) 検索した結果がない場合は、近隣住所を表示し、注意喚起を行うこと。 

(ｸ) 検索した結果に同一番地がある場合は、注意喚起を行うこと。 

イ 住所検索 

(ｱ) 町名等一覧画面から、町丁目、番地、号、枝番、行政区等を入力して災害地点を決定

できること。町丁目等は、地域ごとの表示ができること。 

(ｲ) 住所検索で市町村、町名、丁目等は選択のやり直し等の操作性を考慮し、同一画面に

表示し、各市町村、町名を選択することにより絞込み表示できること。 

(ｳ) 検索結果付近の地図が地図用ディスプレイに表示されること。 

(ｴ) 番地入力画面には、当該丁目に該当する世帯主名、対象物等が一覧表示でき、番地・

号などを入力することにより、順次絞り込み表示又は入力結果に対して一覧表示ができる

こと。 

(ｵ) 町名・町丁目等の表示については、「カナ順」の並び替えができること。 

(ｶ) 町名・町丁目等の地域(電話局等)検索、管轄消防本部検索、カナ検索等ができること。 

(ｷ) 町名・町丁目等の表示は、漢字表示だけでなくカナ表示も併記できること。 

(ｸ) 同一世帯などが複数存在する場合は、識別できるよう同番地データを対象物・世帯主

の順にカナ順で一覧表示又はタブ切替などで対象物・世帯主を別々に表示できること。 

(ｹ) 一覧表示されたデータを確定（決定）しなくても、付近の地図を確認できるように、

地図座標のみ地図等検索装置に送信できること。 

ウ 目標物検索 
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(ｱ) 目標物分類を一覧表示し、選択した分類に応じた当該電話局管内の該当する目標物リ

ストを表示できること。 

(ｲ) 地図等検索装置と連動し、目標物を決定した場合は、地図用ディスプレイに該当する

目標物を中心とした住宅地図に災害地点マークを重ね合わせて自動表示できること。 

(ｳ) 管内全域、電話局管内、町丁目、管轄消防本部等の各範囲に絞り込んだ目標物から検

索できること。 

(ｴ) 複数の目標物を入力し、災害地点候補エリアの絞込みができること。また、そのエリ

アを地図上で容易に判別できること。 

(ｵ) 指令台上のディスプレイにて目標物の詳細情報を表示できること。 

エ 名称検索 

(ｱ) 検索結果を選択することにより地図用ディスプレイに該当するデータを含む地図を表

示できること。 

(ｲ) 町名まで判明した場合には、その町内まで絞ったデータから検索できること。 

(ｳ) 名称表示は自動出動ディスプレイ内に対象物、世帯主の選択表示部を設定し、各々絞

り込みのカナ及び漢字文字検索ができること。 

(ｴ) 各検索データは、一覧表示できること。 

(ｵ) 指令台上のディスプレイにて表示された検索項目の対象物の詳細情報、世帯主詳細情

報がそれぞれ表示できること。 

(ｶ) 絞り込み機能により大分類、中分類の各々に該当するデータを一覧表示できること。 

(ｷ) 1つの名称に対して複数種類の分類が登録できること。 

オ 高速道路キロポスト検索 

高速道路情報として登録された、上・下線情報、キロポスト情報等から、該当地点を表示

し、地点確定ができること。 

カ 任意画像地点検索 

高速道路、路線図、バス系統図等任意の画像を指令台画面に取り込み表示できること。ま

た、決定操作により災害地点決定ができ、画像の該当箇所を地図等検索装置に表示すること

ができること。 

キ 地図等検索装置からの逆検索機能 

災害発生地点が地図等検索装置により判明した場合、地図等検索装置から災害地点を自動

出動指定装置に逆送信し、自動出動ディスプレイに該当する災害地点等を自動表示できるこ

と。 

なお、本操作は地図等検索装置からの操作とし、自動出動指定装置の全ての検索画面にお

いて逆検索を受付けることができること。 

ク 指令台との連動 

(ｱ) 指令台と連動し、タッチパネル若しくは指令台上のディスプレイから 119番回線や加

入回線などに対して通話受付、切断の処理ができること。また、119番回線の場合は、切

断された通報に対してコールバック操作ができること。 

(ｲ) 統計切断ボタンにより通報種別毎の集計処理ができること。 

ケ 発信地照会(統合型位置情報通知装置との連動) 
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(ｱ) 統合型位置情報通知と連動して災害地点を決定できること。また、統合型位置情報通

知装置との連動実施状態を自動出動ディスプレイ上にて確認できること。 

(ｲ) 照会した通報者電話番号に、クリック操作によりオートダイヤルがかけられること。 

(ｳ) 非常用指令設備での 119番回線受付や他席受付でも、統合型位置情報通知装置と連動

できること。 

(ｴ) NTT固定電話及び IP電話からの 119番通報の場合、災害地点のヒット率が向上する仕

組みを有すること。また、近似データである場合は、その旨を警告表示すること。 

(ｵ) 携帯電話からの 119番通報の場合、地図用ディスプレイにアンテナ測位及び GPS測位

により誤差の範囲を示した地図とその精度情報を表示し、地図等検索装置からの逆検索機

能により地点決定が行えること。 

(ｶ) 管轄外からの 119番通報の場合は、タッチパネル若しくは指令台上のディスプレイに

管轄候補消防局・本部を表示し、容易な操作で選択消防局・本部へ転送処理が行えること。 

コ 目標物機能 

(ｱ) 災害地点決定後、指令台上のディスプレイに代表となる目標物等を表示し、同時に災

害地点に対しての方角等を表示できること。 

(ｲ) 指令時には、音声合成指令及び出動指令書に対しても自動的に反映できること。 

(ｳ) 地図等検索装置上で任意に目標物を指定できること。 

サ 追記文字入力 

災害住所や災害対象物については補足したい情報を自由に文字入力でき、指令時に指令書

の印字、車載端末装置へ送信ができること。 

シ 属性情報 

(ｱ) 市町村、町名、丁目に設定された地域特有の属性情報(行政区含む。)を地点決定時に

指令台上のディスプレイに表示できること。 

(ｲ) 対象物に設定された対象物特有の属性情報を地点決定時に指令台上のディスプレイに

表示できること。 

(5) 同報判定 

ア 事案開始時に、他の処理中事案と同報の可能性がある場合は、災害地点入力時、災害区分

入力時で同報判定を行うと同時に、可視にて同報事案である可能性について注意喚起できる

こと。 

イ 同報の判定基準は、以下の設定の組み合わせができること。 

(ｱ) 受付時間の間隔で判断 

(ｲ) 災害地点間距離で判断 

(ｳ) 地区、住所の近似で判断(市町村、大字、小字)又は災害点が同一町丁目の住所で判断  

(ｴ) 災害種別で判断 

(ｵ) グループ化された災害種別 

ウ 同報の可能性がある事案の一覧は、指令台上のディスプレイに事案の詳細情報とともに表

示できること。 

(6) 出動隊の編成 

ア 出動隊の編成処理 
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(ｱ) 災害地点、災害種別、及び災害区分の決定に基づいて、それに対応する各消防本部の

出動計画に基づいた出動隊の編成ができるほか、特命隊編成もできること。 

(ｲ) 出動計画は、昼夜の時間帯や地域の特性等により使用する出動計画の切替えができる

こと。 

(ｳ) 出動車両運用管理装置と連動し、車両の現在位置から災害地点までの距離又は到着予

想時間を比較することにより、災害地点の直近車両を出動隊として自動で編成できること。

また、出動車両運用管理装置の停止時は、署所及び停止直前の車両位置を利用して災害地

点の直近車両の出動隊として自動で編成できること。 

(ｴ) 出動計画は、車両指定による計画、車種指定(直近を含む)による計画及びその両者が

混在した計画を設定できること。 

(ｵ) 車種指定による出動計画の場合、出動車両運用管理装置と連動し、災害地点から車両

までの距離又は到着予想時間を比較することにより、災害地点の直近計算車両を選定でき

ること。また、災害地点を管轄する署所を選別対象として絞込できること。 

(ｶ) 高速道路等における災害の場合、入路を考慮した出動計画の設定及び車両の現在位置

から入路を経由したまでの距離及び到着予想時間を計算できること。 

(ｷ) 車幅を考慮した経路探索ができること。 

(ｸ) 通行止め等の届出情報を考慮した経路検索ができること。 

(ｹ) 経路検索においても、警防計画を優先した隊編成ができること。もしくは、警防計画

に基づく固定車両と車種を指定した直近車両の選別ができること。 

(ｺ) 車種ごとに直近隊編成と警防計画編成の混在ができること。 

(ｻ) 混在した車種から直近車両を選別できること。 

(ｼ) 災害規模の入力操作を行わない時は、常時第１出動体制で自動的に編成できること。 

(ｽ) 特殊災害時に対応するため、災害区分により出動規模を自動的に変更して車両編成が

行えること。 

(ｾ) 他の指令台にて選別中(選別拘束)、他の災害事案に出動し事案登録されている(事案登

録)及び兼務車両が他の指令台で選別中(兼務拘束)である場合は、車両選別対象から除外

できること。 

(ｿ) 災害地点の管轄本部内に限定した車種直近選別が可能であり、指令センター管轄全車

両を対象とした直近選別も行えること。 

(ﾀ) 各消防本部管轄の境界付近の特定地域については、特定の災害種別(区分)を各市混在

の出動隊編成に対応できること。また、応援市側車両台数の限定等の細分パターンにも対

応できること。詳細は協議会との協議により決定する。 

イ 出動隊確認処理 

(ｱ) 管轄消防本部の出動済及び出動予定の隊又は車両を表示できること。 

a 出動規模(次数) 

b 編成車両名及び車両動態 

c 繰上隊車両名 

d 選別車両の現在位置から災害地点までの車両選別時の予想距離 

e 災害地点までの所要時間 
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f 任務分担 

(ｲ) 全消防本部の隊表示が必要な時は、操作により全消防本部の隊又は車両を表示できる

こと。 

ウ 出動隊の変更 

(ｱ) 車両任意変更 

a 出動隊編成確認画面上で、出動予定車両を変更する場合は、容易な操作で出動隊の

追加、削除、乗り換えなどの操作ができること。 

b 車両の任意追加が行えるよう、予備車両を表示し、さらに車種ごとにわかりやすく

経路検索の近い順に表示すること。 

(ｲ) 車種別任意車両追加 

出動隊編成確認画面上で、出動車両を追加する場合は、車種ごとに車を抽出して一覧表

示し、容易に出動車両を追加できること。もしくは、車種を選択することで直近車両を自

動的に選別する機能を具備すること。 

(ｳ) 署所別任意車両追加 

出動隊編成確認画面上で、出動車両を追加する場合は署所ごとに車を抽出して一覧表示

し、容易に出動車両を追加できること。 

(ｴ) 一括編成解除 

編成車両を一括で編成解除できること。 

(ｵ) 出動車両事案取込 

a 署所の判断若しくは出向中車両の判断で、出動指令車両以外が出動した場合は、当

該車両を事案に手動にて登録できること。 

b 指令より一定時間内に車両運用端末装置、署所端末、自動出動指定装置のいずれか

から出動登録が行われた場合には、自動的に災害事案に登録できること。 

c 進行中事案が複数ある場合、事案を選択して登録できること。 

d 車載端末側から事案を指定することにより進行中事案が複数あっても自動的に災害

事案に登録できること。 

エ 災害内容の変更 

警戒出動後、火災と判明した場合などでは、災害種別を変更することで既に出動している

隊を減じた隊編成ができること。 

オ PA連携 

救急事案において、救急車が規定時間以上かかって現場に到着する場合や災害場所が搬送

困難な場合には、ポンプ車などの連携車両を隊編成に追加できること。 

カ AA連携 

出動隊編成確認画面上で、編成可能な救急車両を抽出して一覧表示し、容易に出動車両を

追加できること。 

キ ゼロ隊運用 

管轄内全隊が他事案で出動中であり、人員を考慮しても管轄内で隊編成ができない場合は、

隣接消防本部からの出動を可能とし、事案に沿った隊を編成できること。 

ク 出動強化 
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(ｱ) 出動強化宣言を行うことにより、自動的に部隊強化(追加)することができること。詳

細は、協議会と協議の上、決定すること。 

(ｲ) 消防本部単位で設定ができること。 

ケ 応援要請 

災害地点の管轄消防本部に必要な車両が存在しない、もしくは、必要な車両が出動中等を

理由に管轄外消防本部の車両に出動要請を行う場合、出動隊編成画面で簡易に応援要請が実

施できること。 

コ 救急隊編成 

救急車を編成した場合は、全救急車を災害点から近い順に表示し、到着予想時間等を一覧

表示できること。 

サ 編成不足車両表示 

乗車隊の不足等で警防計画編成が予定数に満たない場合は、不足車種と不足台数を編成表

示欄に表示する等、編成車両が不足していることの注意喚起を行えること。 

シ 連絡先自動編成 

災害内容に基づき、電話やEメール連絡が必要な消防団及び関係機関を自動編成できるこ

と。また、編成内容の追加や削除等の変更ができること。 

(7) 予告指令 

ア 指令トーンを含めた音声合成による予告指令を送出できること。 

イ 災害種別決定時から出動指令前までの間に、任意のタイミングで予告指令ができること。

また、出動指令送出までの間に予告指令の再送、予告指令の取り消し放送を行うことができ

るものとする。 

ウ おおむね次のタイミングで自動予告指令ができ、受付中の画面で進捗状況を確認できるこ

と。詳細は、協議会との協議の上、決定すること。 

(ｱ) 災害区分決定時 

(ｲ) 災害住所決定時 

(ｳ) 初期車両選別時 

エ 予告指令の指令文言の内容は、災害種別、災害区分、住所、管内(管轄消防本部、出動署

所)、出動隊名称等を送出できること。詳細は協議の上、決定すること。 

オ 予告指令の送出先は、消防本部を超えて指令センター管轄内に任意に送出できること。  

カ 予告指令後、事案がキャンセルされた場合は、予告のキャンセル放送ができること。 

キ 予告指令放送中に出動指令を開始した際には、予告指令を中断して出動指令を優先し自動

又は手動で送出できること。 

(8) 出動指令 

ア 事案受付処理によって指令をかけた場合、該当する署所の指令回線を自動選択し、指令ト

－ン及び音声合成装置による音声指令が行えると共に、出動場所、災害地点付近情報、水利

情報等を記載した出動指令書を出動該当署所に自動伝送できること。 

イ 出動指令の内容、指令トーンの音色等は、協議会との協議による。 

ウ 出動指令は、音声合成装置の合成音声で自動的に送出できること。また、肉声による割込

ができること。 
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エ 音声合成指令のほか、肉声による指令放送が行えること。 

オ 出動指令後、事案がキャンセルされた場合は、指令のキャンセル放送ができること。 

カ 車両が選択されていない状態で指令をかけた場合には、警告メッセージを表示できること。 

キ 出動隊の全部又は一部が業務出向している場合は、音声合成による指令を消防救急デジタ

ル無線へ送出できること。 

ク 災害種別に応じて、各装置と連動することにより指令時に次の処理ができること。 

(ｱ) 事案の確定 

(ｲ) 出動及び通知署所に対して指令情報の送出 

(ｳ) 車両運用端末装置へ指令情報の送出 

(ｴ) 指令制御装置及び車両運用表示盤の出動車両へ指令の指示 

(ｵ) 消防職員や消防団員等への順次指令 

(ｶ) 消防職員や消防団員等への Eメール指令 

(ｷ) 市民向け災害状況案内メール 

(ｸ) 災害案内ホームページへの災害状況案内の内容変更 

ケ 災害種別により、出動指令を消防救急デジタル無線に同報で送出できること。また、手動

により、同報での送出を解除できること。 

コ 一般的な救急要請時においては、災害地点決定後、容易な操作にて指令処理(災害種別・

区分決定、同報判定、直近による車両選別、予告指令、出動指令まで)が処理できること。 

サ 本指令後に車両入替などにより再指令が必要な際、指令を行う車両を選択後、本指令・AVM

指令・出動指令書出力が同時に行なえること。 

シ 指令が行われた車載端末が確実に指令を受信したことを把握するために、車両名称横に指

令受信有無表示できること。 

ス 本指令の指令文言の内容は、災害種別、災害区分、住所(行政区含む。)、管内(管轄消防

本部、出動署所)、出動隊名称等を送出できること。詳細は協議の上、決定すること。 

セ 音声合成装置で発声する本指令の内容を文字列情報として表示できること。 

(9) 事案管理 

ア 事案確定の際には、事案番号(災害事案番号、救急事案番号)が各消防本部ごとに自動的に

採番され、災害事案又は救急事案が生成できること。 

イ 受付処理事案を集中管理し各席に一覧表示ができ、事案を選択することで受付処理事案を

引継ぐ事ができること。 

ウ 直前・直後の事案に切替表示できること。 

エ 出動指令により出動した車両の活動状況及び動態情報を一括管理できること。また、出動

車両運用管理装置、署所端末等と連動し、各出動車両の活動時刻を管理できること。 

オ 出動指令後、災害地点の変更を行った場合、変更後の情報を出動した車両の車両運用端末

装置に送信できること。 

カ 活動状況及び動態情報は、各 10種類程度の時刻を管理できること。内容はおおむね次の

とおりとし、詳細は協議会との協議とする。 

(ｱ) 災害事案 

出動、現着、開始、完了、引揚、帰署、記録等 
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(ｲ) 救急事案 

出動、現着、収容、現発、病着、病発、引揚、帰署、記録等 

キ 事案詳細情報として、次の内容を管理できること。 

(ｱ) 指令員(氏名)及び通報者(氏名、性別、電話番号等)の情報 

複数件の登録ができること。また、発信地照会結果から自動又は手動で登録できること。 

(ｲ) 通報内容 

(ｳ) 事案確定時の気象情報(風向、平均風速、最大風速、気温、気圧、湿度、警報注意報) 

なお、気象情報は、災害点の管轄で採用する観測地点の情報とすること。 

(ｴ) 電話連絡履歴(関係機関名、時刻、連絡先扱者名及び消防側扱者名) 

ク 災害事案詳細情報として、次の内容を管理できること。 

(ｱ) 事案経過 

(ｲ) 出動車両活動状況 

(ｳ) 災害詳細情報(文字、選択式、日時、数値等の入力ができる自由項目) 

ケ 救急事案詳細情報として、次の内容を管理できること。 

(ｱ) 出動車両活動状況 

(ｲ) 事故種別 

(ｳ) 搬送者情報(搬送者名、年齢、性別、搬送先医療機関、交渉回数、傷病程度) 

(ｴ) 搬送者一覧 

(ｵ) 搬送者口頭指導情報(心肺停止情報、応急処置者、心肺蘇生法等の口頭指導の有無等と

し、詳細は協議による。) 

コ 事案経過時刻管理 

事案経過は車種毎又は災害種別ごとに異なった動態名を設定できること。また、災害種別

ごとに以下の事案経過が設定でき、時刻が入力されたタイミングで自動的に署所へ放送を流

し、災害状況等自動案内装置にも自動的に録音ができること。もしくは、時刻入力後、手動

で署所へ音声合成による放送を流し、音声合成装置に自動的に録音ができること。 

(ｱ) 火災：鎮圧時刻、鎮火時刻 

(ｲ) 救助：要救助者発見、救出完了 

サ 覚知・指令時刻管理 

本指令後、災害規模を変更し再指令を行った場合、災害規模ごとに覚知時刻、または、指

令時刻が管理できること。また、規模ごとに管理された時刻は表示・修正できること。 

シ 所要時間管理 

活動車両毎の以下の所要時間又は各活動状況(現着や現発)の登録時刻が表示できること。 

(ｱ) 覚知～現着 

(ｲ) 現着～現発 

(ｳ) 現発～病着 

(ｴ) 病着～引揚 

(ｵ) 覚知～病着 

(ｶ) 覚知～帰署 等 
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ス 警防作戦室立ち上げ時は、風水害、地震などの事案に対応するために、車両選別を伴わな

い事案を生成し、各消防本部に引き継ぎできること。 

セ 風水害、地震などの事案の場合は、未指令事案情報を各市の作戦室に設置された本章第

21 災害情報共有システム及び本章第 26 作戦室設備にて閲覧できること。 

(10) 事案管制 

ア 災害状況画面 

(ｱ) 災害状況画面に、指令後の受付情報等を表示できること。詳細は、協議会と協議の上

決定すること。 

(ｲ) 複数の扱者が自動出動ディスプレイから同一事案に対して修正することができ、同時

に修正しても支障がない様に各席の自動出動ディスプレイの内容は常に最新の状態を保

つこと。 

イ 通報者情報 

(ｱ) 通報者情報として、通報者の氏名、住所、電話番号、性別等を表示できること。 

(ｲ) 通報者は複数件登録でき、各々の電話番号にオートダイヤルがかけられること。 

(ｳ) 発信地照会事案については、氏名、住所、電話番号等の加入者情報を容易に表示でき

ること。 

ウ 傷病者情報 

(ｱ) 傷病者情報として、搬送者の氏名、性別、傷病程度等を表示できること。詳細は、協

議会との協議の上、決定すること。 

(ｲ) 年齢については直接入力に対応できること。 

エ 口頭指導情報 

(ｱ) 以下の情報を表示、入力できること。詳細は、協議会との協議の上、決定すること。 

a 口頭指導開始時刻 

b 口頭指導終了時刻 

c 口頭指導内容 

d 口頭指導実施者 

オ 出動報告及び統計業務処理 

登録された傷病者情報等は消防 OAシステムとの連動による事案転送機能により、出動報

告書作成や統計業務処理に反映できること。詳細は、協議会と協議の上、決定すること。 

カ 関係機関連絡 

(ｱ) Eメールによる自動連絡 

a 災害地点、災害情報(災害種別・区分)により関係機関(消防団、警察等)へ順次指令

装置からの Eメール指令による連絡を自動的に行うことができること。 

b 連絡する関係機関は昼間と夜間など時間帯で登録できること。 

(ｲ) マニュアル連絡 

a 災害区分、災害地点に応じた連絡先の一覧を表示又は市区町村単位の連絡先を表示

できること。 

b 上記一覧で関係機関への連絡状況が確認できること。 

キ 災害メモ 
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(ｱ) 災害種別ごとにあらかじめ登録した定型語句等を挿入できること。。 

(ｲ) メモ情報を保持できること。 

ク 病院交渉管理 

救急車両の病院交渉状況を入力、管理できること。入力については車両運用端末装置から

行うこともできること。 

ケ 過去通報者情報 

災害地点住所、通報者番号等により、過去通報者情報に係る詳細情報等表示でき、その旨

を注意喚起できること。 

コ 災害周辺情報抽出 

(ｱ) 災害地点を中心とする任意の半径内の危険物取扱所、貯蔵所及び毒劇物を扱う施設、

独居老人など災害に対する要援護者(緊急通報登録者情報を含む。)等、消防活動に必要な

消火栓、貯水槽などの水利に関する情報を自動的に抽出し、画面に直近順に表示できるこ

と。また、災害地点付近の届出情報有無の表示ができること。 

(ｲ) 抽出条件は任意に変更ができ、再検索が可能なこと。 

(ｳ) 一覧表示には、災害地点からの距離と方角が表示されること。 

(ｴ) 抽出したデータをクリックすることにより、施設や要援護者等の詳細な支援データを

表示できること。 

サ 事案抽出 

災害問い合わせ対応として、受付・覚知･指令日時期間指定、事案番号、災害種別、覚知

別、災害地点住所、搬送先医療機関名、傷病者氏名、傷病者住所、傷病者電話番号、出動署

所名、出動車両名等の条件を指定することで過去事案の検索・一覧表示ができること。指定

する条件項目の詳細は、協議会と協議の上、決定すること。また、事案内容の修正ができる

こと。 

シ 事案保留機能 

災害が多発した場合に 119番通報の受付を優先させるため、一旦受付中の事案を保留でき

ること。 

(ｱ) 災害事案処理を中断し保留できること。 

(ｲ) 保留した災害事案は自動出動ディスプレイに災害事案一覧として表示され、保留事案

については事案状態表示部分を「保留中」と表示する。また、他の扱者席にも一覧表示さ

れ、選択することにより保留事案を再開できること。 

ス 鎮火案内 

災害状況画面に鎮火時刻が入力されると､音声合成装置と連動して災害状況等自動案内装

置に対して鎮火案内を録音できること。 

(11) 事案終了処理 

ア 「事案終了」ボタンの押下、若しくは出動車両が全車帰署することにより当該事案を終了

し、出動該当署所に事案終了書として出力でき、一定時間経過後に自動的に災害状況等自動

案内を通常案内に切替できること。 

イ 「事案終了」や「事案破棄」処理の際、誤操作を防止するための確認機能を備えること。 



 

43 

 

ウ 災害状況自動案内を自動的に通常案内に切替えるタイミングは任意の時間設定ができる

こと。 

(12) 車両情報管理 

ア 車両運用状況を基に消防本部毎の車両情報を管理できること。管理項目はおおむね次のと

おりとし、詳細は協議会と協議の上決定すること。 

(ｱ) 出動 

(ｲ) 途引 

(ｳ) 現着 

(ｴ) 収容 

(ｵ) 開始(現発) 

(ｶ) 転着・転発 

(ｷ) 完了(病着)  

(ｸ) 引揚(病発)  

(ｹ) 帰署 

(ｺ) 出向 

(ｻ) 整備 

(ｼ) 不可 

イ 以下の車両設定を行えること。 

(ｱ) 代車設定 

(ｲ) 配置転換設定 

(ｳ) 立寄設定又は移動待機 

ウ 以下の表示が行えること。 

(ｱ) 本部・署所名 

(ｲ) 車両名 

(ｳ) 代車状態 

エ 車両一覧表示 

全車両の最新の車両状況を消防本部ごとに一覧表示できること。 

オ 選択した車両の車両位置を地図検索装置に表示できること。 

カ 車両の詳細情報として、動態、車両の状況等が表示できること。詳細は協議会と協議の上

決定すること。 

キ 各車両の車両動態、車両運用の登録の履歴が一覧表示できること。 

(13) 支援情報検索処理 

ア 危険物施設、災害時要援護者、水利、関係機関等に関する管内の各種支援情報は容易な操

作により表示できること｡ 

イ 次の支援情報検索機能が活用できること。 

(ｱ) 関係機関情報検索 

災害発生に対応して連絡する必要のある関係機関先名及び連絡先電話番号を一覧表示

でき、自動出動ディスプレイから画面操作により発信できること。 

(ｲ) 医療機関情報検索 
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診療可否、科目等の医療機関情報設定入力及び検索機能により一覧表示でき、自動出動

ディスプレイから画面操作により発信できること。 

なお、医療機関情報はおおむね次のとおりとし、詳細は協議会と協議の上決定すること。 

a 医療機関名 

b 連絡先 

c 所在地 

d 診療科目 

e 診療可否 

f 手術可否 

g 情報入力時刻 等 

(ｳ) 近隣医療機関情報検索 

災害地点から直近順に指定した診療科目、地区毎の医療機関の一覧を表示できること。

また、カナ順による並べ替えができること。 

(ｴ) 対象物検索 

a 災害地点付近の要注意対象物(危険物施設、高圧ガス施設等)及び主要対象物(所在地、

種別、構造等)の情報を検索して一覧表示でき、自動出動ディスプレイ等での操作によ

り当該施設の管理者等に電話発信できること。 

b 表示された対象物名称の選択操作により、警防計画や建物平面図等の情報を表示で

きること。 

(ｵ) 緊急通報システム登録者情報検索 

関係市町の緊急通報システムからの通報時に、通報者の登録番号の情報に基づき、容易

な操作で通報者の登録情報を表示することができること。詳細は協議会と協議の上、決定

すること。 

(14) 表示盤制御 

ア 次の表示盤制御が行えること。 

(ｱ) 車両設定 

車両運用状況を基に、表示盤への情報表示制御ができること。 

(ｲ) 支援情報表示盤制御 

支援情報表示盤の各表示項目の設定入力ができ、表示盤への情報表示制御ができること。 

(ｳ) 表示画像切替制御 

a 多目的情報表示装置に表示する表示盤画像(車両、支援情報など)の選択、画面切り

替え等の表示制御ができること。 

b 各表示設定や受付操作に合わせて、適切な表示盤画面に自動的に切替える機能を持

つこと。 

c 各席に独立して運用できること。 

(15) 統計処理 

ア 確定した事案を災害種別(火災、救急、救助及びその他)ごと及び各消防本部ごとに分類し、

分類ごとに集計できること。 

また、各消防本部の合計を共同指令センターの扱い件数として集計できること。 
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イ 回線種別(固定電話、IP電話及び携帯電話)ごとに回線切断(複数種類)で集計した統計デ

ータを管理し、年月日で検索できること。また、統計データは件数を修正でき、日計、月計、

年計の統計資料として作成できること。 

ウ 携帯電話を転送した転送先の消防本部を集計した統計データを管理し、年月日及び消防本

部で検索できること。また、統計データは件数を修正でき、日計、月計、年計の統計資料と

して作成できること。 

エ 指令台により、強制取得された発番号の取得履歴を保存できること。 

オ 保存された取得履歴をもとに、回線種別ごとに照会期間を指定して通報区分(救急、火災、

その他、試験等)ごとの件数検索、帳票出力ができること。 

カ 電話会社ごとの発信者の情報(日時、会社名、電話番号、緯度、経度、住所、受信サーバ、

強制取得等)を分類し、月ごとの帳票出力ができること。（119番緊急通報に係る位置情報通

知システム導入等に関するマニュアルによること。） 

キ 統計に使用するデータは、1年以上保持できること。また、消防本部ごとに CSV等の汎用

データ形式で出力することができること。 

ク 集計した統計データは、印刷できること。 

(16) 操作訓練機能 

ア 指令台の操作訓練用として、119番通報受付から事案終了までの一連の運用訓練ができる

こと。指令台と接続される外部への影響のない連携装置の運用訓練も行えること。 

この場合、出動指令がかからないように配慮されていること。 

イ 操作中に 119番事案を受けた場合は、いかなる状態であっても自動的に当該状態を終了し、

通常の受付状態となること。 

ウ 訓練モードは、以下の設定が可能であること。 

(ｱ) 操作員の習熟を目的とし、地図等検索装置・支援情報表示装置以外は一切連携しない

モード。（本操作を実施しても事案処理集計・車両動態などに影響を与えないこと） 

(ｲ) 指令訓練のため、車両運用も含め、実際に訓練指令をかけられるモード。 

(17) 人員管理・職員資格管理システム機能 ※詳細は提案による 

ア 署所に所属し出動指令に応対する職員の勤務情報及び資格情報を管理し、乗換運用、PA

連携、AA連携等に対応した隊編成を行えること。 

イ 署所に設置されている、指令系 NWに接続された端末(情報共有システム端末等)から、以

下の機能が操作できること。 

(ｱ) 資格情報管理機能 

a 登録可能な資格情報(救急救命士等)の追加・変更・削除が容易にできること。 

b システム管理者権限を有する職員のみが本機能を利用できること。 

(ｲ) 職員資格情報管理機能 

a 選択した車両に対して、搭乗する職員の資格情報を入力・登録できること。 

b 登録した職員資格情報の参照・変更ができること。 

(ｳ) 勤務人員登録機能 

a 署所ごとに勤務人員情報(出動可能人数)を入力・登録できること。 

b 勤務人員情報に対して手動での変更が可能であること。 
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c 最新の勤務人情報更新日時を画面に表示できること。 

ウ 勤務人員情報を有する車両の動態に応じて、当該署所の出動可能人員を各消防本部自動的

に計算し、消防本部毎の隊編成に反映できること。 

エ 登録された職員資格情報を車両ごとに表示できること。 

オ 勤務人員情報及び職員資格情報を基に車両種別を変更できること。 

カ 災害区分・災害種別に応じて、登録した車両種別を参照し、PA連携、AA連携等に対応し

た隊編成ができること。 

(18) 画面印刷 

表示している画面の印刷ができること。 

(19) 初期画面設定 

ア 自動出動指定装置の初期画面又は別の専用画面において、メッセージの表示、進行中事案

一覧が表示できること。 

(ｱ) メッセージ機能 

a 表示 

あらかじめ登録しておいたメッセージを指定した日時に全ての指令台の自動出動デ

ィスプレイ上に表示できること。ただし、事案受付中には予約メッセージの表示は行

わない。 

b 確認 

(a) いずれかの指令台で、予約メッセージの確認ボタンを押下すると、全ての指令台

の予約メッセージが消去できること。 

(b) 各指令台で確認が必要な場合は個々の指令台において確認できること。 

c 登録 

日時・即時が指定できること。また、個別に指定した指令台に通知できること。 

イ 進行中事案一覧機能 

自動出動ディスプレイにおいて、現在受付中、活動中の災害事案、救急事案、保留事案が

一覧表示され、可視にて識別しやすいように消防本部毎等の表示ができること。 

ウ 指令台状況表示 

(ｱ) 自動出動ディスプレイの初期画面において、各指令台の取り扱い状況をリアルタイム

で表示できること。 

(ｲ) 輻輳モードに切り替わった場合においても画面の構成イメージどおり表示できること。 

(ｳ) 容易な操作で進行中事案一覧表示と切り替えできること。 

(20) ペアコントロール機能 

ア 災害受付時において受付した指令台に対して、他の指令台から指令管制サポートを行うこ

とができること。 

イ 受付した指令台とサポートした指令台が主従関係になり、従側は操作制限があり、簡単な

操作で主従関係の切替えができること。 

ウ 主操作席の操作範囲 

(ｱ) 自動予告指令が送出されること。 

(ｲ) 隊編成が行えること。 
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(ｳ) 本指令が行えること。 

エ 従操作席の操作範囲 

(ｱ) 1事案に対して複数のペアコントロールができること。 

(ｲ) 主操作席への切替えができること。 

(ｳ) 自動予告指令・本指令の送出が制限されていること。 

(ｴ) 事案の登録・修正等の編集が制限されていること。 

オ 操作状況モニタ機能 

自動出動指定装置の初期画面に於いて、各席の操作状況・事案内容をリアルタイムに表示

できること。 

(21) データメンテナンス機能 

ア 共同指令センター及び各消防本部等に設置されるデータメンテナンス端末で次のメンテ

ナンス操作ができること。また、異なる機能同士であれば、複数のデータメンテナンス端末

から平行作業でできること。 

イ 基本情報メンテナンス機能 

(ｱ) 住所、目標物、支援情報、出動計画等の基本情報(以下「マスタデータ」という。)は、

通信指令室等に設置されたデータメンテナンス端末等の指令ネットワークに接続された

端末で容易な操作で修正できること。 

(ｲ) 修正したマスタデータは、オンラインでシステムを停止することなく制御処理装置に

転送できること。 

(ｳ) 消防通信指令業務の運用に大きな影響を与えるデータ修正は、通常運用に反映する前

に、操作訓練モード等で動作確認ができること。 

(ｴ) 地図等検索装置で地図表示に必要なポイント情報及び地図図形も同様に修正及び転送

できること。 

(ｵ) 出動隊の編成処理で使用する川や線路等の通行不能エリアを修正及び転送できること。 

(ｶ) 職員のアクセス権限により、修正できる情報を制限できること。 

ウ 地図データメンテナンス機能 

(ｱ) 住所ポイント(地点情報データベース)と地図を同時に表示し、住所コード等(地点情

報)、地図座標(地図位置情報)を同時に更新できること。 

(ｲ) 各種シンボルマークの位置情報を修正できること。 

(ｳ) 地図情報、地図属性データ等を容易に修正できること。 

(ｴ) 地図描画機能により、新規建物や道路等のデータを追加できること。 

エ 経路探索ノードデータメンテナンス機能 

(ｱ) 道路情報のノードやリンクの編集、道路属性の編集等の機能を有すること。更に、修

正したデータベースを経路探索装置に反映する機能を有すること。 

(ｲ) 地図表示機能を有し、拡大・縮小、ドラッグスクロール又はドラッグ＆ドロップスク

ロールができること。 

(ｳ) ノード･リンク情報の追加、削除、移動及び属性編集ができること。 

(ｴ) 指定した災害地点から指定した車両位置までの最短経路を検索できること。 

(ｵ) 編集したノード･リンク情報を経路探索装置に反映できること。 
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(ｶ) 道路の通行止め情報(区間・期間・時間)を登録し、経路探索装置に反映できること。 

オ 画像メンテナンス機能 

(ｱ) 自動出動用ディスプレイや支援情報用ディスプレイで参照できる一般支援情報の取込

みができること。 

(ｲ) 地図用ディスプレイで利用する各地点情報に図面を登録できること。 

カ 住民基本台帳取込機能 

(ｱ) 3本部管内の住民基本台帳データを、安全性に配慮された媒体を使用して取り込めるこ

と。 

(ｲ) 住民基本台帳データの再取り込み時のデータ変更(削除、更新及び追加)はデータメン

テナンス装置のアプリケーションにて自動的に行えること。 

キ 緊急通報システム情報取り込み機能 

外部媒体経由で、関係市町の緊急通報システム登録者情報を取り込めること。 

ク 文書メンテナンス機能 

指令台、指揮台及び無線統制台に搭載のディスプレイで参照できる文書(PDFファイル等)

の取り込みができ、文書を修正できること。  

ケ 日本語入力メンテナンス機能 

日本語入力時の変換候補(住所、人名、医療用語等)の辞書登録及び修正ができるものとす

る。登録内容は一元管理し、各操作用端末へ適用できるものとする。 

コ データ出力機能 

(ｱ) マスタデータを CSV形式で出力できること。 

(ｲ) 回線種別(固定電話、IP電話及び携帯電話)ごとに回線切断(12種以上)で集計した統計

データについて年月日を指定し、CSV形式で日計、月計、年計として出力できること。 

(ｳ) 携帯電話を転送した転送先の消防本部を集計した統計データの年月日を指定し、CSV形

式で日計、月計、年計として出力できること。 

(ｴ) 災害事案及び救急事案のデータの月日を指定し、CSV形式で出力できること。データ保

持期間は、協議会との協議により決定する。 

サ リモートメンテナンス機能 

(ｱ) 必要に応じてデータメンテナンス装置にアクセスし、自動出動指定装置等を遠隔保守

できること。 

(ｲ) データメンテナンス装置に遠隔保守のために必要なセキュリティ対策を実施すること。 

(22) ログ管理機能 

指令台に搭載のディスプレイにおける各ログ情報(メッセージログ及び操作ログ)の管理及

び閲覧ができること。 

ア 各ディスプレイの操作時に、自動出動指定装置から障害情報等を含むメッセージ通知がさ

れた場合に、その旨を表示できること。 

イ 各ディスプレイ装置の操作のログを日時指定により検索一覧表示できること。 

ウ メッセージは各ディスプレイで履歴一覧表示できること。 

(23) デジタル無線連携 

指令台等と連動し、デジタル無線基地局を使用した無線指令ができること。 
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ア 一斉音声通話 

イ 有無線接続 

(ｱ) 自営通信網接続通信(有無線接続) 

(ｲ) PSTN(公衆網)接続通信(有無線接続) 

(ｳ) 府庁接続通信(有無線接続) 

ウ 通話モニタ表示機能 

通信履歴を表示できること。 

エ 基地局選択機能 

オ 署所アンプ起動/解除制御機能 

(24) 関連装置との連動 

ア 車両運用端末装置との連動 

(ｱ) 消防・救急車両等に搭載されている車両運用端末装置に対して、出動指令ができるこ

と。 

(ｲ) 火災などの場合で災害地点の指定範囲内に危険物施設や災害時要援護者がある場合、

要注意情報として、自動的に情報を車両に送信できること。 

 なお、データ通信量の抑止のため、１日１回のデータ更新にて車両運用端末装置にデー

タを取り込む方式でも可とする。 

(ｳ) 出動指令の成否について次の内容を指令台搭載のディスプレイ上で確認できること。 

a 指令情報の正常伝達・不達状態 

b 指令情報の再送結果状態 

(ｴ) 車両運用端末装置に任意メッセージを送信できること。 

イ 消防 OAシステムとの連動 

(ｱ) 消防 OAサーバと LAN接続し、自動出動指定装置で処理した事案情報を消防 OAサーバ

に対して、自動的に随時データ転送が行えること。 

(ｲ) 事案情報は、事案終了前でも現時点までのデータを任意に消防OAサーバへ送れること。  

ウ 連動装置進行状況表示 

自動出動指定装置と連動して動作する各種装置の連動動作状況を表示できること。 

(25) ホームページ等との連携 

関係市町のホームページ管理設備に対して、災害案内を行うことができること。ホームペー

ジへの連動有無及び表示する内容は、関係市町ごとに設定できること。詳細は協議会及び関係

市町と協議の上、決定する。 

(26) システム環境設定 

同報判定の条件、水利情報等の検索範囲、自動予告指令の有無等、システムの設定を職員の

操作により切替できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 主要機能の呼び出しが容易に行えること。 

(2) マウス、キーボード、タッチペン等で操作できること。 

(3) 文字入力は、次の方式に対応できること。 

ア キーボード入力 
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イ ソフトキーボードによるマウス入力 

ウ タッチペンによる手書き文字入力 等 

(4) 本装置の構成は、クライアント/サーバ方式とすること。 

(5) サーバは、現用系にホットスタンバイ方式の予備系を加えた、冗長化構成とすること。 

(6) 職員の操作により、現用系サーバと予備系サーバの切替を行えること。また、自動による切

替も行えること。 

(7) 本装置の制御処理装置は、個々に独立したものであり、個々の障害が他の装置に影響を及ぼ

さないものとする。 

(8) データメンテナンス端末は、通信指令室及び各消防本部等に設置すること。また、データメ

ンテナンス機能は、署所に設置する端末にて使用できること。 

(9) 本装置の制御処理装置等の端末機器については、24時間 365日連続稼働に耐えうるよう、

信頼性の高いものを採用すること。 

 

第1-3 地図等検索装置 

1 概要 

本装置は、災害発生場所の地図等の検索を容易かつ迅速にできるようにするものであり、指令

装置の各機器と接続し、各種支援情報等をディスプレイ上に表示するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 基本操作 

ア 主要機能を容易な操作で呼び出せること。 

イ 主要な操作は、おおむね次のとおりとし、詳細は協議会との協議の上決定すること。 

(ｱ) 地点の検索 

(ｲ) 地図の拡大 

(ｳ) 地図の縮小 

(ｴ) 地図の切替 等 

(2) 地図の表示 

ア 画面分割表示 

(ｱ) 異なる地図画面を 2分割以上の同時分割表示ができること。 

(ｲ) 同時分割表示した地図において、同一地点を中心とした連動スクロールができること。 

イ スポット表示 

(ｱ) マウスポインタ位置の地図を虫眼鏡のように円形に拡大スポット表示できること。 

(ｲ) 拡大スポット表示は、種別の異なる地図間でも表示できること。 

(ｳ) マウスポインタの動きに合わせ、スポット位置を自由に移動できること。 

(ｴ) 現在表示している地図の中心を常に住宅地図の一定の縮尺で地図等検索装置のディス

プレイ右側に表示する機能でも可とする。 

ウ 緯度・経度表示 

自動出動指定装置からのオンライン検索により地点決定された緯度経度情報（○○度、○

○分、○○秒）が地図用ディスプレイ内に表示できること。 

エ ラスタ／ベクトルのハイブリッド表示 
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ラスタ地図、ベクトル地図何れにも対応ができ、同時表示が可能なこと。 

オ オーバーレイ表示機能 

異なる地図種を重ね合わせ表示ができること。 

カ シンボルマーク表示 

(ｱ) 地図上に、災害地点や特定物のマ－キング表示ができること。 

(ｲ) 地図上のシンボルマークをクリック、選択することでシンボルの名称等付加情報を表

示できること。 

(ｳ) シンボルマークをマウス等でクリック、選択することにより該当する支援情報が地図

の上に重ねて表示できること。 

(ｴ) シンボルマークの下に任意の文字(消火栓情報、防火対象物番号等）を表示できること。 

キ 同心円表示 

(ｱ) 災害地点及び指定した地点を中心とした同心円表示ができること。 

(ｲ) 同心円は、間隔(m)、本数等を任意に指定できること。 

(ｳ) 携帯位置情報から取得した地点を中心とした距離精度及び精度円表示ができること。 

ク 車両マーク表示 

地図の種類に応じて、車両マークの大きさが自動的に変えられること。 

(3) 地図の操作 

ア スクロール 

(ｱ) 360度自由方向の可変速スクロールが可能なこと。 

(ｲ) スクロール方式は、進路追従が容易な開始点基準方式(マウスポインタの位置からの方

向と距離で移動できる方式)又は中心点基準方式(中心からの方向と距離で移動できる方

式) 又はクリックした地点を地図の中心として表示する方式、ドラッグ、ドラッグ＆ドロ

ップを切替可能とすること。 

(ｳ) マウス等により地図を拡大したまま上下左右に動かすことができること。 

(ｴ) 容易な操作により、災害地点を表示できること。 

イ 拡大・縮小(シームレス拡縮)  

(ｱ) 表示地図の拡大・縮小を無段階に行うことができ、表示縮尺により自動的に地図種を

切替えて表示することができること。 

(ｲ) 拡大・縮小は、次の操作により可能なこと。 

a 拡大・縮小ボタン操作 

b マウスのスクロールボタンの上下 

c 地図画面上のスライダーバー操作 

(ｳ) 自動出動指定装置にて特定の対象物が選択された際に、地点付近の状況が一目で確認

できる最適な縮尺に自動的に切替えができること。 

(4) 検索機能 

ア 共通検索 

(ｱ) 住所、目標物の中から、読み仮名及び漢字名称の頭文字、中間文字による検索により、

検索条件に一致する結果を逐次一覧表示できること。 

(ｲ) 検索の対象は、次のとおりとする。 
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a 住所   ：名称、フリガナ 

b 目標物   ：名称、フリガナ 

(ｳ) 検索条件を入力することにより、住所、目標物の中から複数条件に一致する結果を逐

次一覧表示できること。 

イ 住所検索 

(ｱ) 市町村名、町丁目名、番地、号、枝番の入力により、該当地点を表示できること。 

ウ 名称検索 

(ｱ) 大分類、中分類より、該当データを一覧表示し、選択することにより該当対象物の地

点を表示できること。 

(ｲ) 市町村及び町丁名等で該当対象物を絞り込むことができること。 

(ｳ) 災害時要援護者情報を検索できること。 

エ 座標検索 

(ｱ) 緯度経度の入力により該当地点の地図を表示すること。 

(ｲ) 地図検索独自の座標入力により該当地点の地図を表示できること。 

(ｳ) 世界測地系に対応できること。 

オ 直接検索 

(ｱ) 地図ページ番号の入力により該当ページの地図を表示できること。 

(ｲ) 任意に設定した広域図から該当地図を表示できること。 

カ 支援情報検索 

大分類、中分類の分類別の管理ができ、該当データの一覧表示からの操作により支援情報

(BMP、PDF、HTML形式等)を支援情報ディスプレイに表示することができること。 

キ 届出情報検索 

届出情報一覧画面の操作により、届出対象を中心とした地図を表示できること。 

ク 逆検索機能 

自動出動指定装置での災害地点検索後、確定した災害地点が実際の災害地点と異なる場合

は、シンボル情報の指定等の容易な操作により地点を決定できること。また、その結果を自

動出動指定装置に反映できること。 

ケ 緯度経度検索 

(ｱ) 緯度経度入力により該当地点の地図を表示できること。 

(ｲ) 緯度経度は初期値表示により入力を簡略化できること。 

(ｳ) 入力する緯度経度は、度形式(○○．○○度)と度分秒形式(○○度○○分○○秒)に対

応できること。 

コ 串刺検索機能 

違う地図種を選択することにより、表示中の地点と同じ地点を異なる地図種で表示できる

こと。 

(5) 災害地点補正機能 

自動出動指定装置での災害地点の住所は正しいが、地図上の位置が異なっているだけの場合

は、本装置で「災害地点補正」を行うことで、該当事案の地図位置情報のみを変更できること。 

(6) 経路検索表示 
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ア 任意車両最短経路検索 

(ｱ) 地図等検索装置の車両一覧表示より任意の車両を選択することで、最新の車両位置か

ら災害地点までの最短経路ルートを地図上に表示できること。 

(ｲ) 距離、予測時間の表示ができること。 

イ 2点間最短経路検索 

(ｱ) 地図等検索装置上の任意 2点間を指定することで、2点間の最短経路ルートを地図上に

表示できること。 

(ｲ) 距離、予測時間の表示ができること。 

(7) 補助機能 

ア 計測機能 

(ｱ) 建物等の面積及び距離計算、スケール表示、コンパス表示、ルーラー(地図頁等）表示

等のその他の計測機能が使用できること。また、面積を表示できること。 

(ｲ) 指定した線分の区間距離、合計距離の計算・表示ができること。 

イ マーキング機能 

(ｱ) 火煙情報・通行止め情報・使用不能水利情報等のマーキングにおいては、届け出日時

期間のみ表示し、期間満了後は自動的に消去できること。 

(ｲ) 届出期間は、開始・満了指定以外に、曜日指定、時間指定もできること。 

ウ 描画機能 

(ｱ) 地図表示・マーキング表示・文字情報の他に、画像（カラー写真や支援図面等）の入

力・表示ができること。画像表示は拡大・縮小・回転等ができること。 

(ｲ) 地図表示上に、地図メッシュの表示・非表示ができること。なおメッシュ表示は地図

の種類を問わず可能なこと。 

(ｳ) 登録済の地図データをイメージ編集ツール(線・文字・円などの描画パターン・消しゴ

ム機能等）により修正ができること。もしくは、地図データの上に編集用のレイヤを重ね、

そのレイヤを修正できること。 

(ｴ) 出動種別または災害種別により支援情報(水利等）及び地点マークを変えて表示するこ

とができること。 

(ｵ) 地図画面は、次の方法でメモリできること。 

a 災害地点の補正を行った場合、自動的に登録できること。 

b 現在表示している地図画面を容易な操作で登録できること。 

(ｶ) 表示された地図及び支援情報はプリント機能により出力することができること。 

(ｷ) 活動中の車両位置を住宅地図上にシンボル表示できること。また、車種、動態、車両

名等を地図上に表示できること。また、簡単な操作により縮尺を自動調整して活動中の全

車両を画面上に表示できること。車種については車種ごとにシンボル形状を変える、動態

は色等により判別する方式でも可とする。 

(ｸ) 車両一覧表示より車両を選択することで、該当車両を中心とした地図を表示できるこ

と。 

(ｹ) 車両位置を任意のタイミングでポーリングができること。 
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(ｺ) 車両一覧表示より指定車両を追跡表示指示又は地図用ディスプレイ上から車両シンボ

ルを選択することで、該当車両を中心とした画面を表示できること。 

(ｻ) 表示している画面の印刷ができること。 

(8) 縮退運用 

自動出動指定装置のサーバが使用できない場合においても、事前に取り決めた出動計画によ

り指令台設置のディスプレイを利用して以下の縮退運用ができること。 

ア 車両動態は、縮退運用直前までの情報を引き継いで運用開始できること。 

イ 住所(町丁名等)、目標物から地点の検索ができること。 

ウ 災害地点、災害種別、災害区分の決定を行うことができること。 

エ 決定された災害地点、災害区分に対応する出動計画に基づいた出動隊の編成を行うことが

できること。ただし、縮退運用時であっても平常時同様に直近隊編成が可能な場合、本機能

は不要とする。 

オ 基本的な事案情報(受付日時、切断日時、覚知種別、指令日時、通報者氏名、通報者性別、

通報者電話番号、扱者氏名、概要メモ等)を入力・管理することができること。また、当該

事案で活動した車両の管理を行うことができること。 

カ 車両の動態情報を単独で管理、一覧表示することができること。 

キ 事案を単独で管理及び一覧表示することができること。 

ク 障害復旧後も縮退運用中に管理していた車両の動態情報や事案情報を表示し、印字出力す

ることができること。 

ケ 本機能は、輻輳モードの受付席数分動作すること。 

3 構造仕様要件 

本章第 1－2 自動出動指定装置の制御処理装置(クライアント)及びディスプレイと同様の条

件を満たすこと。 

4 使用地図 

本装置で使用する地図の種類、範囲及びデータフォーマットは、以下のとおりとすること。 

なお、本装置で使用する住宅地図及び道路地図の版権費用及び使用許可申請費用は本仕様に含

まれるものとし、受託者が手続きを行うものとする。詳細は、協議会と協議による。 

(1) 住宅地図   ：管内全域 

(㈱ゼンリン製 Zmap-TownⅡ相当) 

(2) 道路地図   ：山口県 

(㈱昭文社製 MAPPLE25000相当) 

(3) 道路ネットワークデータ ：道路地図と同内容とすること。 

((財)日本デジタル道路地図協会策定の 

「全国デジタル道路地図データベース」 

標準フォーマットに準拠したもの。) 

 

第1-4 支援情報端末 

1 概要 
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本装置は、指令台、指揮台及び無線統制台に搭載するディスプレイの一つで、災害地点決定時

に、各種消防活動支援情報、消防 OAシステム等に登録されている防火対象物、危険物施設情報

その他詳細情報を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 本章第 1-2 自動出動指定装置、本章第 1-3 地図等検索装置と接続・連携し、各種消防活

動支援情報を表示できること。表示内容は、おおむね次のとおりとする。 

ア 車両一覧 

イ 医療機関一覧 

ウ 資機材情報 

エ FAX119情報 

オ 一般支援情報(PDF、JPEG等) 

カ メモ情報 等 

(2) インターネット画面表示機能 

ア インターネットに接続された端末と、本装置を安全に接続することで、インターネットの

画面を表示できること。 

イ 自動出動指定装置等で決定した災害地点情報を、専用のインターネット端末に送信し、災

害地点のインターネット地図画面等を容易に閲覧できること。 

ウ 本章第 17-3 Net119緊急通報システム、本章第 17-4 映像通報受信システムの画面を表

示することができること。 

エ 本機能は、画面切替により離席せずに表示を切り替えできること。 

(3) 台モードの変更時に、自動出動ディスプレイ等として動作できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 指令系システムとインターネット端末の連携は、GW装置等を介しセキュリティを確保した

上での最低限の接続とすること。詳細は、協議会との協議の上で決定すること。 

(2) 本章第1-2 自動出動指定装置の制御処理装置(クライアント)及びディスプレイと同様の条

件を満たすこと。 

 

第1-5 多目的情報端末 

1 概要 

本装置は、指令台、指揮台及び無線統制台に搭載するディスプレイの一つで、緊急通報受付け

時に、受付け情報の入力等を行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 手書き入力機能(他装置での実現も可とする。)  

ア 指令装置と連携し、緊急通報の受付けを行った場合に、既定の雛形を表示し、手書き情報

の入力を開始できること。 

イ 雛形は、火災用、救急用等、災害種別や用途に応じて選択できること。登録種類は 3種類

程度とし、雛形様式は、協議会との協議の上、決定すること。 

ウ 手書きメモの入力は、他の表示情報を覆い隠すことなく表示できること。また、手書き領

域にあっては支障なく入力ができる十分な大きさを確保できること。 
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エ 地図ディスプレイで表示している地図を手書きメモの雛型として活用できること。 

オ 他台に対して手書きメモによる指示を出せること。 

カ 手書き情報は、事案に紐付けて複数件の登録ができること。 

キ 手書きメモ情報を車両運用端末装置に送信できること。 

ク 手書き入力した文字の補正が可能なこと。詳細は提案による。 

(2) モード切替機能 

台モードの変更時に、自動出動ディスプレイ等として動作できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 指令台、指揮台の操作しやすい場所に配置すること。 

(2) 本章第1-2 自動出動指定装置の制御処理装置(クライアント)及びディスプレイと同様の条

件を満たすこと。 

 

第1-6 長時間録音装置 

1 概要 

本装置は、119番通報等、音声指令、無線交信等の指令台、指揮台及び無線統制台で取り扱う

全ての通話内容を自動及び手動制御で録音するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 録音・再生機能 

ア 指令台、指揮台及び無線統制台の各座席対応の録音ができること。 

イ 指令台、指揮台及び無線統制台の操作及び装置本体の手動操作で、録音、再生及び停止で

きること。 

ウ 119番通報等の受付と連動して自動的に録音を開始し、終話に連動して録音を停止できる

こと。 

エ 無線回線の送受信操作に連動して自動的に録音できること。 

オ 時刻信号を音声と同時に収録し、再生時に収録された時刻信号を年、月、日、時、分、秒

で再生できること。なお、時刻表示はデジタル表示とすること。 

カ 内蔵ハードディスクは、30,000時間程度の連続録音ができること。 

キ 時刻信号発生機能を有すること。 

ク 装置内部の時刻信号発生機能は、指令制御装置及び自動出動指定装置等の時刻信号発生機

能と同期がとれること。 

ケ 月、日、時、分等の指定により頭出し再生できること。 

コ 容易な操作で直前の録音内容を頭出し再生できるスキップ再生機能を有すること。 

  なお、本機能は録音中においても操作できること。 

サ 録音再生チャンネルは、40チャンネル以上を収容すること。詳細は協議会との協議によ

る。 

(2) データバックアップ機能 

ア 障害時のバックアップ機能を有すること。 

イ 長時間録音装置で録音された内容を媒体(ブルーレイ等)に出力できること。 
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ウ 録音媒体(ブルーレイ等)の終了時は、エンドアラーム等により、通信指令室の指令員に通

知できること。 

エ WAV形式など、一般的な機器で再生できるファイル形式とすること。 

3 構造仕様要件 

(1) 液晶ディスプレイ、キーボード及び制御装置で構成し、構造は自立型等であること。 

(2) ハードディスクを使用した録音装置で、バックアップとして光学ディスクを採用すること。 

 

第1-7 非常用指令設備 

1 概要 

本装置は、指令制御装置のバックアップ装置である。指令制御装置が使用不能となった場合に、

本装置に切り替えることで通常運用と変わりなく通信指令業務を可能とするものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令台、指揮台で障害前と変わらぬ運用が可能であること。また、指令制御装置から本装置

へ瞬時に切り替えできること。 

(2) 本章第 1-8 指令制御装置、2 機能仕様要件と同等の仕様を満たすこと。 

3 構造仕様要件 

(1) 構造は指令制御装置と同じ構造とすること。 

(2) 回線種別は、指令制御装置の項に定めるものとする。また、回線収容容量は指令制御装置と

同じにすること。 

(3) 指令制御装置が使用不能となった際に即座に本装置での運用に切り替え、障害発生前後で継

続した運用ができること。 

 

第1-8 指令制御装置 

1 概要 

本装置は、指令台の回線制御、無線制御、データ制御等の各機能を制御するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 119番等回線受付け対応機能 

ア 119番回線トランクは、光IP方式に適合できること。 

イ 119番回線収容用の基盤を実装すること。 

ウ 119番通報の着信応答、コールバック及び切断ができること。 

エ 指令回線の個別通話ができること。 

オ 加入電話回線及び内線の発着信ができること。 

カ 専用回線の発着信ができること。 

キ 着信は可視及び可聴にて確認できること。 

ク 転送回線の発着信接続及び通話ができること。 

ケ 統合型位置情報通知装置と接続ができること。 

コ 各種設定変更等が容易に行えること。 

(2) 障害検知機能及び障害通知機能 

ア プログラムにより自動障害チェックを行うこと。 
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イ 障害内容等を指令台ディスプレイ等で表示できること。 

ウ 障害等の警報を表示できること。 

3 構造仕様要件 

(1) GPS時計で自動時刻補正のできる親時計を具備し、システムを構成する各機器に対して、日

本標準時の時刻信号を送出できること。 

(2) 二重化構成とし、装置架内に収容されているものとすること。 

(3) 制御処理部等の主要回路は二重化構成とし、障害発生時には自動で予備系に切替えできるこ

と。 

(4) 収容回線が全回線容量の範囲を超えた場合にも、装置の増設によって対応ができる拡張性を

有した構造とし、機器を更新しなくても対応可能であること。 

(5) 保守点検が容易で、防塵に配慮されていること。 

(6) 非常用指令制御装置と部品を共通化し、長期にわたる部品の安定的な供給を可能とすること。 

(7) 最低限の回線構成は、下表のとおりとする。ただし、将来の拡張に対応できる回線の収容容

量とすること。詳細は、協議会との協議による。 

 

 

 

第1-9 携帯電話・IP電話受信転送装置 

1 概要 

本装置は、携帯電話・IP電話による 119番通報の転送処理を可能とするものである。 

2 機能仕様要件 

本章第 1-1 指令台 2 機能仕様要件 (2) 通信機能 ア 119番回線処理 (イ)受付 c 携帯電話

からの通報受付、d IP電話及び直収電話事業者からの通報受付を参照のこと。 

3 構造仕様要件 

指令制御装置への組込み型とし、携帯電話・IP電話事業者の追加及び削除があった場合にも容

易に対応できる容量及び構造とすること。 

 

第1-10 プリンタ 

1 概要 

項 回線種別 回線数 備考 

ア 119番回線(固定・IP・携帯) 24 重畳化すること。 

イ 119FAX回線 1  

ウ 衛星 119番回線 1  

エ 携帯 119番転送(受付) 4  

オ 携帯 119番転送(送出) 4  

カ 指令回線 19  

キ 順次指令回線・関係機関連絡回線 6  

ク 加入回線 6  

ケ 内線回線 6  

コ 専用線 3 NEXCO等  

サ 消防救急デジタル無線回線 12  
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本装置は、LAN等に接続され、共同指令センターに設置の各端末装置から各種帳票等の印字出

力を行うものである。 

2 構造仕様要件 

卓上型とする。 

 

第1-11 カラープリンタ 

1 概要 

本装置は、LAN等に接続され、共同指令センターに設置の各端末装置から地図情報等の印字出

力を行うものである。 

2 構造仕様要件 

卓上型とする。 

 

第1-12 スキャナ 

1 概要 

本装置は、共同指令センターに設置のデータメンテナンス装置等に地図や図面等のイメージデ

ータの取り込みを行うものである。 

2 構造仕様要件 

(1) 卓上型とする。 

(2) カラープリンタへの内蔵も可とする。 

 

第1-13 署所端末 

1 概要 

本装置は、署所に設置し、指令の受令及び車両運用状況の設定を行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令受令機能 

ア 指令の受令ができること。 

イ トーン指令、予告指令、電話機指令及び放送指令のいずれも自動的に受令できること。 

ウ 指令台に対しボタン操作等による応答及び確受表示ができること。 

エ 指令回線(有線)の障害時、障害が発生した署所では、消防救急デジタル無線で送出された

指令を本章第 1-14 無線受令装置にて受信し、アンプの起動により署所内に指令放送がで

きること。 

(2) 通話機能 

ア 指令台からの呼び出しにより通話ができること。 

イ 指令台に対し緊急呼出ができ、応答した指令台、指揮台等と相互通話できること。 

(3) 車両運用状況設定機能 

ア 車両運用状況の設定及び表示ができること。 

イ 設定項目は、自動出動指定装置等と整合すること。項目の名称等の詳細は、協議会と協議

の上で決定するものとする。 

(4) 制御機能 
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ア 回線監視、アラーム機能を有し、障害発生を可視及び可聴で確認でき、指令台、指揮台等

へ障害信号を通知し障害が発生した署所を通知できること。 

イ 自動拡声を制御できること。また、設定により自動確受もできること。 

ウ 昼夜間の自動又は、手動による拡声制御ができること。 

エ 夜間においては放送系統制御信号により自動的に系統を選択し該当のスピーカーから署

内放送されること。また、放送系統は、自動出動指定装置等と連動し、災害種別や昼夜設定

によりスピーカー系統の制御ができること。 

オ 指令回線(有線)の障害時には、無線で送出する音声指令を受信して署所内に指令放送を行

えること。 

カ 仮眠室は、出動する隊のみ拡声放送が行えること。 

3 構造仕様要件 

(1) 3時間以上補償するための電源を備えること。 

(2) 設置場所に応じて、防塵及び防滴対策を講じること。 

(3) 操作表示部、拡声スイッチを備えていること。 

(4) 内蔵スピーカーを搭載すること。また、外部スピーカーとの接続ができること。 

 

第1-14 無線指令受令装置 

1 概要 

本装置は、指令回線(有線)の障害時に共同指令センターが無線で送出する音声指令を受信し、

署所内に指令放送ができるものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令回線(有線)の障害時、障害が発生した署所では、消防救急デジタル無線で送出された指

令を無線受令装置にて受信し、アンプの起動により署所内に指令放送ができること。 

(2) 不具合箇所を表示できること。 

(3) 装置内蔵のスピーカにより受信音声の出力が可能なこと。 

(4) 受信音量は調整可能なこと。 

(5) バッテリー及び充電機能を具備し、運用中においても交流電源を接続して充電可能なこと。 

3 構造仕様要件 

(1) 本装置は、無線機、バッテリーを含めた電源部から構成され、装置前面に操作表示部、拡声

スイッチを備えていること。 

(2) 停電時 100%負荷にて 8時間以上補償するための電源を備えること。 

(3) 設置場所に応じて、防塵及び防滴対策を講じること。 

(4) 装置内蔵のスピーカーにて受信音声の出力ができること。 

(5) 受信音量を調整できること 

(6) 本装置に内蔵スピーカを搭載すること。 

(7) 萩市消防本部警防課に設置する装置は、指令連動はしないものとし、有線回線障害時にもデ

ジタル無線(活動波、共通波)の受信及びチャネル切替が可能な装置での代替を可とする。 

 

第2 指揮台 
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1 概要 

本装置は、指令台と併設して指令台の機能を包含し、通信指令業務の運用状況を管理・監督す

るためのものである。 

2 機能仕様要件 

本章第 1-1 指令台と同等の機能を有すること。 

3 構造仕様要件 

本章第 1-1 指令台と同等の機能を有すること。 

 

第3 表示盤 

第3-1 車両運用表示盤 

1 概要 

本装置は、指令装置、車両運用端末装置等から入力した車両の動態情報を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令装置、車両運用端末装置等から入力された車両の動態を表示できること。 

(2) 同時に 100車両以上の表示ができること。 

(3) 表示内容は次のとおりであること。 

ア 消防本部名 

イ 署所名 

ウ 車両名 

エ 車両状況 

3 構造仕様要件 

(1) 設置する環境に対して十分な明るさが確保されること。 

(2) 視認性が良いこと。(写り込み等の対策がなされていること。) 

(3) フロントメンテナンスができる架台とすること。 

(4) ベゼル幅の狭い機器とすること。 

(5) 表示盤の下に収納スペースを設けること。 

 

第3-2 支援情報表示盤 

1 概要 

本装置は、指令装置、気象情報収集装置等と連動して火災件数、救急件数、119番着信件数、

現在時刻、気象情報等を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令装置、気象情報収集装置等と連動して火災件数、救急件数、119番受付件数、現在時刻、

気象情報等を表示できること。また、各消防本部ごとに支援情報を切替して表示できるととも

に、指令センター管轄全体としての支援情報も表示できること。 

(2) 表示内容及び表示要領は、次のとおりであること。 

ア 消防本部名 

イ 火災、救急件数等及び 119番着信件数 

火災、救急件数や 119番着信件数を集計した数値が表示できること。 
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ウ 時刻表示 

日本標準時を表示する指令装置の GPS親時計と連動し表示すること。 

エ 気象情報 

各消防本部に設置の気象観測項目が自動的に表示できること。 

(ｱ) 風向(16方位) 

(ｲ) 最大風速(m/s) 

(ｳ) 平均風速(m/s) 

(ｴ) 気圧(hPa) 

(ｵ) 気温(℃) 

(ｶ) 相対湿度(%) 

(ｷ) 実効湿度(%) 

(ｸ) 日積算雨量(mm) 

オ 警報・注意報等 

(ｱ) 関係市町ごとに発表されている警報・注意報の情報が表示できること。 

(ｲ) 各種警報、注意報及び発表月日時分が表示できること。 

カ 火災予防週間等の告知情報を、任意に作成して表示できること。 

3 構造仕様要件 

本章第 3-1 車両運用表示盤と同等の条件を満たすこと。 

 

第3-3 多目的情報表示装置 

1 概要 

本装置は、災害地点、災害状況、医療機関運用状況等の把握に使用するもので、各種映像・情

報収集用のテレビ映像・ビデオ映像等を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令台、指揮台及び無線統制台にある各ディスプレイの画面を表示できること。 

(2) BS・地上デジタル放送等のテレビ映像及び録画再生装置(BS/TV ﾁｭｰﾅ内蔵)の映像を表示でき

ること。 

(3) 映像情報を活用した 119番通報の受付時に通報者が送信した映像を表示できること。 

(4) 音声のある映像は、スピーカーで当該音声を拡声できること。 

(5) 各入力信号に対して同期がとれること。 

(6) 歪み、チラツキ、色ずれ等がないこと。 

(7) 管内災害発生状況表示 

ア 共同指令センターの管轄地域で発生している事案を一瞥で視認的に把握するための、管内

の概略地図を表示できること。 

イ 管内全体の地図、及び各消防本部単独の管内地図を切替表示できること。 

ウ 管内全体の地図においては、各消防本部、署所が表示されている地図であること。各消防

本部単独の管内地図においては、該当の消防本部及び署所が表示されている地図であること。 

エ 共同指令センターの管轄地域内で発生している災害、救急事案の災害地点をシンボルとし

て表示できること。 
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  なお、詳細は協議会との協議により決定すること。 

オ 各事案で活動している車両が表示できること。 

カ 各消防本部の管轄地域が把握できる境界線が表示されている地図であること。 

(8) 現在発生している事案の一覧が表示できること。 

(9) 119番着信状況表示 

ア 119番着信時、119番回線のダイヤルイン識別にて得られる電話局名(発信元地域)及び通

信業者名を各市ごとに表示できること。 

イ 着信状況表示の色別表示により以下の回線状況が可視にて確認できること。 

 なお、表示色は協議会と協議の上、決定すること。 

(ｱ) 着信中 

(ｲ) 通話中 

(ｳ) 保留中 

(ｴ) 空き 

ウ 表示する電話局名(発信元地域)及び通信事業者が容易に変更できること。 

エ 表示する電話局名(発信元地域)数及び着信状況表示数が容易に変更できること。 

オ 119番通報を受信した台の番号を表示できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 表示盤装置は、本章第 3-1 車両運用表示盤と同等の条件を満たすこと。 

(2) 増幅器を具備し、音量の調整ができること。 

(3) スピーカーは、増幅器出力に対応できる耐入力のスピーカー(2台)を設置すること。 

 

第3-4 映像制御装置 

1 概要 

本装置は、マトリックススイッチャ、映像信号分配器、録画再生装置及び遠隔制御器等から構

成し、車両運用表示盤、支援情報表示盤、多目的情報表示盤等に映像信号を送出するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 映像制御装置の機能 

ア マトリックススイッチャ 

(ｱ) 入力信号に対して容易に映像ソース及び音声を選択でき、任意に選択した表示盤等に

出力できること。 

(ｲ) 入出力信号の選択ができること。 

(ｳ) 録画録音出力を有し、選択した映像を録画再生装置で録画録音できること。 

(ｴ) 遠隔制御できること。 

イ 映像信号分配器 

(ｱ) 各種の映像信号を分岐して、マトリックススイッチャ等に接続できること。 

(ｲ) 分岐による映像劣化及びその他の影響を補償できること。 

ウ 録画再生装置 

(ｱ) テレビ放送の録画ができること。 

(ｲ) テレビ放送入力を録画に関係なく出力できること。 
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(ｳ) マトリックススイッチャの映像及び音声信号の出力を本装置に入力して録画できるこ

と。 

(ｴ) 録画再生装置は、BDに対応していること。 

(ｵ) 録画再生方式は、HDD、DVD及び BDの方式で録画媒体にダビングできること。 

(ｶ) デジタルビデオカメラで撮影した映像を再生できること。 

(ｷ) 遠隔制御ができること。 

エ 遠隔制御器 

(ｱ) マトリックススイッチャを遠隔制御し、本章第 3-1～3-3に記載の各表示盤装置の各種

映像ソースを切替えられること。また、録画再生装置で録画する映像ソースも選択できる

こと。 

(ｲ) 各表示盤(車両運用、支援情報、多目的情報)は、単面表示及び 4面拡大ができること。 

(ｳ) 各表示盤(車両運用、支援情報、多目的情報)の電源を ON/OFFできること。 

(ｴ) スピーカーの音量を調整できること。また、映像と音声を独立して選択できること。 

(ｵ) 表示内容の詳細については、【別紙 4-1】共同指令センター映像入出力表を参照とする。 

3 構造仕様要件 

(1) マトリックススイッチャ 

映像機器収納架に収容できること。 

(2) 映像信号分配器 

入力側ケーブルの補償回路を有すること。 

(3) 録画再生装置 

ア 信号入出力端子は、映像、音声、アンテナ端子、HDMI等であること。 

イ 映像機器収納架に収容できること。 

(4) 遠隔制御器 

タッチパネル型とすること。 

 

第3-5 災害情報収集用ディスプレイ 

1 概要 

本装置は、共同指令センターの表示盤の両横等に設置し、地上波テレビ放送、現場映像装置画

像等の災害映像を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

本章第 3-4 映像制御装置と接続することで、本章第3-1 車両運用表示盤、本章第 3-2 支援

情報表示盤及び本章第 3-3 多目的情報表示装置と同様の内容が表示できること。 

3 構造仕様要件 

55インチ程度の表示盤を天井吊り下げ等により、表示盤両脇に設置すること。 

 

第3-6 センター事務室用ディスプレイ 

1 概要 
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本装置は、センター事務室に設置する表示盤である。自動出動指定装置や指令制御装置等と連

携・接続し、指令装置と連動して車両動態、火災件数、救急件数、119番着信件数、現在時刻、

気象情報等を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 本章第 3-4 映像制御装置と接続することで、本章第3-1 車両運用表示盤、本章第 3-2 支

援情報表示盤及び本章第 3-3 多目的情報表示装置と同様の内容が表示できること。 

(2) 通信指令室内の映像を表示できること。 

(3) 音声のある映像は、スピーカーで当該音声を拡声できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 55インチ程度の液晶表示盤を壁掛け等により設置すること。 

(2) スピーカ等を含むこと。 

 

第3-7 本部・署所用表示盤 

1 概要 

本装置は、消防本部及び署所等の事務室に設置し、災害活動支援に必要な各種情報(車両運用

状況等)を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

表示内容は以下のとおりとし、各消防本部ごとに設定できること。詳細は【別紙 4-3】本部・

署所用表示盤映像入出力表を参照とする。 

(1) 車両運用情報表示 

ア 指令装置等と連動して、自本部の車両運用状況を表示し、自動更新できること。 

イ 表示内容は、おおむね次のとおりとすること。 

(ｱ) 署所名 

(ｲ) 車両名 

(ｳ) 車両状況 

ウ イに記載の表示内容の追加・削除・変更が容易に行えること。 

(2) 支援情報表示 

ア 指令装置等と連動し、火災件数、救急件数、119番通報受付件数等を表示できること。ま

た、表示の切替ができること。 

イ 表示内容は、おおむね次のとおりとすること。 

(ｱ) 火災、救急件数等及び 119番着信件数 

(ｲ) 火災、救急件数や 119番着信件数を集計した数値が表示できること。 

(ｳ) 時刻表示 

日本標準時を表示する指令装置の親時計と連動し表示すること。 

(ｴ) 気象情報表示 

a 下記の 8項目を自動的に表示すること。 

(a) 風向（16方位） 

(b) 最大風速（m/s） 

(c) 平均風速（m/s） 
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(d) 気圧（hPa） 

(e) 気温（℃） 

(f) 相対湿度（%） 

(g) 実効湿度（%） 

(h) 日積算雨量(mm） 

(ｵ) 警報・注意報等 

a 管内で発表されている警報・注意報の情報が表示できること。 

b 各種警報、注意報及び発表月日時分が表示できること。 

(3) 指令画面等表示 

本章第 5-2 指令情報出力装置と接続し、指令情報受信時に指令書画面を表示すること。 

ア 指令情報受信後、一定時間経過後に画面をスリープ状態にすること。 

イ 指令送出と連動し、スリープ状態から復旧すること。 

ウ 災害地点地図が表示でき、指令情報出力装置の画面を操作することで、地図の拡大・縮小

表示ができること。 

(4) 各種システム画面等表示 

ア 本章第 21 災害情報共有システムの画面を表示できること。 

イ 本章第 24 映像配信装置の配信映像を表示できること。 

ウ 本章事務用端末等の、その他のパソコンからの映像入力情報を表示できること。 

エ その他映像は、【別紙 4-2】作戦室表示盤等映像入出力表を参照とする。 

(5) 映像制御機能 

上記(1)～(4)の映像を切替えて表示できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 50インチ程度の液晶表示盤とすること。 

(2) 天井吊り下げ、壁掛け等、設置場所の状況に応じた取付が行えること。 

(3) リモコン等により表示切替を制御できること。 

(4) 映像制御装置を含むこと。 

 

第3-8 屋外表示盤 

1 概要 

本装置は、3本部及び管内の一部署所等の屋外(玄関前等)又は屋内(玄関等)に設置し、管内に

おける災害件数、気象情報、警報注意報等を市民向けに告知するためのものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 表示内容は、おおむね次のとおりとし、詳細は協議会と協議の上、決定すること。 

ア 災害件数、気象情報、警報注意報等 

イ 広報ビデオ放送 

ウ 静止画 

エ 「講習会・イベントの通知」、「火災予防の啓発」 等 

(2) 指令装置と連動し、火災件数、気象予報、気象警報を表示できること。 

(3) 表示切替操作は、各署所にて行えること。 
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(4) 表示内容を入力するための装置を具備すること。 

(5) 表示内容のスケジュール機能を付与すること。 

3 構造仕様要件 

(1) 屋外用表示盤 

ア 設置する環境に対して十分な明るさが確保されること。 

イ 365日 24時間連続運転が可能なこと。 

ウ 視認性が良いこと(写りこみ等の対策がなされていること。)。 

エ 映像制御用の機器を含むこと。 

オ スピーカーを有すること。 

カ 65型以上液晶ディスプレイとすること。 

キ 専用ケース等での設置とすること。 

 

第4 無線統制台 

1 概要 

本装置は、指令台と併設して指令台の機能を包含し、3本部が保有する消防業務用無線(活動波、

主運用波、統制波)の全チャネルを収容し、無線交信の統制を行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 本章第 1-1 指令台と同等の機能を有すること。 

(2) 消防救急デジタル無線の下記チャネルを収容すること。 

ア 統制波 

イ 主運用波 

ウ 活動波 

3 構造仕様要件 

本章第 1-1 指令台と同様の意匠・色調とすること。 

 

第5 指令電送装置 

第5-1 指令情報送信装置 

1 概要 

本装置は、出動指令と連動して、指令装置からの出動指令情報及び災害地点周辺地図情報を各

署所等へ電送するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 出動指令情報の出力は、日本語又は英数カナ文字等でできること。また、消防本部ごとに地

図付きの指令書又は事案終了書が印字出力できること。 

(2) 各署所の指令情報出力装置に対して同報が可能であること｡ 

(3) 個別署所に対する出動指令情報を郡別及び個別に電送できること。 

(4) 指令書は、文字情報の他、災害地点の地図付与ができること。 

(5) 各署所における出動隊に必要な枚数の地図付指令書が同時に出力できること。 

(6) 各署所に設置されているプリンタの状態情報を確認でき､プリンタ異常時のエラーメッセー

ジについては自動出動ディスプレイ等に随時表示できること｡ 
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3 構造仕様要件 

(1) 指令情報出力装置の追加に容易に対応できる構造とすること。 

(2) 二重化構成となっている他装置への組込みも可とする。 

(3) 組込みを行わない場合、【別冊 1】機器仕様要件に示す機器仕様要件を満たすこと。 

 

第5-2 指令情報出力装置 

1 概要 

本装置は、電送された出動指令情報を署所側で出力するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令時に連動し、災害地点の地図画面を表示し、指令の内容（災害種別・区分、住所、目標

物名称）の文字情報も表示できること。 

(2) 出動指令書の再印字処理ができること。 

(3) 指令の履歴が保持できること。 

(4) 車両位置の表示が行なえること。 

(5) 指令書はプレビュー表示できること。 

(6) 消防本部ごとに災害地点の地図付きの指令書又は事案終了書が印字出力できること。 

(7) 出動指令情報として、おおむね次の内容を表示できるものとし、詳細は協議会と協議の上、

決定すること。 

ア 受付時刻、指令時刻(年、月、日、時、分) 

イ 事案番号 

ウ 災害規模(出動次数) 

エ 災害種別、災害区分 

オ 災害地点(住所、災害地点名等) 

カ 管轄(本部名、署所名) 

キ 地図頁 

ク 指令目標(名称、方位、距離) 

ケ 気象情報(風向、風速、気温、湿度、気圧) 

コ 出動車両名 

サ 災害地点地図(円スケール、届出情報、縮尺等含む) 

(8) 災害時の指令情報と救急時の指令情報で、異なる記載項目が設定できること。 

(9) 事案終了書の出力ができること。 

(10) 気象情報は、災害地点の管轄で採用する観測地点の情報とすること。 

(11) 設定により、指令台の状態(災害地点の位置・縮尺)に関係なく、常に災害地点を中心にした

固定縮尺の地図付きの出動指令書が出力できること。 

(12) 署所における出動隊に必要な複数の地図付指令書が同時に出力できること。 

(13) 出動指令書及び事案終了書は、災害種別毎の異なった様式で出力できること。 

(14) 地図上を操作することにより、スクロール・拡大・縮小ができること。また、スクロール・

拡大・縮小した地図を出動指令書として印刷できること。 

(15) 本装置で使用する地図及び地図の範囲は、次のとおりとする。 
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ア 住宅地図：本章第 1-3 地図等検索装置と同内容とすること。 

イ 道路地図：本章第 1-3 地図等検索装置と同内容とすること。 

3 構造仕様要件 

(1) 設置場所に応じて、防塵対策、防滴対策を講じること。詳細は、協議会との協議による。 

(2) 24時間 365日連続稼働に耐えられることが求められるため、信頼性の高い機器を採用する

こと。 

 

第6 気象情報収集装置 

1 概要 

本装置は、災害対策の支援情報として活用することを目的に、各種気象状況の自動観測結果を

記録し、観測データを支援情報として活用するものである。 

2 機能仕様要件 

ア 風速   ：1～90m/s 

イ 風向   ：全方位 

ウ 気温   ：-50℃～+50℃（白金測温抵抗体式 等） 

エ 湿度   ：0～100%（静電容量方式 等） 

オ 気圧   ：800～1,060hPa（静電容量圧力式 等） 

カ 雨量   ：0.5mm／パルス（転倒ます型パルス方式 等） 

(2) プリントアウト項目（日本語及び英数字印字） 

ア 平均風向及び平均風速 

イ 瞬間最大風速及びその時の風向 

ウ 気温（現在、平均、最高、最低） 

エ 湿度（現在の相対・実効、相対：平均・最高・最低、実効：平均・最高・最低） 

オ 雨量（時間積算・10分間最大積算・日積算・積算日数） 

カ 気圧（現在の現地・海面及び最高・最低） 

キ 日報・月報での最高・最低の起時及び起日、起月 

ク 風向頻度 

ケ 年月日時分 

(3) データロガー機能 

ア 全ての操作が対話方式でできること。 

イ 各種グラフ、帳票（時報、日報、月報、年報）を表示できること。 

ウ 時報データのサンプリング間隔は 1分間隔で表示できること。 

エ 現在地モニタで全測定項目を一括表示できること。 

オ データは自動的に保存できること。 

(4) データ集計処理機能 

保存データを利用し集計処理を行うことができ、帳票出力ができること。 

(5) 結果表示 

支援情報表示装置ディスプレイ等で観測結果が表示できること。 

3 構造仕様要件 
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(1) データロガー装置等は、自立型の装置架に収容すること。 

(2) 各気象観測機器は、最適な場所に堅ろうに設置すること。 

(3) 各気象観測機器は、点検が容易であること。 

(4) 各気象観測機器は、気象業務法に定める検定に合格したものであること。 

(5) 指令ネットワークに接続された端末から本装置に接続できること。 

(6) 山口市役所本庁舎側の設備に対して、安全な接続により、本装置で収集した山口市の気象観

測データを提供できること。詳細は山口市と協議の上、決定すること。 

 

第7 災害状況等自動案内装置 

1 概要 

本装置は、加入電話による住民からの災害・医療機関の問い合せに対して、災害状況の案内を

行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 住民案内は、音声合成装置と連携して、電話による案内ができること。 

(2) 消防本部ごとに異なる文言を設定できること。 

(3) 出動指令発令時には災害案内、災害事案経過が鎮火になった時には鎮火案内、案内中事案が

終了した時には終了案内、案内対象の事案が存在しない時には平常案内ができること。 

(4) 災害発生時案内は、災害発生住所及び災害区分について案内すること。 

(5) 災害発生時案内は、災害種別(区分)ごとに実施の有無を設定できること。 

(6) 事案終了一定時間経過後、災害案内は自動的に平常時文言に切り替わること。 

(7) 災害案内は、事案ごとに案内対象外・誤報案内への切替えができること。 

(8) 災害輻輳時には、5事案程度までの詳細案内をし、これを超える場合には他に災害が発生中

の旨を案内できること。 

(9) 平常時（固定文言）案内は、スケジュール設定機能にて、あらかじめ案内を開始する日付、

時刻を登録することができ、その時刻になると自動的に案内を開始することができること。 

(10) 特殊運用として、災害発生中でも強制的に平常時 (固定文言) 案内に切替えての運用ができ

ること。 

(11) 案内する災害に変更があった場合は、指令台上のディスプレイから変更ができること。 

(12) 平常時案内の文言は 20種類程度の登録ができ、文言の変更は常時できること。 

(13) 平常時案内として、指令台上のディスプレイで設定された診療科目毎の救急当番医情報をメ

ッセージ録音した医療機関案内ができること。 

(14) 対象回線に対しての着信件数の統計が取れ、時間ごとの集計、ディスプレイ上での表示、プ

リンタ出力ができること。 

3 構造仕様要件 

(1) 消防本部ごとに異なる案内番号とすること。詳細は、協議会との協議による。 

(2) 専用台(OAラック等)に設置すること。 

(3) 収容回線は、規格に応じて容量アップができること。 

(4) 他装置による代替も可とする。 
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第8 順次指令装置 

第8-1 順次指令装置(電話) 

1 概要 

本装置は、災害発生時、消防職員、消防団員及び関係機関等に対して、順次呼出を行うもので

ある。 

2 機能仕様要件 

(1) 順次指令機能 

ア 音声合成装置及び指定の加入回線を有効活用し、順次電話連絡ができること。また、回線

数以上の連絡先が指定されている場合にも対応できること。 

イ 出動指令と連動し、災害種別から該当する連絡先グループ及び連絡文言を自動的に決定で

きること。 

ウ 消防本部ごとに連絡先を設定できること。また、連絡手段についても消防本部ごとに設定

できること。 

エ 連絡先グループごとに異なる指令文言を設定できること。 

オ 連絡先数は、2000件程度登録可能であること。 

カ 順次指令中に、次の順次指令の予約操作ができること。また、その場合は、順次指令開始

の待ち合わせを自動的に行うこと。 

キ 呼び出した連絡先が応答しない場合は、一定時間経過後に自動リトライを行うこと。 

ク 事案とは関係なく、あらかじめ登録された文言にて順次連絡が行えること。 

(2) 履歴管理機能 

ア 連絡状況等を確認できること。 

イ 履歴を印字出力できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 指令台内蔵又は、専用台(OAラック等)に設置すること。 

(2) 収容回線は、ISDN回線等が接続できること。 

(3) 収容回線数は、19回線以上であること。 

(4) 録音方式は、IC録音方式であること。 

(5) 他装置による代替も可とする。また、実現方法は提案による。 

 

第8-2 順次指令装置(メール) 

1 概要 

本装置は、指令装置と連携して、登録されている配信先に対して指令情報等を電子メールで送

信するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 基本機能 

ア 高速メール配信エンジンが使用可能な ASPサービス方式を利用し、登録されている配信先

に高速でメールを送信できること。 

イ 一定時間以上、応答がない場合は、自動的または手動により指令メールを再送できること。 

ウ 消防本部ごとに配信先の設定を行えること。 
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(2) ログイン管理機能 

ID及びパスワードによる操作権限設定を次のとおり設定できること。 

ア システム管理者 

(ｱ) 本システムの全ての操作を可とする。 

(ｲ) 受信希望者の登録ができること。 

イ 送信利用者 

(4)及び(5)に記載の機能の利用を可とする。 

(3) 自動メール送信機能 

ア 指令装置から送出された指令情報を送信できること。 

イ 指令情報メールの内容は次のとおりとする。 

(ｱ) 災害発生場所(行政区含む。) 

(ｲ) 目標物(方位、距離含む) 

(ｳ) 災害種別 

(ｴ) 出動隊名(消防団を含む)又は出動車両名 

(ｵ) 災害地点地図(地図表示用URL) 

ウ メールの送信日時、応答結果等を記録し、表示できること。 

エ メール配信時、携帯事業者の設定するメール配信規制を回避できる仕組みであること。 

オ 出動次数に応じて、配信先を自動的に変更できること。 

カ 配信先は、職員及び消防団員とし、それ以外の配信先に関しては協議会と協議すること。 

(4) 手動メール送信機能 

ア 本機能は、指令台上のディスプレイ及び Webサイト経由で使用できること。 

イ 手動による指令情報メールの配信及び再配信ができること。 

ウ 指令情報の他、手入力で作成した連絡・伝達事項の内容をメールで送信できること。 

エ 定型文として登録した内容を選択し、送信できること。 

オ 登録されている配信先の中から選択した一つ又は複数の配信先に送信できること。また、

配信先グループ単位での送信ができること。 

カ 連絡メールに対する応答の返信メールを蓄積し、最新から指定件数分、一覧形式で表示で

きること。 

(5) 災害情報案内メール送信機能 

ア 自動出動指定装置から送信された災害情報を受信し、登録された配信先(各市防災メール

管理設備等)に対して災害情報案内を送信できること。 

イ 配信内容は、消防本部ごとに管理できること。 

ウ 防災メール等を利用し、各市の登録者に対して、各市の災害情報案内を配信できること。 

(6) 送信履歴検索機能 

ア 送信履歴一覧を閲覧できること。 

イ 送信履歴一覧から選択した送信履歴情報の内容・送信結果等の詳細情報を表示できること。 

ウ 送信メールの応答結果の記録、表示及び出力ができること。 

(7) 除外リスト表示機能 

送信不可能な登録者に対し、除外リストへの登録、削除及び表示ができること。 
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(8) メンテナンス機能 

ア 配信先をグループ単位に分類できること。 

イ 配信先の内容を登録、変更及び削除できること。また、内容を一覧又は詳細形式で印刷で

きること。 

ウ 定型文章を登録、編集及び削除できること。 

エ 一定件数到達等による送信履歴等データを自動削除する機能を有すること。 

オ 配信先の登録は、システム管理者による一括登録が可能なこと。 

カ メール受信希望者を容易な操作で登録できること。また、メール受信希望者情報の修正が

できること。 

キ ユーザ ID及びパスワードの発行により、操作権限を職員ごとに設定できること。 

  なお、操作権限の設定はシステム管理者のみが行えること。 

ク 管理者権限を有するユーザが、配信先メールアドレスのデータを、CSV形式のファイルで

装置本体又は外部記憶装置に出力できること。また、出力された CSV形式のファイルを使用

して、配信先を一括登録及び一括変更ができること。 

ケ 配信先グループのメンテナンスは、インターネットに接続可能な端末から行えること。 

(9) システム状況監視機能 

ア 異常、復旧等の状態変更発生時は監視ログに累積できること。 

イ 障害発のでぃ生、復旧ログ等の監視ログが閲覧できること。 

(10) 利用者情報管理機能 

ア システム管理者の権限により、利用者情報管理画面にアクセスできること。 

イ システム利用者のアカウント(ID及びパスワード)の登録・変更・削除ができること。 

3 構造仕様要件 

(1) ファイアウォール等を利用することにより、セキュリティを考慮した運用が行えること。 

(2) 本装置の統計情報等の取得や手動配信を行うための端末は、本章第 15に定める消防ネット

ワーク設備とは接続しないこと。 

 

第9 音声合成装置 

1 概要 

本装置は、指令装置と接続し、事案の内容に基づき、予告指令、出動指令及び案内メッセージ

等の内容を編集し、合成音声の作成を行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 合成音声作成機能 

ア 災害案内等の各用途に応じてそれぞれの言い回しで同時に実行できること。 

イ 聞き取りやすさを考慮した音声合成方式とすること。 

 なお、詳細は協議会との協議による。 

ウ 音声合成による指令中であっても、指令台の操作で指令員の肉声による指令ができること。 

エ 1つの指令に対し、指令回線と無線回線に同時に別々の文言を送出できること。 

オ 輻輳時は、指令台、指揮台及び無線統制台の各席から異なる署所に対する自動指令が並行

して送出できること。 
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カ 各出力端末において明瞭な再生音を出力できること。 

キ 音声信号を回線ごとにレベル調整できること。 

ク 音声合成による指令中である旨の表示を、指令台及び指揮台に表示できること。 

ケ 音声については、男性音声、女性音声を構築時に選択できること。詳細は協議会と協議の

上、決定することとする。 

(2) 管理機能 

ア 音声合成の音声データのセットアップは、容易に変更及び増設できること。 

イ 音片の追加・変更が必要になった場合は、指令員が容易に追加及び変更できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 回線容量は、10チャンネル以上とすること。 

(2) 初期セットアップとして 10,000語程度の合成音声を受託者が登録すること。 

 なお、登録する音声は、協議会と協議すること。 

(3) 音声登録容量は、30,000語以上の登録が可能であること。 

 

第10 出動車両運用管理装置 

第10-1 管理装置 

1 概要 

本装置は、車両運用端末装置からの車両動態情報及び車両位置情報を受信し、管理を行うもの

である。 

2 機能仕様要件 

(1) 車両位置情報管理機能 

ア 指令装置と連携し自動隊編成、出動指令に反映できること。 

イ 指令台のディスプレイや車両運用表示盤等に車両動態を表示できること。 

ウ 車両のロケーション管理を行い、指令台のディスプレイ等に表示できること。 

エ 車両の動態情報及び位置情報を使用して、直近車両検索結果を自動出動指定装置に反映で

きること。 

(2) 車両運用端末データ更新機能 

車両運用端末装置が保有する各種情報のデータ更新を無線 LAN経由で行えること。 

3 構造仕様要件 

(1) 本装置は、二重化構成とすること。 

(2) 将来の回線増設・回線変更ができるように配慮すること。 

(3) 署所無線 LAN設備については、設置場所に応じて、防塵対策、防滴対策を講じること。 

 

第10-2 経路探索装置 

1 概要 

本装置は、道路ネットワーク情報を用いて、各車両の位置情報と災害地点位置情報により車両

の現在位置から災害地点までの最短経路を検索し、出動順位表を作成するものである。 

2 機能仕様要件 



 

75 

 

(1) 自動出動指定装置の災害地点と車両位置情報により、車両位置から災害地点までの距離及び

到着予想時間を計算すること。 

(2) データメンテナンス端末で修正した道路データベースの情報を容易な操作で読込できるこ

と。 

(3) 災害地点に最も近い道路を、検索条件に指定されている幅員から検索し、その点を災害地点

にできること。 

なお、条件に一致する道路が見つからない場合は、全ての車両位置から災害地点までの距離

を直線距離で計算すること。 

(4) 車両位置に最も近い道路を、検索条件に指定されている幅員から検索し、その点を車両位置

とすることができること。なお、条件に一致する道路が見つからない場合は、本車両位置から

災害地点までの距離を直線で計算すること。 

(5) 経路を計算する際は、道路幅員、高速道路及び一方通行を考慮した経路探索ができること。 

(6) 道路の通行止め情報(期間、区間、時間)を考慮した経路探索ができること。 

(7) 道路データベース及び検索条件などの修正を職員の作業により行えること。 

3 構造仕様要件 

(1) 二重化構成となっている他装置への組込みも可とする。 

(2) 組込みを行わない場合、【別冊 1】機器仕様要件に示す機器仕様要件を満たすこと。 

 

第10-3 車両運用端末装置 

1 概要 

本装置は、車両等に搭載しモニタ画面に指令情報、地図情報及び支援情報等を表示するもので

ある。また、車両位置を管理し、災害地点までのナビゲーションを行う機能を有するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 車両動態情報送信機能 

ア 動態設定は 30動態以上とし、ディスプレイ上から動態設定ができること。 

イ 設定された動態は、パケット通信サービス網等を介して管理装置に送出できること。この

時、車両の位置情報についても同時に送出できること。 

ウ 不感地帯などで伝送できなかった動態及び押下時刻を再送信できる不伝達動態伝送機能

を有すること。 

エ 30動態の動態画面とは別に、次に押下すべき動態ボタンを 1つ以上、画面上に配備し、

押下後は固定パターンで次の動態ボタンに自動的に変わること。パターンは別途協議とする

が、車種または災害種別ごとに切替できること。 

(2) 自車位置情報検出機能 

ア GPS衛星、準天頂衛星等に対応した測位情報、車速パルスとジャイロセンサー、バック信

号による自立航法、マップマッチングにより自車位置を検出し表示できること。 

イ ジャイロセンサーにより車両の方向を表示できること。 

ウ 自車位置を手動で修正できること。 

(3) 自車位置情報送信機能 
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ア 検出された車両位置情報は、パケット通信サービス網等を介して管理装置に送出できるこ

と。 

イ マップマッチングされた自車位置及び走行方向を管理装置へ送信できること。 

(4) 地図表示機能 

ア 本装置で使用する地図及び地図の範囲は、次の通りとすること。 

(ｱ) 住宅地図   ：管内全域 

(㈱ゼンリン製 Zmap-TownⅡ相当) 

(ｲ) 道路地図   ：日本全国 

(㈱マップル製 MAPPLE25000相当) 

(ｳ) 道路ネットワークデータ ：道路地図と同内容とすること。 

((財)日本デジタル道路地図協会策定の 

「全国デジタル道路地図データベース」 

標準フォーマットに準拠したもの。) 

イ 道路地図、住宅地図の表示・検索・誘導機能があること。 

ウ 道路地図、住宅地図とも画面上部を北固定、進行方向どちらにも設定できること。 

エ 災害地点が近づくと自動的に住宅地図に切替わること。 

オ 災害地点を中心とした同心円(スケール)表示ができること。 

カ 自車位置中心表示・災害地点付近表示が切替えられること。 

キ 容易な操作で地図の拡大・縮小、スクロールができること。 

ク 昼夜で表示色を自動切替えできること。 

ケ 自車位置と災害地点の 2点間表示及び災害地点付近図など 2画面分割表示ができること。 

コ システムが保有する以下のシンボルマークを地図上に表示できること。 

(ｱ) 水利シンボルの表示(シンボル下部に水利番号、距離を表示できること。) 

(ｲ) 災害地点シンボルの表示 

(ｳ) 届出シンボル表示(通行障害等)  

(ｴ) 他車両位置シンボルの表示 

(ｵ) 支援情報シンボルの表示 

(5) 指令情報表示機能 

ア 管理装置から送信された下記の災害情報を受信し、表示できること｡詳細な項目は提案に

よるものとのするが、協議会と協議の上、決定すること。 

(ｱ) 指令時刻(年、月、日、時、分) 

(ｲ) 事案番号 

(ｳ) 災害種別、災害区分 

(ｴ) 災害地点(住所、災害地点名等) 

(ｵ) 管轄(署所名) 

(ｶ) 地図頁 

(ｷ) 指令目標(名称、方位、距離) 

(ｸ) 気象情報(風向、風速、気温、湿度、気圧) 

(ｹ) 出動車両名 
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(ｺ) 災害地点地図(円スケール、届出情報、縮尺等含む) 

(ｻ) 通報者情報 

(ｼ) 受付時刻 

イ 待機中の状態で指令送信が行われた場合でも、電源オン若しくは出動指令受信により管理

装置に災害情報を自動照会し受信・表示できること。 

ウ 出動指令対象外の車両が署所判断にて出動した場合、自動出動指定装置から進行中事案を

取得、選択することにより、出動登録ができること。 

エ 自動出動指定装置と連動し、無線 LANの到達エリアであるなしにかかわらず、公衆パケッ

ト通信を通じて災害地点情報を受令でき、災害地点を中心とした地図を表示できること。 

オ 署所には無線 LANによる電送受令とし、無線 LANによる指令情報の伝達が行えることも可

とする。 

(6) ルート探索・表示機能 

ア 指令情報の災害地点を目的地とした経路検索が自動でできること。また、目的地までの距

離と予定到着時刻を表示できること。 

イ 届出情報として登録された通行止め設定を考慮した経路検索が行えること。 

ウ 指令時に自動で経路検索できること。また自動経路検索のオンオフが設定できること。 

エ 走行中にルートを外れても、その場所をスタート地点として最適ルートを自動探査できる

こと。 

オ 任意に目的地を指定した経路検索ができること。 

カ 水利予約をした際には、災害地点では無く予約した水利まで経路検索ができること。 

キ ルート情報については、受託者が細道まで含んだ市販道路データを準備することとし、職

員の調査・作成作業は極力少なくすること。 

ク 通行止め情報を取得し、経路探索に活用できること。 

(7) 車両位置表示機能 

ア 出動している他車両の位置を地図画面上にマーク表示できること。 

イ 他車両表示においては、動態、進行方向、同一事案出動、他事案出動が画面上で識別でき

るように表示すること。 

ウ 災害地点付近においては正確な他車両位置の把握が行えること。 

(8) 水利予約、部署位置予約機能 

ア 水利シンボルを選択し予約することで指令装置や他車両に該当水利が予約済であること

を通知できること。予約確定後、当該端末上に完了した旨を表示できること。 

イ 予約の解除機能を有すること。 

ウ 自車で使用したい部署位置を予約及び解除できること。 

エ 同一事案に出動している他車両の部署位置予約状況が地図画面上にマーク表示されるこ

と。 

オ 引揚又は帰署の車両動態登録時又は次の出動指令情報受信時には自動的に水利予約状況

を解除できること。 

カ 同一事案に出動している他車両が引揚又は帰署の車両動態登録した場合は、地図画面上か

ら予約状況のマークが消去されること。 
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(9) 情報検索・表示機能 

ア 住所検索機能 

(ｱ) 住所データ(町、丁目、番地、号)の入力により、該当地点を検索できること。また、

該当地点を目的地とした経路検索ができること。 

(ｲ) 住所データは、自動出動指定装置で管理しているデータだけでなく、全国住所データ

に対応して検索及び経路検索が行えること。 

 なお、全国住所データは受託者にて準備すること。詳細は、協議会との協議により決定

すること。 

イ 対象物検索機能 

(ｱ) 分類、名称等により検索ができること。また、該当地点を目的地とした経路検索がで

きること。 

(ｲ) 対象物データは、自動出動指定装置で管理しているデータだけでなく、全国施設情報

まで対応して分類、名称検索及び経路検索が行えること。 

 なお、全国施設データは受託者にて準備すること。 

ウ 緯度経度情報機能 

(ｱ) 緯度経度情報を表示できること。自車中心表示の時は自車位置を、災害地点中心表示

の時は災害地点の位置を表示できること。 

(ｲ) 緯度経度の入力により該当地点の地図を表示すること。緯度経度は、世界測地系に対

応できること。 

エ 医療機関情報機能 

(ｱ) 自動出動指定装置で管理している医療機関情報をオンラインで入手し、本端末でも確

認できること。 

(ｲ) 確認できる内容は下記のとおりとする。 

a 医療機関名 

b 電話番号 

c 当番医 

d 診療科目 

(ｳ) 現在の車両位置から直近順に病院を検索できること。診療科目(複数)、当番医等を検

索条件として設定できること。 

(ｴ) 管外医療機関への搬送を目的に、県内の医療機関情報を検索できること。また、検索

した医療機関の各種情報(住所、電話番号等)が表示できること。 

(ｵ) 検索した医療機関を中心とした地図が表示できること。 

(ｶ) 表示した地図を目的地にすることで、経路検索ができること。 

(ｷ) 他の車両の搬送先医療機関が表示できること。 

(ｸ) 自車の搬送先医療機関を自動出動指定装置に送信できること。 

(ｹ) 医療機関交渉状況(交渉結果など)を登録でき、自動出動指定装置に反映できること。 

オ 支援情報機能 

(ｱ) 地図上の防火対象物や危険物施設のシンボルマークを選択することにより、該当シン

ボルに属する文字情報や配置図面などの画像情報を表示できること。 
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(ｲ) 画像表示は、拡大・縮小・スクロール・全体表示・横幅基準表示等ができること。 

(ｳ) 画像はカラー表示とし、滑らかで鮮明な表示ができること。 

(ｴ) 各支援情報を分類検索により検索、消防本部ごとに表示できること。 

(ｵ) 気象情報を表示できること。 

カ 事案履歴検索 

過去の事案履歴が 20事案以上確認できること。 

キ 傷病者情報入力機能 

(ｱ) 救急車両等から傷病者情報を入力でき、入力された情報は自動出動指定装置・消防 OA

システムと連携し情報が反映されること。 

(ｲ) 入力方法はメニュー形式による選択入力及びソフトキーボードによるカナ入力又はか

な漢字入力ができる方式とし、自動出動指定装置と同等の内容とすること。 

(ｳ) 搬送先医療機関を登録することにより、登録医療機関を目的地として設定してルート

案内ができること。 

(ｴ) 搬送先医療機関登録時に表示される病院及び表示順を消防本部ごとに変更できること。 

(10) 自動出動指定装置等との通信機能 

ア 自動出動指定装置から送信されたメッセージ文(自由文、災害地点付近要注意情報)を表示

できること。登録したメッセージを画面上から選択することで、指令台上のディスプレイに

メッセージを送信できること。また、予め設定された文章及びカナ入力又はかな漢字入力で

の自由文章もメッセージとして送信できること。 

イ 動態履歴・指令履歴・メッセージ履歴を保存・照会できること。 

ウ 動態間の走行距離を自動出動指定装置に送信して消防 OAシステム(救急統計)へ走行距離

を反映できること。 

(11) データメンテナンス機能 

ア 署所において、地図等検索装置の修正地図や各種データ等のメンテナンスデータを、無線

LANを介して受信し、保有データのメンテナンスが行えること。 

イ オンラインにより、シンボルマーク、支援情報、対象物検索情報、病院情報等を更新でき

ること。 

ウ 障害等により無線 LANが使用できない場合においても、USBメモリ等の記憶媒体による代

替的な手段でデータ更新が行えること。 

 なお、代替的な手段はやむを得ない場合のみに実施するものとし、セキュリティを確保で

きる専用の記憶媒体を本部数以上準備すること。 

(12) 移動待機指令情報表示機能 

移動待機などで車両がどの署所に移動していても無線 LAN又は携帯電話網(閉域網とする。)

経由等による指令情報の受令が行えること。 

(13) デュアルディスプレイ機能 

救急車においては、ディスプレイを運転席及び患者室の 2箇所に設置すること。 

3 構造仕様要件 

(1) 車両設置用の各種装置類(センサー、金具、アンテナ等)を具備すること。 

(2) データ記録媒体は車両搭載の振動を考慮したものであること。 
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(3) 各構成機器は、耐衝撃性及び防滴性に優れた構造であること。 

(4) 操作性、視認性並びに設置性に配慮した画面サイズとすること。詳細は、提案による。 

(5) 車両に設置する方法、設置位置等については、協議会と協議の上、決定すること。 

(6) 出動指令情報を受信した場合、出動隊が車両に乗車してエンジンを始動する前の無人状態で

も、速やかに自動起動する機能を有すること。また、一定時間後にスリープまたは終了できる

こと。 

(7) 車両バッテリーに係る負担を低減するための機構を具備すること。 

(8) 携帯電話機(車載空中線)を付属すること。 

なお、キャリアについては、カバーエリア及び通信費用を考慮し、協議会と協議の上決定す

ること。 

(9) 時刻及び通信状態は、常に表示されていること。 

(10) 盗難防止を考慮し、専用金具等により固定すること。 

 

第10-4 車外設定端末装置 

1 概要 

本装置は、消防車両等の車外又は車内に取り付ける動態設定端末である。 

2 機能仕様要件 

(1) 消防車両等の車外や車内に取り付けられ、車両動態を設定できること。 

(2) 特に防水対策を施した構造であること。 

(3) 動態設定時、車両運用端末装置を介して管理装置へ車両動態を送信できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 車両運用端末装置等と容易に接続できる構造であること。 

(2) 車両の片側 2箇所又は車内 1箇所に設置とする。車両に設置する方法については、協議会と

協議すること。 

 

第11 システム監視装置 

1 概要 

本装置は、本システムの運用状況を管理し、障害発生時において、指令員等に対する通知機能

を有するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 本システムの主要機器の動作状況が監視できること。監視対象として、次の複数の監視方式

により、様々な視点での監視ができること。各機器の監視対象はネットワークトラフィック等

を考慮し、協議会と協議すること。 

ア 各装置との連携の中心である自動出動指定装置の各機器との接続状況を表示できること。 

イ ICMP等によるネットワーク監視 

ウ 接点信号等による装置状態監視 

エ データベースの稼動状況監視 

(2) 検出した障害情報を次の方式により、指令員等に通知できること。詳細は協議会と協議する

こと。 
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ア システム監視装置ディスプレイ上へのメッセージ表示 

イ ブザー音による通知 

ウ 障害通知書のプリンタ出力 

エ 警告灯による通知 

(3) 検出した障害情報は履歴管理し、検索、一覧表示及びプリンタ出力ができること。 

(4) ログ集積機能 

ログの参照・検索・出力は容易な操作により行えること。取得するログ及び対象装置は、協

議会との協議により決定すること。 

3 構造仕様要件 

(1) 24時間 365日、常時システム監視を行う必要上、専用装置とすること。 

(2) 障害を通知できる仕組みを具備すること。 

 

第12 電源設備 

第12-1 無停電電源装置(共同指令センター用) 

1 概要 

本装置は、共同指令センターのコンピュータ系設備(自動出動指定装置等)及び関連装置に対し

て安定した電源を供給するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 交流 100Vで動作する各装置へ安定化及び無停電化した電源を供給できること。 

(2) 完全バイパス回路を有する入出力盤を設置し、バックアップ対策を行うこと。 

(3) 障害等の警報出力(故障、バッテリ運転等)をシステム監視装置等に表示できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 負荷側の最繁時消費電流を安全に供給できる容量の電源装置を導入すること。 

(2) 補償時間は 10分以上とすること。 

(3) 蓄電池は、長寿命型とすること。 

 

第12-2 無停電電源装置(署所用)  

1 概要 

本装置は、3本部及び署所等のコンピュータ系設備(指令情報出力装置等)及び関連装置に対し

て安定した電源を供給するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 交流 100Vで動作する各装置へ安定化及び無停電化した電源を供給できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 負荷側の最繁時消費電流を安全に供給できる容量の電源装置を導入すること。 

(2) 補償時間は 10分以上とすること。 

(3) 蓄電池は、長寿命型とすること。 

 

第12-3 直流電源装置(48V系) 

1 概要 
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本装置は、指令装置及び関連装置に安定した電源を供給し、無停電化するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 直流 48V系の電源設備に接続し、電源供給ができること。 

(2) 整流器及び蓄電池等で構成すること。 

(3) 整流器は n+1方式とし、各ユニットの容量は本システムを構成する直流 48V系機器の消費電

流以上であること。 

(4) 負荷側については、各機器供給用の直流分電盤を設けて、個別の開閉ができること。 

(5) 障害等の警報出力を外部の警報表示盤等に表示できること。 

(6) キュービクルタイプ・前面保守型とし、保守が容易に行える構造であること。 

3 構造仕様要件 

(1) 使用電圧、電流に適した電圧計、電流計又は計測表示パネルを設置すること。 

(2) 架台組込み又はロッカー組込みとし、スペース確保等の設置場所に適した方法とすること。

また、耐震性を考慮し、据付設置とすること。 

(3) 補償時間は、3時間以上とすること。 

(4) 蓄電池は、長寿命型とすること。 

 

第12-4 非常用発動発電機(共同指令センター用) 

1 概要 

本装置は、共同指令センターに設置し、商用電源停電時に本システムの機能を維持するための

電力を供給するものである。本装置は、山口市より別事業発注での整備を予定する。 

2 機能仕様要件 

(1) 商用電源停電時に自動で始動できること。 

(2) 自動又は手動で容易に始動できること。 

(3) 過負荷から装置を保護する機能を有していること。 

(4) 異常を自動的に検知し、回路を遮断する機能を有していること。 

(5) 異常時は、ランプ及びブザー等で表示すること。 

3 構造仕様要件 

(1) 屋外に設置可能な構造であること。 

(2) エンジンの排気には空気の汚染対策が施されていること。 

(3) 騒音対策が施されていること。 

(4) 保守点検及び清掃が容易な構造であること。 

(5) 72時間連続運転できること。 

(6) 山口市新本庁舎屋上へ設置すること。 

4 その他 

山口市新本庁舎屋上に設置するにあたり、本システムに対して必要とする機能・容量等及び上

記仕様を満たす装置を選定し、調達・施工にあたって必要とする工事設計図書類(工事積算含む。)

を作成し納入すること。詳細は協議会と協議の上、決定とする。 

 

第12-5 非常用発動発電機(署所用) 
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1 概要 

本装置は、署所等に設置し、商用電源停電時に本システムの機能を維持するための電力を供給

するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 商用電源停電時に自動で始動できること。 

(2) 過負荷から装置を保護する機能を有していること。 

(3) 異常を自動的に検知し、エンジンを停止する機能を有していること。 

(4) 漏電を検知し、回路を遮断する機能を有していること。 

(5) 異常時は、ランプ、ブザー等で通知すること。 

3 構造仕様要件 

(1) 屋外に設置可能な構造であること。 

(2) エンジンの排気には空気の汚染対策が施されていること。 

(3) 騒音対策が施されていること。 

(4) 保守点検及び清掃が容易な構造であること。 

(5) 48時間連続運転できること。 

(6) 非常用発動発電機の取り扱いについては、【別紙 8】非常用発動発電機一覧表を参照とする

が、詳細は提案による。更新の場合は、電源設計を見直し更新すること。 

(7) 同じ場所に据付を行う場合、本システムへ切替するまでの間は既設指令システムに電源を供

給すること。 

 

第13 統合型位置情報通知装置 

1 概要 

本装置は、固定電話、携帯電話及び IP電話による 119番通報に係る発信者の位置情報を受信

し、指令装置にその位置情報を表示するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 携帯電話 

ア 119番通報を受付けした際、119番回線とは別の位置情報送受信用回線(IP-VPN回線)で電

気通信事業者側から送信される位置情報を受信できること。「184」発信又は発信者番号非通

知での通報の場合は、位置情報を要求して取得できること。 

イ 指令台の操作で位置情報を要求できること。 

ウ 受信した位置情報に基づいて、自動出動指定装置及び地図等検索装置にその位置を表示で

きること。 

(2) 固定電話及び IP電話 

ア 119番通報を受付けした際、位置情報を要求することにより、119番回線と別の位置情報

送受信用回線(IP-VPN回線)で電気通信事業者側から送信される位置情報を受信できること。 

イ 受信した位置情報に基づいて、自動出動指定装置及び地図等検索装置にその位置を表示で

きること。 

(3) 民間事業者からの通報 
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ア 車両等による民間事業者からの通報(株式会社日本緊急通報サービスが提供するヘルプネ

ット等)を受付けた際、位置情報を要求することにより、119番回線と別の位置情報送受信

用回線(IP-VPN回線)で事業者側から送信される位置情報を受信できること。 

イ 受信した位置情報に基づいて、自動出動指定装置及び地図等検索装置にその位置を表示で

きること。 

(4) 通報の方式に応じて次のとおり詳細情報が表示されること。 

ア 携帯電話 

(ｱ) 電話番号 

(ｲ) 緯度・経度(世界測地系) 

(ｳ) 誤差半径 

(ｴ) 高度(携帯電話事業者により対応が異なる任意情報) 

(ｵ) 高度誤差(携帯電話事業者により対応が異なる任意情報) 

イ 固定電話 

(ｱ) 電話番号 

(ｲ) 住所コード 

(ｳ) 住所 

(ｴ) 番地・号 

(ｵ) 方書き 

(ｶ) 氏名カナ 

(ｷ) 氏名漢字 

ウ IP電話 

(ｱ) 電話番号 

(ｲ) 住所コード 

(ｳ) 住所 

(ｴ) 番地・号 

(ｵ) 方書き 

(ｶ) 氏名カナ 

(ｷ) 氏名漢字 

エ ヘルプネット 

(ｱ) 電話番号 

(ｲ) 緯度・経度(世界測地系) 

(ｳ) 誤差半径 

(ｴ) 車種 

(ｵ) 車体色 

(ｶ) 車両登録番号 

(ｷ) 通報トリガ 

(ｸ) 通報要因 

(5) 発信地要求報告 
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発信地を要求した結果の報告資料(通信事業者ごとの月別集計表)が、指令員の操作で容易に

作成できること。 

(6) 総務省が示す「携帯電話・IP電話等からの緊急通報に係る位置情報通知システム技術的条

件書」に準拠した位置情報を、消防機関に通知する仕組みを保有する通信事業者からの位置情

報受信に対応できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 二重化構成とすること。また、二重化構成となっている他装置への組み込みも可とする。 

(2) IP-VPN網は、「携帯電話・IP電話等からの 119番通報に係る発信地位置情報通知用 IP-VPN

について(119番の在り方に関する研究懇談会 平成 18年 12月 8日 事務連絡)」で推奨され

た 2社による 1回線ずつの 2回線で接続すること。 

ア NTTコミュニケーションズ 

イ ソフトバンクテレコム 

 

第14 消防用高所監視施設 

1 概要 

本装置は、災害状況を早期把握及び消防活動への適切な情報提供を行うために、共同指令セン

ターの操作卓から遠隔制御が可能な高性能ライブカメラ装置を設置し、映像を収集するものであ

る。 

2 機能仕様要件 

(1) 映像撮影機能 

ア 高解像度のカラー撮影ができること。 

イ 撮影した映像を共同指令センター及び山口市消防本部、防府市消防本部の操作卓に伝送で

きること。 

(2) 昼夜間対応機能 

ア 24時間 365日連続で運用できること。 

イ 夜間撮影時におけるカラー撮影ができること。 

(3) 指令連動機能 

ア 指令装置と連動し、災害地点方向を撮影できること。 

イ 事案が 1件の場合、全てのカメラを災害地点方向に向けられること。特定の地域での事案

については、該当方向に向かないように制御できること。詳細は協議会との協議により決定

すること。 

ウ 事案が複数件発生している場合、災害地点から全てのカメラのうち、直近のカメラを災害

地点方向に向けられること。ただし、直近のカメラが重複する場合、必要に応じて撮影して

いるカメラを固定できること。 

(4) カメラ操作機能 

ア 特定の区間はカメラを自動的にズームアウトすること等によりプライバシーを保護する

ことができること。また、災害発生時においては、プライバシーゾーン設定を ID／パスワ

ードにより一定時間解除できるものとし、一定時間経過後はプライバシーゾーンを自動設定

すること。 
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イ 住所・建物名称のテロップを挿入した映像を表示できること。 

ウ 操作卓上でカメラが表示している方位や視野角等を地図に表示できること。 

エ 任意の位置での登録ができること。また、その呼出ができること。 

オ 映像を多目的情報表示装置等に外部出力できること。 

(5) 操作卓 

ア 高所監視カメラと接続することで遠隔操作・制御ができること。 

イ 各カメラの操作権限は、【別紙 4-4】映像配信・操作制御一覧を参照とする。 

3 構造仕様要件 

(1) 1つの操作卓で方式の異なる全てのカメラを制御できること。 

(2) 操作卓はジョイスティック型とし、旋回、ズーム操作等が行えること。 

(3) ネットワーク装置・回転架台・無停電電源装置・避雷設備等の付帯設備を含むこと。 

(4) 水滴・水跡等への対策を施すこと。 

(5) 高所カメラは、以下の拠点に設置すること。 

ア 山口市消防本部：鴻ノ峯中継局鉄塔、禅定寺前山中継局鉄塔 

イ 防府市消防本部：大平山基地局鉄塔 

(6) 指令センター用操作卓は、共同指令センターに設置すること。 

(7) 本部用操作卓は、防府市消防本部警防作戦室に設置すること。 

 

第15 消防ネットワーク設備 

1 概要 

本設備は、コンピュータ系機器を相互接続し、データ通信を可能とするための機器群である 

2 機能仕様要件 

(1) 指令系ネットワークは、指令センターネットワーク、消防本部ネットワーク、署所ネットワ

ーク、Wi-Fiネットワーク、WANネットワーク及び外部ネットワーク等で構成するものとし、

それぞれのネットワークは次の項目を満たすものとする。 

ア 指令センターネットワーク 

(ｱ) 1Gbps対応のルータ及びマルチレイヤスイッチ装置(L3スイッチ、L2スイッチ)を利用

すること。 

(ｲ) L3スイッチは、二重化すること。また、電源部も二重化すること。 

(ｳ) L2スイッチは、セグメント分割し、不要な通信が発生しない設計とすること。 

(ｴ) QoS(優先制御及び帯域制御)により、指令音声等の重要な通信が妨げられないよう、ネ

ットワークを設計すること。 

(ｵ) 指令制御装置と非常用指令装置は同一のネットワーク機器で直接収容しない設計とす

ること。また、自動出動サーバ等の二重化されている装置についても、同一のネットワー

ク機器で直接収容しない設計とすること。 

イ 消防本部ネットワーク、署所ネットワーク 

(ｱ) 100Mbps対応のルータ及びマルチレイヤスイッチ装置(L2スイッチ)とすること。 

(ｲ) L2スイッチにおいてはセグメント分割し、不要な通信が発生しない設計とすること。 
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(ｳ) QoS(優先制御及び帯域制御)により、指令音声等の重要な通信が妨げられないよう、ネ

ットワークを設計すること。 

ウ Wi-Fiネットワーク 

(ｱ) 消防 OAシステム端末を、Wi-Fiにて接続できること。 

(ｲ) 電子証明書による認証機能等のセキュリティ機能を有すること。 

(ｳ) 設置場所は以下とする。 

a 防府市消防本部庁舎 1F、3F 消防フロア、3F 講堂 

b 防府市消防本部 各署所 

エ WANネットワーク 

(ｱ) 指令センターネットワーク、各消防本部ネットワーク、各署所ネットワークを次のと

おり接続すること。最大帯域は、下表のとおりとするが経済性を考慮し、最大帯域の低減

化に努めること。 

 

拠点等 最大帯域 備考 

共同指令センター 200Mbps  

各消防本部 20Mbps  

各消防署 10Mbps (各本部併設消防署を除く)  

各分署、出張所、駐在所 10Mbps  

(ｲ) 広域イーサネット回線は、必要帯域を考慮した上で、ネットワーク設計を行うこと。 

(ｳ) 回線断等の障害検知時は、広域イーサネットを自動的に切替できること。 

オ 外部ネットワーク 

指令系ネットワークとインターネットとの接続は行わないこと。 

カ 携帯電話 IP-VPN 

(ｱ) 指令センターネットワークと電気通信事業者の交換局とを専用線等により接続するこ

と。 

(ｲ) 指令センターネットワークと各現場とを携帯電話 IP-VPNで接続すること。 

(ｳ) あらかじめ設定されている端末以外の通信を行えないようにすること。 

キ LGWANネットワーク 

(ｱ) 山口市、萩市、防府市のイントラネットと接続できること。 

(ｲ) 山口市イントラネット上に配置した消防 OAシステム用端末からのみ、山口市消防本部

に設置するファイアウォールを経由して、消防 OAシステムネットワークに接続できるこ

と。詳細は協議の上、決定すること。 

(ｳ) 萩市、防府市の消防 OAシステム端末からのみ接続を許可し、各消防本部に設置するフ

ァイアーウォールを経由して、各市の萩市イントラネット、防府市イントラネットのそれ

ぞれに接続できること。詳細は協議の上、決定すること。 

ク 25GHz無線 LAN 接続 

共同指令センターと鴻ノ峰接基地局間を高速無線 LANネットワークで接続し、高所監視カ

メラ映像の伝送ができること。 

(2) VoIP機能 
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指令音声、駆け込み通報等の各種の音声は VoIP化できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 指令系ネットワークの接続構成は、【別紙 3-1】ネットワーク構成図を参照とする。 

(2) 各市のイントラネットとの接続構成は、【別紙 3-2】イントラ接続ネットワーク構成図(イメ

ージ)を参照とする。 

(3) 各マルチレイヤスイッチ装置のポート使用率は 80%程度とし、将来的な拡張にも対応可能な

予備ポートを設けること。 

(4) 各消防本部間のネットワークは論理的に分割し、各消防本部間で連携が必要な通信について

は共同指令センターを経由してのみ行えるよう制御すること。 

(5) 各拠点に設置するルータ及びマルチレイヤスイッチ装置は停電対策を施すこと。 

(6) 関連装置はラックに収容すること。 

 

第16 セキュリティ装置 

1 概要 

本装置は、円滑な通信指令業務を実現するために、ウイルスや不正アクセス、脆弱性等の脅威

から本システムを保護するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) ウイルス対策ソフト管理装置 

ア ウイルス対策ソフトと、本システムの管理対象サーバ及び端末のウイルス対策ソフトを管

理するサーバを構築すること。対象機器は、協議会との協議により決定すること。 

イ 本システムの管理対象サーバ及び端末に対して、ネットワーク経由でウイルス対策ソフト

を適用できること。 

ウ ウイルス対策ソフトは、Webベースの管理インターフェイスを具備し、遠隔操作で設定変

更及び管理できる操作性を有しているものであること。 

エ ファイルの入出力をリアルタイムに検知し、ウイルス発見時には、駆除、隔離及び削除で

きること。 

  なお、通信指令業務への影響を考慮し、排他処理(スキャンスケジュール等)を制御するこ

と。 

オ ウイルス対策ソフトは容易に管理、制御及びウイルス定義ファイルの更新が行える機能を

有し、最新のウイルス定義ファイルに定期的に更新できること。また、ウイルス定義ファイ

ルの取得はファイアウォールにより必要な通信以外は制限すること。 

(2) その他ウイルス対策装置 

ア 任意の記憶媒体(USBメモリ等)の使用によるウイルス感染を防止するために、本システム

の各機器を物理的に遮断すること。対象は、協議会の指示による。 

イ やむを得ず任意の記憶媒体を使用する場合、記憶媒体のウイルスチェックを行う装置を、

指令センターに設置すること。また、当該装置はファイアウォール等により必要な通信以外

を制限すること。 

(3) 不正アクセス防止装置 
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ループや通信データの盗聴を防止するために、ネットワーク機器で予約されていない LANポ

ートへの物理的な遮断等の対策をすること。対象は、協議会と協議の上決定すること。 

(4) 盗難防止対策装置 

持ち運びが可能な装置等の盗難を防止するために、セキュリティワイヤーによりロックを施

すこと。対象は、協議会の指示による。 

3 構造仕様要件 

(1) ウイルス対策ソフトは、クライアント/サーバ構成で導入すること。 

(2) ポートガードは、専用工具以外での取り外しが行えないこと。 

 

第17 災害時要援護者対応装置 

第17-1 FAX119受信システム 

1 概要 

本装置は、FAXを利用した緊急通報を受信し、指令台等に接続するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) FAXの受信を可視可聴にて通知できること。 

(2) FAX受信時、指令台等に実装されているディスプレイに内容を表示し、確認できること。ま

た、必要に応じて印刷できること。 

(3) FAXによる緊急通報件数を集計できること。 

 

第17-2 メール 119受信システム 

1 概要 

本装置は、事前の利用登録が行われている住民等からの電子メールを利用した緊急通報を受信

し、専用端末装置にその内容を表示するものである 

2 機能仕様要件 

(1) メール着信確認の間隔を 10秒から 60秒の間で設定できること。 

(2) メールの着信を可視可聴にて通知できること。 

(3) メール着信時の警告灯の動作設定は、ランプの色ごとに、点灯、消灯及び点滅を自由に設定

できること。 

(4) メール着信時の警告灯のブザー音の設定は、受信エラー時のブザー音と区別することができ

るよう 2種類設定でき、ブザー音無しも設定できること。 

(5) 動作中に受信エラーで停止することがないよう、既定の受信エラー回数に達するまでリトラ

イすること。(回線断、通信エラー等の伝送路障害の場合も含む。) 

(6) メールによる緊急通報件数を集計できること。 

 

第17-3 Net119緊急通報システム 

1 概要 

本装置は、事前の利用登録が行われている音声による通報が困難な聴覚障がい者や言語障がい

者等からの通報を、携帯通信端末(携帯電話、スマートフォン、タブレット、インターネット端末

機)からの WEB方式で受理するものである。 
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2 機能仕様要件 

(1) 「119番通報の多様化に関する検討会・報告書(平成29年 3月総務省消防庁防災情報室)」

の 3-2-2局消防局端末の機能要件(P32-40)に記載されている機能を使用できること。 

(2) 防府市消防本部の既設装置(萩市消防本部と共用)を、共同指令センターに移設すること。 

 

第17-4 映像通報受信システム 

1 概要 

本装置は、119番通報者のスマートフォンを活用し、共同指令センターとの間で映像を使っ

たコミュニケーションを図るためのものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 119番通報者に対して、SMS等を利用し映像配信先を案内すること。 

(2) 通報者から送信される映像を指令台上の支援情報端末等にて表示し、口頭指導等に活用でき

ること。 

(3) 映像送信は通報者の利用するスマートフォンのカメラ等を利用して行えること。 

(4) 心肺蘇生等が必要な緊急性の高い救急事案において、救命措置の映像を通報者へ配信し、適

切な口頭指導が行えること。 

 

第18 消防 OAシステム 

1 概要 

本装置は、各種データを電子化、効率化及びペーパレス化し、各種データベースの共有化によ

り迅速かつ確実な消防行政の実現を図り、災害発生時の情報支援及び火災、救急等、事案報告及

び防火対象物、危険物施設等、保安三法施設等の予防業務の支援を行うことを目的とするもので

ある。 

なお、導入する OAシステム業務については【別紙 6-1】消防本部別消防 OAシステム業務、移

行データの概要については【別紙 6-2】消防 OAシステムデータ一覧、作成する帳票については【別

冊 2】消防 OAシステム帳票一覧をそれぞれ参照とする。 

2 システム全般に係る機能仕様要件 

(1) 基本機能要件 

ア Windowsをベースとした、Webアクセス方式のパッケージソフトとすることで、各端末装

置の環境に依存されず、ネットワーク接続された各端末装置から Webブラウザ機能によって

容易にアクセス(登録・修正・削除等)可能な仕様で構築されること。また、基本的に各業務

の画面操作は同じ操作方法で行えること。 

イ 問合せ等に対応できる検索・照会機能を有すること。 

ウ 登録されている全入力項目を検索条件の対象とする任意検索機能も有すること。 

エ データの一元管理が行えること。 

オ 同時アクセス数は、各消防本部の業務に支障のない数とするが、おおむね以下のとおりと

する。 

(ｱ) 山口市 ：120 

(ｲ) 萩市  ：20 
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(ｳ) 防府市 ：90 

カ 運用上使用しない項目については、職員側で未使用項目設定が行えること。 

キ 山口市消防本部、防府市消防本部においては電子決裁機能を有し、消防 OAシステム内で

承認・差し戻し等が行えること。 

(ｱ) 最終的な決裁文書を一元管理するための文書管理機能を有すること。 

(ｲ) 運用期間中に法令改正による帳票レイアウト(国表)の変更が生じた際に、容易に対応

できること。 

ク 消防本部ごとに台帳管理が行えること。 

ケ 建築同意にて審査した建築関係データ、各種届出の図面データ及び消防本部が保管してい

る図面データ（以下、「建築データ等」という。）を消防 OAシステム内に取り込むことがで

きること。また、建築データ等を消防 OAシステムにて容易に上書き修正・加筆等ができ、

編集した建築データ等の出力、印刷、編集履歴を参照できること。詳細は提案による。 

(2) ログイン管理 

ア 利用者 ID及びパスワードの発行により、操作権限範囲(登録、変更、削除、閲覧及び環境

設定)を所属、職員ごとに設定できること。 

イ アクセスログ(操作ログ)の記録及び管理ができること。 

ウ 一定時間操作を行わなかった場合、自動的にログアウトすること。 

(3) ログ収集機能 

ア 本システムにおける操作ログ、不具合ログ等を自動取得し、管理できること。 

イ ログを 1年間保管できる仕組みを有していること。なお、ログの参照・検索・出力は容易

な操作により行えること。 

(4) データ入力機能 

ア 入力画面の項目は、分かりやすく色分けされていること。 

イ 入力操作が容易な画面構成とすること。また、組織改変及び人事異動等に伴う設定変更を

容易にすること。 

ウ 報告経緯が必要な場合としてワードパッド等を使用したメモ機能を有し、画面の項目枠、

項目桁数にとらわれずワープロ感覚での入力が可能であること。 

エ 台帳・報告書及び搬送通知書等の帳票が出力できること。 

オ 他の機能で入力した項目を表示する等、入力の容易化を図ること。 

カ 業務の画面保留が可能であること。 

キ データの登録時に排他制御を行うこと。 

(5) エラーチェック機能 

ア 入力データに不整合がある場合、その旨をメッセージ表示すること。また、前述した自動

ログアウト機能による入力途中のデータ消失防止のため、データ不整合があっても一時的に

保存できる機能を有すること。当該データの呼び出し時には、一時保存中データであること

が確認できるものとする。 

イ 本登録する場合は、エラーチェックを自動的に行い、エラー画面が表示されること。また、

エラー箇所を容易に把握できること。 

ウ 職員にてエラーチェック項目の設定及びエラーチェック条件が設定できること。 
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(6) 自由項目設定機能 

ア 消防側で扱う独自帳票については、職員が操作権限範囲内のデータベースから帳票作成で

きる機能を有し、システム共通帳票として消防業務ＯＡ端末からでも利用が可能であること。

また、独自帳票を対話形式で容易に作成できる機能を有すること。なお、作成できる帳票は、

統計表形式、台帳形式、報告書形式、一覧表形式等とする。 

イ 消防側で自由な項目が入力できる自由項目設定機能を有すること。また、入力画面の中に、

数値・コード・テキスト等の消防独自項目を配置できること。 

ウ 運用上使用しない項目については、職員側で未使用項目設定が行えること。 

(7) ダイレクトメール発行機能 

ア ダイレクトメールの宛先を照会又は選択できること。また、選択した宛先をタックシール

として印字出力できること。 

イ ダイレクトメールの宛先を検索し、一覧リストとして表示及び出力ができること。 

(8) データ検索機能 

ア 操作権限範囲内においては、データベースの内容を自由に項目・条件を指定し検索が行え

ること。 

イ 検索条件を登録できること。また、検索条件の変更・削除ができること。 

ウ 登録されている検索条件を印字出力できること。 

エ 検索については、操作権限範囲内における全入力項目を検索条件の対象とすること。 

(9) 統計処理機能 

ア 集計処理 

集計結果を EXCELシート上に表示できること。 

イ 集計結果内容の検索 

集計処理を行った結果に対して、対象となったデータを検索できること。 

ウ 集計処理状況の照会 

集計処理を行った結果を、照会リストとして印字出力できること。また、正しく集計され

なかった場合等に原因を探索できること。 

エ 総務省消防庁への報告機能 

集計処理を行った結果を、次の総務省消防庁のシステムで読込可能なファイル形式(XML、

CSV等)で出力でき、記憶媒体に保存できること。 

(ｱ) 防火対象物実態等調査オンライン処理システム 

(ｲ) 危険物規制事務調査オンライン処理システム 

(ｳ) 火災報告オンライン処理システム 

(ｴ) 救急調査オンライン処理システム(救急年報報告、ウツタイン様式等含む) 

(ｵ) 救助調査オンライン処理システム 

(10) 自由帳票作成機能 

ア 帳票設定を入力できること。 

イ 帳票編集条件を入力できること。 

ウ 印刷条件表を印刷できること。 

エ 作成された統計表は、EXCEL形式で画面に表示できること。 
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(11) 帳票出力機能 

ア 帳票を印刷する際には、プレビューすることができること。 

イ 消防関係証明事務に定める各種証明業務については、発行可能な署所又はログインユーザ

(職員毎)の設定ができること。 

(12) データ出力機能 

消防側でデータベースの内容を利用できるよう、データを他のソフトで利用できる共通フォ

ーマット(Excel等)に変換できる機能を有すること。また、変換機能では、自由に変換項目の

設定が行えること。 

(13) イメージデータ登録機能 

イメージデータ(各種形式)を取り込み、台帳情報・報告書情報と紐付けして複数枚のファイ

ルを管理できること。また、台帳・報告書等の帳票とあわせて出力できること。 

(14) ヘルプ機能 

各入力項目箇所には必要に応じてヘルプ機能が表示されていること。 

(15) トップページ機能 

ア 掲示板機能 

接続した際に、最初に表示されるページ(トップページ)を利用して、OAシステム利用者

全員に共通した情報を発信できること。 

イ 統計データ表示 

事案データ(火災、救急、救助、その他災害）を集計し、消防本部ごとの簡易統計データ

を表示できること。表示する内容は、各事案ごとに当日件数、当月件数、当年件数、前年件

数、署所別件数とする。 

(16) 環境設定機能 

ア マスタデータのメンテナンスができること。メンテナンス可能な業務範囲は利用者 ID等

に基づく操作権限範囲により制限できること。 

イ データ検証機能 

データ検証条件を設定し、該当するデータを EXCEL形式で出力できること。なお、設定可

能なデータ検証条件として、次の 4種類を備えること。 

(ｱ) 条件入力 

「かつ」及び「又は」の条件を設定できること。また、複数設定もでき、入力されてい

ない項目を検索する条件設定もできること。 

(ｲ) 重複データ条件 

一つの情報に対し、「日付」等の重複している情報を検索する条件を設定できること。 

(ｳ) 未登録情報条件 

登録されていない情報を検索する条件を設定できること。 

(ｴ) 不一致情報条件 

項目の内容が不一致の情報を検索する条件を設定できること。 

(ｵ) 検証機能により画面に検証結果を出力した際は、複数のデータ(画面)を同時に閲覧で

きること。 

(17) グループウェア機能 



 

94 

 

以下のグループウエア機能が使用できること。詳細は、協議会との協議の上決定すること。 

ア ローカルメール 

イ スケジュール管理 

ウ 施設予約 

エ 電子掲示板 

オ 文書ライブラリー 

3 他装置・他システムとの連携機能要件 

(1) 自動出動指定装置との連動により、災害事案(火災・救助・警戒等)及び救急事案情報を取り

込み、活動報告書の入力効率化を図ること。 

(2) 災害事案については、共通情報、部隊活動情報の取り込みが可能であること。共通情報を取

り込む際、災害種別の変更が可能であること。また、部隊活動情報を取り込む際、出動種別の

変更が可能であること。 

(3) 救急事案については、基本情報、傷病者情報(口頭指導情報含む)の取り込みが可能であるこ

と。 

(4) 防火対象物情報、危険物施設情報、水利管理情報等の各種情報を支援情報として自動出動指

定装置等で活用できること。また、Web地図と連動し、水利、対象物等の施設地点の登録が行

え、地図等検索装置等で活用できること。 

(5) 本装置で使用する地図及び地図の範囲は、本章第1-3 地図等検索装置と同内容とすること。 

(6) 車両運用端末装置で計測している走行距離情報の取り込みが可能であること。 

4 データ移行要件 

各消防本部が保有する、防火対象物施設データ、危険物施設データ、水利データ等の Excel作

成データ等を CSV形式等の汎用形式により移行すること。詳細は、協議により決定すること。 

5 業務別機能仕様要件 

(1) 業務全般 

帳票については、既設システムの内容を全て踏襲すること。詳細は、協議会との協議の上、

決定すること。 

(2) 防火対象物管理 

ア 建築同意業務 

建築同意業務とは、申請の受付と受付けた申請書から各種審査情報の入力を行い、建築確

認申請収発簿、同意審査書(決裁書)及び同意通知書を発行することを指し、次の業務機能を

有するものとする。 

(ｱ) 建築同意申請受付の入力 

(ｲ) 建築同意審査情報の入力 

(ｳ) 建築同意審査書・消防用設備等通知書・不同意通知書の印刷 

(ｴ) 建築同意処理状況の照会 

(ｵ) 建築同意届出等処理状況の照会 

イ 検査管理業務 

(ｱ) 消防用設備等の検査結果情報入力及び印刷 

(ｲ) 検査情報の検索及び照会 
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ウ 台帳管理業務 

(ｱ) 台帳情報の入力 

a 敷地情報入力 

(a) 関係者情報入力 

(b) 防火管理者情報入力 

(c) 消防訓練状況入力 

(d) 防火対象物定期点検報告状況・防災管理点検報告状況入力 

(e) 防火対象物特例認定状況・防災管理特例認定状況入力 

(f) 届出・申請状況入力 

(g) 特殊施設情報入力 

各種届出情報を、敷地情報として取込むことができること。 

(h) 危険物施設情報入力 

危険物施設情報は、危険物施設管理システムで管理している施設情報を検索し、

該当の施設との紐付けができること。 

(i) 火災等発生状況入力 

火災等発生状況の情報は、火災調査情報若しくは災害情報を取込むことができる

こと。 

(j) 建築同意申請情報取り込み 

(k) 敷地情報印刷 

全ての棟の査察結果・改善状況を照会できること。 

b 棟情報入力 

(a) 階別情報入力 

(b) 消防用設備状況入力 

(c) 階ごと情報入力 

(d) 設備点検報告状況入力 

(e) 棟情報台帳印刷 

(ｲ) 台帳検索・照会リスト出力 

(ｳ) 台帳複製 

(ｴ) 台帳移動 

(ｵ) 増改築台帳の更新及び入力 

(ｶ) 増改築履歴情報の照会 

エ 査察管理業務 

(ｱ) 査察計画対象物検索・選択 

(ｲ) 査察計画の作成 

(ｳ) 査察チェック表・指摘表の印刷 

(ｴ) 査察結果の入力及び通知書の印刷 

(ｵ) 経過入力 

(ｶ) 査察状況の検索及び照会 

オ 違反管理業務 
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(ｱ) 違反の入力及び印刷 

(ｲ) 違反状況の検索及び照会 

カ 届出申請業務 

(ｱ) 届出・申請情報の入力 

(ｲ) 届出・申請状況の検索及び照会 

(ｳ) 警備会社等の登録 

(ｴ) 即時通報等承認の検索及び照会 

(3) 危険物施設管理 

ア 許可申請業務 

(ｱ) 設置許可申請の入力 

(ｲ) 変更許可申請の入力 

(ｳ) 他行政庁からの転入許可申請入力 

(ｴ) 完成検査申請の入力 

(ｵ) 許可申請状況の検索及び照会 

イ 完前検査業務 

(ｱ) 完成検査前検査の入力 

(ｲ) 完成検査前検査の検索及び照会 

ウ 承認申請業務 

(ｱ) 仮使用承認申請の入力(受付及び承認) 

(ｲ) 仮貯蔵・仮取扱承認申請の入力(受付及び承認) 

(ｳ) 予防規程制度(変更)認可申請の入力 

(ｴ) 特定屋外タンク保安検査時期延長の入力 

エ 設置者管理業務 

(ｱ) 設置者情報の入力 

(ｲ) 設置者情報の検索・照会・出力 

オ 台帳管理業務 

(ｱ) 敷地情報の入力 

(ｲ) 施設情報の入力 

(ｳ) 査察状況経過情報参照 

(ｴ) 火災調査情報及び災害情報の取込・変更入力 

(ｵ) 構造設備明細入力 

(ｶ) 台帳検索・照会・出力 

(ｷ) 台帳複製 

カ 査察管理業務 

(ｱ) 査察計画の施設選択 

a 査察計画候補施設情報の入力 

危険物施設情報から検索し入力できること 

b 査察計画施設一覧表出力 

(ｲ) 査察計画の作成 
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a 査察計画作成入力 

危険物施設情報画面で選択された危険物施設情報を査察計画候補情報に追加できる

こと。 

b 査察計画表出力 

(ｳ) 査察チェック表・指摘表の印刷 

(ｴ) 査察結果の入力及び通知書の印刷 

(ｵ) 経過の入力 

(ｶ) 査察状況の検索及び照会 

キ 違反管理業務 

(ｱ) 違反の入力 

(ｲ) 違反履歴台帳の印刷 

(ｳ) 違反状況の検索及び照会 

ク 届出管理業務 

(ｱ) 届出情報の入力 

(ｲ) 届出状況の検索及び照会 

ケ 手数料管理業務 

手数料明細書及び集計表の印刷 

(4) 講習会管理 

ア 講習会業務 

(ｱ) 講習会情報入力 

(ｲ) 講習会情報検索/照会 

イ 受講者業務 

(ｱ) 受講者入力 

(ｲ) 欠席者/不合格者入力 

(ｳ) 修了証印刷 

(ｴ) 交付台帳印刷 

(ｵ) 受講者検索/照会/再発行 

(ｶ) 受講者データ取り込み 

(5) 災害時要援護者管理 

ア 災害時要援護者情報入力 

イ 調査結果情報入力 

ウ 集計処理 

エ 集計結果内容検索 

オ 集計処理状況照会 

(6) 消防水利管理 

ア 台帳管理業務 

(ｱ) 消火栓台帳の入力 

(ｲ) 防火水槽・防火井戸台帳情報の入力 

(ｳ) その他水利台帳の入力 
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(ｴ) 初期消火用具台帳の入力 

(ｵ) 消防水利台帳の検索・照会及び印刷 

イ 調査管理業務 

(ｱ) 調査計画一覧表の印刷 

(ｲ) 調査結果の入力 

(ｳ) メッシュ図による消防水利の充足率算定 

ウ 使用水量業務 

(ｱ) 消火栓使用水量の入力 

(ｲ) 消火栓使用水量の照会・印刷 

(7) 被服管理 

ア 被服管理業務 

(ｱ) 個人別被服貸与情報入力 

(ｲ) 個人別被服貸与台帳印刷 

イ 規定集計業務 

(ｱ) 被服貸与規定集計処理 

(ｲ) 被服貸与集計表印刷 

(ｳ) 被服貸与希望調査票印刷 

(ｴ) 被服貸与規定集計確定更新 

ウ 対象者情報管理業務 

エ 被服貸与調査業務 

(ｱ) 被服貸与希望調査入力 

(ｲ) 被服貸与希望調査票印刷 

(ｳ) 被服貸与品目・サイズ別集計結果照会/印刷 

(ｴ) 個人別貸与実勢台帳印刷 

オ 被服貸与受領入力 

カ 最新所属一括更新 

(8) 消防団管理 

ア 消防団員情報(所属団、氏名、住所、電話等)の入力・印刷(個人別、分団別、担当別) 

イ 経歴(入隊団経歴、階級経歴、資格経歴、表彰／賞罰等の経歴等)の入力・印刷 

ウ 消防団員台帳及び名簿の検索・照会・印刷 

エ 出動状況の入力・明細書印刷 

オ 出動報酬印刷 

(ｱ) 個人別、分団別での印刷 

(ｲ) 口座番号等の振込事務に係る印刷ができること。 

カ 年報酬入力・支給明細印刷 

キ 表彰対象者の選定・台帳更新 

ク 退職報奨金請求データ作成 

(9) 災害事案管理 

ア 活動報告業務（火災・救助・その他災害） 
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(ｱ) 災害活動報告書の入力及び印刷 

(ｲ) 部隊活動情報の入力 

イ 火災調査報告業務 

(ｱ) 火災及び統計外火災の登録・照会・印刷 

(ｲ) 火災調査報告基本情報の入力 

(ｳ) 火災調査報告死者情報の入力 

(ｴ) 火災調査報告負傷者情報の入力 

(ｵ) 火災番号の自動採番及び採番リスト印刷 

(ｶ) 火災番号採番リスト出力 

(ｷ) 火災調査報告の検索・照会 

ウ 照会リスト出力 

(ｱ) 火災調査帳票業務 

a 火災調査報告書の印刷 

(a) 火災報告書(国表)の印刷 

(b) 火災報告書出力 

(c) 死者の調査表出力 

b 出火原因分析調査表の印刷 

(ｲ) り災証明書業務 

a り災証明書情報の入力 

b り災証明書発行状況検索・照会・印刷 

(10) 救急事案管理 

ア 活動報告業務 

(ｱ) 救急報告の入力 

a 救急活動報告書入力 

b 傷病者情報入力 

c 救急救命処置録出力 

d 傷病者観察状況入力 

e 事後検証票出力 

f 傷病者観察票兼搬送通知書の入力・出力 

(ｲ) 救急報告書の印刷 

a 救急救命処置録出力 

b 救急報告の検索・照会 

(ｳ) 傷病者観察票兼搬送通知書の印刷 

イ 搬送証明書業務 

(ｱ) 搬送証明書発行 

(ｲ) 搬送証明書発行状況の検索・照会・印刷 

(11) 車両管理 

ア 車両情報の入力が行えること。（車両登録番号、常備/非常備、車種、メーカー、型式、重

量、排気量、燃料種別、艤装内容、保険会社、点検日、重量税等） 
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イ 修理状況の入力 

修理を行った場合は、修理履歴情報として情報が管理できること。 

ウ 車両情報管理 

(ｱ) 日常点検・運行状況入力及び日誌印刷（署所毎及び全体） 

(ｲ) 補給入力及び補給状況照会 

(ｳ) 月例点検入力及び印刷 

(ｴ) 車両別の積載資機材を管理でき、出力できること。 

(ｵ) 入力した車両情報を更新表として閲覧・出力できること。 

(12) 職員管理 

ア 職員管理業務 

(ｱ) 職員情報(異動経歴入力、階級経歴入力、教養・資格経歴入力、表彰/賞罰・その他経

歴入力、家族構成・職歴入力、給与履歴入力、機関員履歴入力、転居・転籍履歴入力等)

の入力 

(ｲ) 職員台帳・名簿の印刷 

(ｳ) 在職年数、勤続年数、年齢等の計算 

(ｴ) 職員情報の検索・照会 

(ｵ) 表彰対象者の選定・台帳更新 

イ 異動情報の一括更新 

(13) 届出管理 

ア 届出情報管理 

(ｱ) 届出情報(揚煙届出、煙火届出、交通制限、水利制限、通報訓練等)の種別登録 

(ｲ) 届出詳細情報 (届出署所、届出番号、受付者、受付年月日、許可番号、届出者の住所・

電話番号、実施場所、開始日時・終了日時、作業時間帯、曜日限定、経路探索反映、届出

理由、規制種別、緊急通行の可否、停水区域、停水戸数、処理内容、備考等)の登録 

(ｳ) 届出情報検索/照会/印刷 

(14) 研修管理 

ア 外部研修業務 

(ｱ) 研修計画作成 

(ｲ) 対象者選定 

(ｳ) 職員台帳更新 

(ｴ) 研修情報検索/照会 

イ 内部研修業務/自己啓発管理業務 

(ｱ) 研修計画作成 

(ｲ) 参加者登録 

(ｳ) 職員台帳更新 

(ｴ) 自己啓発研修登録 

(15) 備品・資機材管理 

ア 備品・資機材台帳の入力･印刷 

イ 保管場所の変更及び入力 



 

101 

 

(ｱ) 備品・資機材の保管情報(保管替え年月日、保管場所、配置区分等)の入力 

(ｲ) 保管場所の変更を行った場合は保管場所履歴情報の出力が可能であること。 

(16) 勤務指定・実施管理 

(ｱ) 勤務指定簿入力及び管理 

a 勤務指定簿の入力・登録 

(a) 勤務日、当直(区分)、報告者、中隊長・小隊長・火調・査察・当番、週休・休暇・

特記、通信勤務者(自本部の勤務者)、仮眠時間帯勤務者(自本部の勤務者)、車名・

分隊長・機関員・隊員、備考(中高層、林野、高速、水難等の人員)等)を入力し、登

録ができること。 

(b) 各職員名の入力は、職員管理システムで管理している職員情報(所属署所、本部、

所属課/係、職員番号、氏名等)より検索し、選択できること。 

(c) 車名の入力は、車両管理システムで管理している車両情報から、容易に選択でき

ること。 

b 勤務指定簿出力・印刷 

(ｲ) 勤務実施簿編集及び管理 

a 登録された勤務指定簿の情報から自動で生成されること。 

b 勤務実施簿の照会・編集・登録 

(a) 勤務日、当直(区分)表示 

(b) 報告者、中隊長・小隊長・火調・査察・当番、週休・休暇・特記、通信勤務者(自

本部の勤務者)、仮眠時間帯勤務者(自本部の勤務者)等)表示及び編集 

各情報は、該当する勤務指定簿の情報を反映し、表示及び編集できること。 

(c) 出勤状況(車両種別、出動時刻、帰署時刻、整備時刻、出動者名等)表示 

出動状況は、災害事案管理システム及び救急事案管理システムで管理している各

活動報告情報を反映し、表示できること 

(d) 編集した情報の登録ができること。 

c 勤務実施簿出力・印刷 

(ｳ) 登録状況検索及び照会 

a 登録状況の履歴を一覧表として管理、表示ができること。 

b 検索期間及び当直(区分)を指定し、検索ができること。 

c 検索結果より、選択した勤務指定簿・勤務実施簿の閲覧、編集ができること。 

(17) 保安 3法管理 

ア 高圧ガス・液化石油ガス管理 

(ｱ) 許可申請業務 

a 許可申請入力及び管理 

b 変更許可申請入力及び管理 

c 特別充てん許可申請入力及び管理 

d 完成検査申請入力及び管理 
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e 検査番号(許可番号と共通)の登録は検査番号ボタンを押下し、受付所属別の最新番

号照会画面から最新の番号を検索し、登録できること。これにより、番号の二重登録

を防ぐこと。 

f 許可申請状況検索、照会及び出力 

(ｲ) 保安検査申請業務 

(ｳ) 容器検査所の登録及び更新申請業務 

a 登録申請入力及び管理 

b 登録更新申請入力及び管理 

c 一覧表として管理できること。 

(ｴ) 容器に充てんする高圧ガス・液化石油ガスの種類又は圧力の変更適合申請業務 

(ｵ) 施設台帳管理業務 

(ｶ) 査察管理業務 

a 査察計画の施設選択 

(a) 査察計画候補施設情報の入力 

危険物施設情報から検索し入力できること 

(b) 査察計画施設一覧表出力 

b 査察計画の作成 

(a) 査察計画作成入力 

危険物施設情報画面で選択された危険物施設情報を査察計画候補情報に追加でき

ること。 

(b) 査察計画表出力 

c 査察チェック表・指摘表の印刷 

d 査察結果の入力及び通知書の印刷 

e 経過の入力 

a 査察状況の検索及び照会 

(ｷ) 違反管理業務 

a 違反の入力 

b 違反履歴台帳の印刷 

c 違反状況の検索及び照会 

(ｸ) 届出管理業務 

a 届出情報の入力 

b 届出状況の検索及び照会 

(ｹ) 手数料管理業務 

手数料明細書及び集計表の印刷 

イ 火薬管理 

(ｱ) 許可申請業務 

(ｲ) 保安検査申請業務 

(ｳ) 火薬庫外貯蔵場所の指示願出業務 

(ｴ) 認可申請業務 
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(ｵ) 施設台帳管理業務 

(ｶ) 届出管理業務 

(18) システム管理 

ア 本システムは、常に消防 OAサーバの稼動状況を監視し、一時的な同時使用などによる高

負荷がかかっている場合には、帳票集計など新たな負荷がかからないよう自動的に制御され

ていること。 

イ 各サブシステムにはユーザ管理機能を具備し、使用中端末、使用中サブシステム等をシス

テム管理者が把握できる機能を有すること。 

(19) WebGIS機能 

消防 OAシステムで各台帳の位置登録するための基本地図機能であり、以下の機能を有する

こと。 

ア 地図データは、Web地図と連動し、更新された情報は本システムでも自動反映されること。 

イ 完全な Web方式とし、クライアントパソコンにはブラウザだけで動作し、ソフト及びデー

タのインストールは不要なこと。 

ウ 本地図機能により、予防系データ、水利データの位置入力や地図が表示できること。また、

指令装置の事案データの地図が表示できること。その地図データをイメージとして取り込み、

各業務に関連付けて保存及び簡易お絵描きソフト等で自由に編集できること。このデータは、

各種報告書作成に活用できること。 

エ レイヤ表示、シンボル表示、オーバーレイ表示、届出情報表示、地図の拡大・縮小、スク

ロ－ル、表示が行えること。 

オ 消防 OAシステムと連動した地図表示を基本とするが、単独での検索も可能とし、住所検

索、目標物検索、ページ検索、座標検索が行えること。 

カ Web地図上に、消防戦術や車両侵入経路を自由に編集できること。 

(20) 事案情報連携 

指令装置の事案情報を消防 OAシステムに取込むことができること。また、事案情報内の地

図位置情報より、災害地点付近の地図を表示できること。また、表示された地図を元に、車両

位置などを追記し、報告書等に貼付けできること。 

(21) 予防情報機能 

ア 防火対象物、危険物施設台帳等の情報を指令装置の支援データとして取込むことができる

こと。また、WebGIS機能で位置登録ができること。 

イ 指令装置に渡されたデータは、地図シンボルとして、また本データにリンクされた図面情

報はシンボルにリンクされた画像情報として地図等検索装置で表示できること。 

(22) 水利情報機能 

ア 水利台帳の情報を指令装置の支援データとして取込むことができること。 

イ WebGIS機能で水利位置の登録ができること。 

ウ 指令装置に渡されたデータは地図シンボルとして、また、本データにリンクされた図面情

報はシンボルにリンクされた画像情報として、地図等検索装置で表示できること。 

(23) 車載端末(AVM及びタブレット)連携 
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ア 本連携により更新された、防火対象物、危険物施設、水利、高圧ガス・液化石油ガス情報、

火薬施設情報、届出情報の各情報やそれらにリンクした画像・属性情報は、車載端末にも反

映できること。表示させる属性情報は、協議会と協議の上決定すること。 

イ 車載端末で入力した傷病者の情報は消防 OAシステムに反映できること。 

(24) 査察タブレット 

ア 全般 

予防査察業務を行うため、立ち入り検査先で、査察対象の防火対象物、危険物施設、ガス、

火薬に関する情報表示及び査察結果(指摘事項・査察結果)の入力をオンラインで直接行う。 

なお、査察タブレットでは、本項に記載のすべての業務機能を使用できるものとする。 

イ 査察情報表示機能 

(ｱ) 防火対象物及び危険物施設の情報を閲覧できること。閲覧できる主な情報は、以下の

とおりとする。 

a 台帳情報 

b 過去の査察結果 

c 立入検査履歴 

d 台帳情報に紐づく図面 

ウ 査察情報入力機能 

(ｱ) 査察情報の入力ができること。 

(ｲ) 査察結果(指摘事項、通知書情報)の入力ができること。 

エ 通知書出力機能 

入力された査察結果から、携帯プリンタ(A4普通紙)に立入検査結果通知書等を印刷でき

ること。 

オ 情報共有機能 

(ｱ) 本章第 19 救急搬送支援システム及び本章第 21 災害情報共有システムの内容をタブ

レット端末に表示できること。 

(ｲ) 本章第 27 テレビ会議システムが使用できること。 

(ｳ) 本端末で撮影した写真等のデータを、査察タブレット間で共有可能なこと。 

6 構造仕様要件 

(1) 個人情報等の管理及び、障害時の波及防止をふまえ、3本部で別々のサーバとし、各端末か

らは自本部のサーバにのみアクセスできること。 

(2) サーバは十分な容量を有し、アプリケーション用のデータベース領域と別に、3市が任意の

文書等を保存するための領域を有するものとする。外部ストレージ等を使用しての実現を可と

する。 

(3) セキュリティが保たれていること。 

(4) 3本部が設置するそれぞれの消防 OAシステム端末においては、各市のイントラネットに接

続できること。接続にあっては、FW/UTM等での強固なセキュリティを構築の上、接続を実現

すること。詳細は、協議会及び関係市町と協議の上、決定すること。 

ア 山口市：NWが論理的に切り離された状態で山口市イントラネットから接続し、セキュリ

ティを担保してアクセスできること。 



 

105 

 

導入する消防 OAシステム端末は、山口市イントラネット端末として使用できるよう山口

市側で設定したものを、消防 OAシステムが利用できるよう設定すること。 

なお、山口市消防本部設置の消防 OAシステム端末については、山口市の要件に対応した

機種を選定すること。また、山口市イントラネット上のプリンタ、スキャナ、複合機が使用

できること。接続にあたっての設定等の詳細は山口市と協議の上、決定する。 

イ 萩市：NWが論理的に切り離された状態で接続し、VDI等で仮想的にアクセスできること。 

ウ 防府市：NWが論理的に切り離された状態で接続し、VDI等で仮想的にアクセスできること。 

(5) ファイアウォールの設置などセキュリティを十分に配慮の上、自市のイントラネットのみア

クセス可能とし、3市全体のセキュリティポリシーに十分に配慮すること。 

(6) 3本部の既設設備が保有するデータをすべて移行すること。 

(7) 各種サーバ装置は、省スペース化を図れるようにすること。 

(8) 自動バックアップ機能を有すること。 

(9) モバイル査察端末については、次のとおりとする。 

ア タッチペンを使用しての操作が可能であること。 

イ セキュリティを考慮しセキュリティチップを搭載していること。 

ウ オンライン方式により台帳等を直接入力・変更できること。 

エ 携帯プリンタ(A4普通紙)と接続し、印刷できること。 

(10) タブレット端末を後部座席等に固定及び充電することができるよう、必要数分の車載用架台

を設置すること。 

(11) 3本部それぞれのクライアント端末にて、グループウエア機能を共通・本部毎として使用で

きること。グループウエアは協議会との協議の上、決定すること。 

(12) 内閣府の運営するマイナポータル等に接続し、電子申請データを取り込むことができること。

詳細は協議の上、決定とする。 

(13) 各事務室に設置するプリンタ等については、室内の各端末から容易に接続し印刷ができる構

成とすること。 

(14) 萩市消防本部においては、既設の複合機等と接続し、印刷及びスキャンしたファイルを使用

できる構成とすること。 

 

第19 救急搬送支援システム 

1 概要 

本装置は、救急搬送における救命率向上のため、救急隊と共同指令センター等との間で搬送者

情報等の共有を行うものである。また、消防 OAシステムと連携することによって、救急活動報告

書の入力を支援するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 救急報告入力 

ア 救急事案管理システムと同様の項目を入力でき、入力した情報は消防 OAシステムに登録

されること。 

イ 自由入力欄を設け、事案に紐づかないメモ情報を登録できること。 

(2) 搬送記録票入力 
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ア 救急事案管理システムで管理している項目と傷病箇所入力用の人体図イメージを組み合

わせて搬送記録票の入力を行うことができること。また、入力した情報は消防 OAシステム

に登録できること。 

イ 入力順を自由にレイアウトできる等、搬送記録票のフォーマットを変更可能であること。 

ウ 入力に関して極力タッチ数を少なくするよう配慮すること。 

(3) 人体図手書き入力 

記録票入力画面に人体図のイメージを表示し、傷病箇所・内容を記録できること。 

(4) 医師署名入力 

医師署名欄を設け、手書きでサインを入力でき、搬送記録票に登録できること。 

(5) カメラ起動 

カメラ起動ボタンを設け、タブレットのカメラを起動できること。 

(6) 医療用語辞書付き文字入力 

文字入力は手書き文字認識機能を備え、医療専門用語が予測変換でリスト表示されること。 

(7) 帳票出力 

救急車内にモバイルプリンタを設置し、入力したデータを元に搬送記録票等の出力が行える

こと。 

(8) 過去搬送者の参照 

搬送履歴を検索し、過去にどのような処置を施したか、どこの医療機関に収容したか等を参

照することができること。 

(9) 他隊状況確認 

他の隊の医療機関への問合せ状況、搬送状況を参照することができること。 

(10) 情報閲覧機能 

指令センター等にて管理されている次の情報を容易な操作で取得できること。 

ア 各種支援情報(特殊対応傷病者情報等) 

イ 現在進行中の他救急隊の搬送情報及び医療機関名 

(11) 万が一の紛失に備え、次のセキュリティ機能を具備すること。 

ア 遠隔操作によるデータ削除が行えること。 

イ ID、パスワードにてログイン管理を行えること。 

3 構造仕様要件 

(1) サーバ装置は、冗長化が施されており、高負荷時に耐え得る十分な余力を持った他装置との

共用を可とする。 

(2) 筐体は 10インチ程度とすること。 

(3) 防塵及び防水対応可能な堅ろう型とすること。 

(4) 救急隊が手袋着用のままでもスムーズな操作が可能であること。また、タッチペンを使用し

ての操作も可能であること。 

(5) 外付けキーボードを含むこと。 

(6) データ記録媒体は SSD方式とし、車両搭載の振動を考慮したものであること。 

(7) 屋外での使用でも見やすい高輝度の液晶であること。 

(8) セキュリティを考慮しセキュリティチップを搭載していること。 
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(9) タブレット端末を後部座席等に固定及び充電することができるよう、必要数分の車載用架台

を設置すること。 

 

第20 指揮支援システム 

1 概要 

本装置は、現場の指揮隊にタブレット端末等を配備し、電話回線経由で共同指令センター及び

各作戦室等と情報及び映像等を共有するためのものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令情報及び災害地点地図の表示(他事案含む)を行えること。 

(2) 他隊の動態及び位置情報表示を行えること。 

(3) 本章 第 21 災害情報共有システムの内容を表示できること。 

(4) 本章 第 27 テレビ会議システムを使用したテレビ会議を行えること。 

(5) 共同指令センター、3本部及び他隊との間で、地図への書き込みやタイムライン等による情

報共有が行えること。 

(6) 万が一の紛失に備え、次のセキュリティ機能を具備すること。 

ア 遠隔操作によるデータ削除が行えること。 

イ ID、パスワードにてログイン管理を行えること。 

(7) 水利、防火対象物、危険物施設、警防計画、活動マニュアル等の各種支援情報を容易な操作

で閲覧できること。 

(8) 現場映像、高所カメラ、ヘリテレ等の各種配信映像を受信できること。 

(9) タブレット付属のカメラ機能を有し、画像及び動画を撮影できること。 

(10) 撮影した画像及び動画を、共同指令センターに送信できること。また、タブレット本体に保

存することもできること。 

3 構造仕様要件 

(1) タブレット端末の筐体は 10インチ程度とすること。 

(2) 現場指揮卓の筐体は 40インチ程度とすること。 

(3) 防塵防水対応可能な堅ろう型とすること。 

(4) タブレット端末への情報送受信は、サーバを設置し行うこと。 

(5) データ記録媒体は SSD方式とし、持ち運びの振動を考慮したものであること。 

(6) 屋外での使用でも見やすい高輝度の液晶であること。 

(7) セキュリティを考慮しセキュリティチップを搭載していること。  

 

第21 災害情報共有システム 

1 概要 

本装置は、3本部、各署所及び関連施設等の職員等に対して、現在の事案状況、車両状況等の

情報共有機能を有するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 認証機能 

ア アカウントの利用権限を基に情報の参照及び更新を制限できること。 
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イ IPアドレスによる接続制限機能を有し、本装置への接続を制限できること。 

ウ 同時接続数は上限値を設け、本装置への接続を制限できること。 

エ 設置する端末の参照権限は、次のとおりとする。 

(ｱ) 指令センター職員 ：共同運用に係る本部情報を参照可 

(ｲ) 消防本部職員  ：自消防本部の情報のみ参照可 

(ｳ) 市職員  ：自消防本部の情報のみ参照可 

(2) ポータルサイト機能 

ア 連絡事項を掲載できること。また、消防本部ごとに連絡事項の表示を制限できること。 

イ 現在発生している事案の概略情報(受付時刻、災害種別、災害住所等)を一覧にて表示でき

ること。 

ウ 本装置から気象情報収集装置等の他の Webシステムを表示できること。 

(3) 情報共有機能 

表示する各種データは指令装置と共有し管理されていること。また、指令装置で更新された

情報は自動反映されること。 

ア 地図表示・操作 

(ｱ) 本装置で閲覧する地図の種類、範囲及びデータフォーマットは、以下のとおりとする

こと。 

 なお、本装置で閲覧する住宅地図及び道路地図の版権費用及び使用許可申請費用は本仕

様に含まれるものとし、受託者が手続きを行うものとする。 

a 住宅地図 ：本章第 1-3 地図等検索装置と同内容とすること。 

b 道路地図 ：本章第 1-3 地図等検索装置と同内容とすること。 

(ｲ) 本装置で表示されている地図部分を全画面で表示できること。 

(ｳ) 簡易な操作で拡大・縮小ができること。 

(ｴ) 同一地点を中心として複数の地図を切り替え表示ができ、各種地図間を自由に切り替

え操作することができること。 

(ｵ) スクロールは、直感的な操作で行えること。 

(ｶ) 容易な操作で地図の初期位置に戻れること。 

(ｷ) 表示している地図の場所を複数箇所記憶できること。また、記憶された場所を一覧表

示し、容易な操作で該当地図の再表示ができること。 

(ｸ) 簡単な操作により地図画面でクリックした場所の緯度経度を確認できること。 

(ｹ) 住宅地図及び道路地図をそれぞれ複数のレイヤ情報としてデータ管理することができ、

任意のレイヤ情報の表示・非表示をすることができること。 

(ｺ) 距離計算や面積計算ができること。 

(ｻ) 本装置で表示されている画面を印刷できること。 

イ 地図検索・属性表示 

(ｱ) 住所や目標物、地図頁、緯度経度等による地点の検索ができること。 

(ｲ) 地図上の目標物、水利、防火対象物、危険物施設等のマークを選択することにより、

マークに登録されている属性情報(文字等の詳細情報)を表示することができること。 

ウ 車両運用表示 
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(ｱ) 署所名 

(ｲ) 車両名 

(ｳ) 車種 

(ｴ) 動態 

(ｵ) 全車両の最新の車両状況を一覧表示でき、定期的に表示内容を自動更新できること。

また、選択した車両の位置を地図上に表示できること。 

a 車両をグループ別に表示できること。 

b 車両動態は各車両端末及び署所端末からの入力と連動して表示できること。 

エ 支援情報表示 

(ｱ) 気象情報 

(ｲ) 注意報・警報 

(ｳ) 災害件数 

オ 進行中事案表示 

(ｱ) 活動中の事案の一覧を表示し、定期的に表示内容を自動更新すること。また、選択し

た事案の災害地点と当該事案に出動している車両の位置を地図上に表示すること。 

なお、一覧表示した情報及び各事案の詳細情報を印刷できること。 

(ｲ) 事案情報より、災害地点付近の地図を表示できること。 

(ｳ) 他の消防本部に車両が応援出動した場合、応援事案から応援先の事案を参照できるこ

と。 

(ｴ) 表示内容 

a 事案情報 

b 覚知日時 

c 事案状態 

d 災害種別・区分 

e 災害地点住所・対象物名 

f 出動車両・動態 

g 搬送先病院名(救急事案の場合)  

h 気象情報 

カ 事案抽出表示 

(ｱ) 署所、事案状態、日時、災害情報、災害住所等の条件を指定することで過去事案の検

索・表示が行なえること。 

(ｲ) 過去事案の車両動態時刻の修正が行なえること。 

(ｳ) 表示内容 

a 事案情報 

b 覚知日時 

c 事案状態 

d 災害種別・区分 

e 災害地点住所・対象物名 

f 出動車両 
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g 搬送先病院名(救急事案の場合) 

h 気象情報 

キ 医療機関情報表示 

(ｱ) 医療機関一覧では医療機関名、診療可否、手術可否、当番医療機関、空床数等の情報

を表示でき、自動更新機能によって定期的な表示内容の更新ができること。 

(ｲ) 医療機関表示は、１画面で 20 件以上の表示がおこなえ、同画面を最大 10 頁のグルー

プ表示が可能なこと。 

(ｳ) 医療機関情報において、医療機関名、所在地、地区、医療機関種別、告示区分、開設

区分、連絡先(電話番号)等の情報を表示できること。また、選択した医療機関の位置を地

図上に表示できること。 

ク データメンテナンス機能 

(ｱ) 基本情報メンテナンス機能 

a 自動出動指定装置や地図等検索装置等で利用する住所、目標物、支援情報等の基本

情報(以下「マスタデータ」という。)の修正が行えること。 

b 修正したマスタデータは、オンラインでシステム停止なく制御処理装置に転送でき

ること。 

c 出動計画に関連するような指令運用に大きな影響を与えるデータ修正は、本番に反

映する前に、指令台のディスプレイにて訓練モード等で動作確認ができること。 

d 地図等検索装置にて地図表示に必要なポイント情報や地図図形も同様に修正・転送

ができること。 

e 出動隊の編成処理で使用する川や線路等の通行不能エリアの修正・転送ができるこ

と。 

f 職員によって修正できる情報の制限ができること。 

(ｲ) 地図データメンテナンス機能 

a 住所ポイント(地点情報データベース)と地図を同時に表示し、住所コード等(地点情

報)・地図座標 (地図位置情報)を同時に更新できること。 

b 各種シンボルマークの位置情報を修正できること。 

c 地図情報、地図属性データ等を容易に修正できること。 

d 地図描画機能により、新規建物や道路等のデータを追加できること。 

(ｳ) 経路探索ノードデータメンテナンス機能 

a 道路情報のノードやリンクの編集、道路属性の編集などの機能を有すること。さら

に、修正したデータベースを経路探索装置に複写する機能を有すること。 

b 地図表示機能を有し、容易な操作で拡大・縮小ができ、距離計算、面積計算ができ

ること。 

c ノード･リンク情報の追加、削除、移動、属性編集ができること。 

d 2点間経路探索機能で、指定した災害地点に対し、指定車両位置からの最短経路の検

索ができること。 

e 編集したノード･リンク情報を経路探索装置に反映できること。 

f 道路の通行止め情報(区間、期間、時間)を登録し、経路探索装置に反映できること。 
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(ｴ) 届出情報メンテナンス機能 

届出入力端末として使用でき、各消防本部の届出情報を更新できること。 

ケ 防災事案共有機能 

(ｱ) 共同指令センターで受付けた風水害等の災害について、指令装置等で災害種別・区分

等にて「防災事案」等として作成した事案を取り込み、当該事案を防災事案として管理・

共有できること。 

(ｲ) 各市の防災事案を参照できること。 

(ｳ) 各市の防災事案の新規作成・登録が可能であること。 

(ｴ) 各市の対応内容や被害状況等を入力できること。 

(ｵ) 管内地図を表示し、防災事案の場所を表示できること。 

(ｶ) 防災情報として登録した事案については、同事案は処理完了となるまで進行中事案と

して管理できること。 

(4) テレビ会議機能 

本章第 27 テレビ会議システムと接続し、テレビ会議が行えること。 

3 構造仕様要件 

(1) 将来的な拡張性を考慮し、本装置は Webシステム方式で構成されること。 

(2) 他装置への組込みも可とする。 

(3) 組込みを行わない場合、【別冊 1】機器仕様要件に示す機器仕様要件を満たすこと。 

(4) 山口市役所に設置するクライアント端末については、Webカメラ、スピーカーフォン等を含

むこと。 

(5) 萩市消防本部・各署所・市役所に設置するクライアント端末については、Webカメラ、スピ

ーカーフォン等を含むこと。 

(6) 防府市役所に設置するクライアント端末については、Webカメラ、マイク、スピーカ等を含

むこと。 

 

第22 情報収集端末装置 

1 概要 

本装置は、共同指令センターに設置し、インターネット情報の閲覧・操作を行う。 

2 機能仕様要件 

インターネットに接続し、インターネット情報の検索・閲覧を行えること。 

3 構造仕様要件 

本章第 15 消防ネットワーク設備とは接続しない独立端末とすること。 

 

第23 現場映像伝送装置 

1 概要 

本装置は、災害現場にて撮影した映像を送信し、共同指令センター、3本部、署所、関連施設

間等にて情報共有を行うためのものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 現場映像送信装置 
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ア 基本機能 

(ｱ) 携帯電話回線(IP-VPN網)を経由して映像を送信できること。 

(ｲ) 現場映像受信装置との間でやり取りするデータを暗号化できること。 

イ 可搬型送信装置 

(ｱ) IPカメラ型、スマートフォン型、ウェアラブル型等により映像を撮影できること。 

(ｲ) ウェアラブル型においては、出動隊員に着装し、ハンズフリー撮影できること。 

ウ 車載型送信装置 

(ｱ) 携帯電話回線(IP-VPN網)を経由して車載カメラからの映像を送信できること。 

(ｲ) 現場映像受信装置との間でやり取りするデータを暗号化できること。 

(ｳ) 映像送信装置を経由して映像が伝送できること。また、映像受信装置側から専用コン

トローラにてパン・チルト・ズームなどのカメラの操作が行えること。 

(ｴ) 低照度環境下では、自動的に赤外線を照射し、0lx環境下でも撮影できること。 

(2) 映像受信装置 

ア 複数個所の現場映像を同時に受信できること。 

イ 映像送信装置の映像設定変更を遠隔操作で行えること。 

ウ 受信した映像及び静止画を保存できること。 

エ 受信した映像を共同指令センターの多目的情報表示盤等に表示できること。 

オ 受信した映像の撮影時刻が表示できること。 

カ 受信した映像のキャプチャーを取得できること。 

キ 受信した映像のキャプチャーを印刷できること。 

ク 録画映像を確認する際、撮影した映像の時間を表示できること。 

ケ 録画映像の切り抜き等の簡単な編集が行えること。 

(3) セキュリティ機能 

ア 遠隔による端末の操作ロック、データ消去等ができること。 

イ パスワード等にてログイン管理を行えること。 

3 構造仕様要件 

(1) 現場映像送信装置 

ア IPカメラ型送信装置 

(ｱ) 持ち運び、設営が容易な構造・重量であること。 

(ｲ) 動作用の電源装置を具備すること。 

(ｳ) 撮影用の三脚を付属すること。 

(ｴ) 防塵・防水対策を施すこと。 

イ スマートフォン型送信装置 

(ｱ) タッチパネルを利用した画面インタフェースを有すること。 

(ｲ) 動作用の電源装置を具備すること。 

(ｳ) 防塵・防水・耐衝撃対策を施すこと。 

ウ 車載型カメラ 

(ｱ) 車両への固定設置が可能であること。 

(ｲ) 防塵・防滴対策を施すこと。 
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(ｳ) 車両への取付にあっては、協議会と協議の上決定すること。 

エ ウェアラブルカメラ型送信装置 

(ｱ) 持ち運びが容易な構造・重量であること。 

(ｲ) 動作用の電源装置を具備すること。 

(ｳ) 防塵・防水・耐衝撃対策を施すこと。 

(ｴ) 出動隊員のヘルメット等に着装し、固定して使用できること。 

(2) 現場映像受信装置 

ア 共同指令センター、警防作戦室、各消防本部に設置すること。 

イ OAデスク等に設置すること。 

ウ 切替操作により、それぞれのカメラの映像の表示が行えること。 

 

第24 映像配信装置 

1 概要 

本装置は、災害活動時における映像情報の共有をおこなうため、現場映像電送装置、消防用高

所監視施設、その他本システムが扱う各種映像を、関係各所に対して配信・共有するものである。 

2 構造仕様要件 

(1) 各消防本部、各署所、関連施設等に設置する表示盤、指揮支援システム端末及び映像受信端

末等に対して、下記の映像を共同指令センターより配信できること。また、配信する映像につ

いては、任意に選択ができること。 

ア 本章第 14 消防用高所監視施設の撮影映像(※高所監視施設を導入する本部のみ) 

イ 本章第 23 現場映像伝送装置の撮影映像 

ウ その他各種映像 

(2) 映像配信装置操作用端末で、配信を行う映像及び配信先の選択ができること。 

(3) ID及びパスワードにより、映像配信操作用端末にログインが可能であること。 

(4) 各市町に設置する映像受信端末に対して映像を配信できること。詳細は協議の上、決定する

こと。 

(5) 各種映像の参照権限は、次のとおりとする。 

ア 指令センター職員 ：共同運用に係る本部情報を参照可 

イ 消防本部職員  ：自消防本部の情報のみ参照可 

ウ 市職員   ：自消防本部の情報のみ参照可 

3 構造仕様要件 

(1) 映像配信操作用端末は、次の場所に設置すること。 

ア 共同指令センター 

イ 各消防本部・各署所 

(2) 各市に、映像閲覧専用の映像受信端末を設置すること。詳細は協議の上、決定すること。 

(3) 防府市用映像受信端末は、55型相当外付け液晶ディスプレイ(移動式キャスター設置)に接

続すること。 

(4) 映像配信先については、【別紙 4-4】映像配信・操作制御一覧を参照とする。 
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第25 バックアップ指令センター設備 

1 概要 

本装置は、大規模災害時等により指令センター機能が停止した場合に備え、各消防本部が独自

で 119番通報の受付等を行う装置である。詳細は、提案によるものとする。 

2 機能仕様要件 

(1) 緊急通報受付用電話 

ア 本装置を設置する署所等において、署落とし等により入電する該当本部管轄の緊急通報を

受付けできること。 

イ 2人の指令員等にて同時に2回線の通報を処理できること。 

ウ 通話録音機能を有すること。 

(2) 指令用端末 

ア 住所(町丁目等)、目標物から地点の検索ができること。 

イ 災害地点、災害分類、災害種別の決定ができること。 

ウ 決定された災害地点、種別に対応する出動計画に基づいた出動隊の編成ができること。 

エ 基本的な事案情報(受付日時、切断日時、覚知種別、指令日時、通報者情報(氏名、性別、

電話番号等)、扱者氏名、メモ等)を入力・管理できること。 

オ 作成した事案で活動した車両を管理できること。 

カ 車両の動態情報の一覧表示ができること。 

キ 事案を単独で管理及び一覧表示できること。 

ク 事案情報や動態情報を印字出力できること。 

ケ 管轄署所に対して肉声指令ができること。 

3 構造仕様要件 

詳細は、提案による。 

 

第26 作戦室設備 

1 概要 

本装置は、3本部の警防作戦室等に設置し、風水害や大規模災害発生時における活動方針の決

定を迅速かつ確実に行うため、本章第 20 指揮支援システム、本章第 21 災害情報共有システム、

本章第 27 テレビ会議システム等と連携し、災害事案情報や車両情報等の共有化を図るものであ

る。 

2 機能仕様要件 

(1) 共通事項 

ア 警防作戦室立ち上げ時は、共同指令センターに設置の自動出動指定装置と連携し、共同指

令センターにて指令を送出していない事案(未指令事案)に対して、車両選定・追加及び事案

情報のトリアージ等を行うことができること。 

イ 未指令事案については、再度、共同指令センターにて指令操作を行うことで平常時と同様

の指令(指令放送、無線指令、指令書出力、車両運用端末装置への表示)が行えること。 

ウ 本設備の映像は、同一庁舎内の表示盤装置に分岐表示することができること。 
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エ 管内の概略地図を表示し、現在の災害発生状況や車両状況(位置・動態)等を一瞥で確認で

きること。 

オ 事案管制機能 

いずれかの構成装置において、以下の機能が使用できること。 

(ｱ) 事案作成機能 

駆け込みや現場活動中に覚知した事案を作成できること。作成した事案の情報は共同指

令センター及び署所と共有できること。 

(ｲ) 指令送出機能 

警防作戦室にて指令操作を行えること。また、指令台にて、当該事案が指令済みである

ことが判別できること。 

(ｳ) 指令音声・指令書出力機能 

署所にて合成音声又は肉声による指令音声が拡声放送されること。また、指令送出に連

動して指令書が出力されること。 

(ｴ) 情報表示機能(AVM・指揮支援システム) 

警防作戦室にて入力した指令情報・事案情報が車両運用端末及び指揮支援システムにて

表示できること。 

カ 訓練モード機能 

(ｱ) 共同指令センターと連携し、大規模災害を想定した警防活動訓練が行えること。 

(ｲ) 119番通報の指令・事案の一瞥化・作戦室へのリアルタイム情報共有・保留事案等の警

防作戦室での出動隊編成指令等の訓練機能を有すること。 

(2) 大型表示盤 

ア 本章第 20 指揮支援システム、本章第 21 災害情報共有システムの画面を表示できるこ

と。 

イ 録画再生装置の録画映像及びテレビ映像を表示できること。 

ウ 任意の端末の映像を表示できること。 

エ その他の表示内容は【別紙 4-2】作戦室表示盤等映像入出力表を参照とする。 

(3) 情報共有テーブル 

ア 手書き入力機能 

(ｱ) 手書き入力ができること。 

(ｲ) 手書き文字は、色、大きさの変更が行えること。また、手書き文字に対する消しゴム

機能を有すること。 

(ｳ) 手書き情報は、複数ページの登録ができること。 

(ｴ) 任意の映像を取り込み、手書きのひな形として使用できること。 

(ｵ) 手書き入力の内容を電子データ（PDF、JPEG方式等）として保存できること。 

イ 各種情報表示機能 

(ｱ) 管内の概略地図、現場映像等を表示することができること。 

(ｲ) 手書き入力した内容を表示盤、指揮支援システム、災害情報共有システムに対して投

影できること。 

(ｳ) 録画再生装置の録画映像及びテレビ映像を表示できること。 
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(ｴ) 任意の端末の映像を表示できること。 

(ｵ) その他の表示内容は【別紙 4-2】作戦室表示盤等映像入出力表を参照とする。 

(4) 電子白板 

ア 手書き入力した内容を画像として保存・印刷できること。 

イ 手書き入力した内容を他拠点に設置の電子白板に表示・共有することができること。 

ウ 手書き入力した内容を表示盤、指揮支援システム、災害情報共有システムに対して投影で

きること。 

エ 本章第 21 災害情報共有システム及び本章第 20 指揮支援システムとの情報共有ができ

ること。 

オ 本章第 27 テレビ会議システムを使用したテレビ会議を行えること。 

カ その他の表示内容は、【別紙 4-2】作戦室表示盤等映像入出力表を参照とする。 

3 構造仕様要件 

(1) 大型表示盤 

ア キャスター付き架台に設置すること。事務室等での使用を考慮した接続ケーブルの配線を

行うこと。詳細は、協議会との協議の上、決定すること。 

イ 設置する環境に対して十分な明るさが確保されること。 

ウ 視認性が良いこと。(写り込み等の対策がなされていること。)  

(2) 情報共有テーブル(大型タッチパネル) 

ア 天板面に大型タッチパネルを具備したテーブル((株) ブイキューブ「V-CUBE Board」相当)

とし、手書き入力、タッチ操作を行う。また、手書き入力した内容を画像として保存・印刷

できること。 

イ キャスター付き架台に設置すること。 

ウ 事務室等での使用を考慮した接続ケーブルの配線を行うこと。詳細は、協議会との協議の

上決定すること。 

(3) 電子白板 

ア タッチパネルディスプレイを具備した電子白板とし、手書き入力、タッチ操作を行う。ま

た、手書き入力した内容を画像として保存・印刷できること。 

イ キャスター付き架台に設置すること。 

ウ Webカメラ、スピーカーフォンを各 1式具備すること。 

エ 事務室等での使用を考慮した接続ケーブルの配線を行うこと。詳細は、協議会との協議の

上決定すること。 

(4) 山口市消防本部においては、山口市役所新本庁舎 5F警防作戦室に設置すること。 

(5) 萩市消防本部においては、1F現行総務課に設置すること。非常時の際においては 2階屋内

訓練室で使用可能とするため、配線を行うこと。 

(6) 防府市消防本部においては、3F現行災害対策室に設置すること。また、非常時においては

3F講堂で使用可能とするため、配線を行うこと。また、既設講堂 AVシステム(映像制御装置(ス

イッチャ、映像再生装置(BD・DVD))、放送設備(アンプ、ミキサ、マイクシステム)等)及び既

設モバイルプロジェクタ(120インチ程度の既設スクリーンへ投影できること。)を更新し、既

設ディスプレイ(天井吊り下げ)への映像出力及び既設スピーカからの音声出力が行えること。 
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第27 テレビ会議システム 

1 概要 

各拠点に設置する端末により、ネットワーク通信によるテレビ会議での情報共有を行うもので

ある。 

2 機能仕様要件 

(1) テレビ会議システム機能 

ア ライブ映像及び音声を、拠点間で共有できること。 

イ 接続拠点数に応じて、表示レイアウトの分割数を選択できること。 

ウ 画面の表示方法の切替えができること。 

エ 端末間での映像及び音声の送受信を行えること。 

オ 1:1及び 1:nで接続ができること。 

カ 指令に伴い使用することができるよう、迅速に起動できること。 

(2) テレビ会議システム用端末 

ア テレビ会議システム機能が使用できること。 

イ 携帯電話回線(IP-VPN網)を経由しての相互通信もできること。 

(3) ウェアラブル型端末 

ア テレビ会議システム機能が使用できること。 

イ 携帯電話回線(IP-VPN網)を経由して相互通信ができること。 

ウ 山口市は、テレビ会議システム用端末との相互通信により、救急隊から医師への指示要請

ができること。 

(4) 電子白板 

ア テレビ会議システム機能が使用できること。 

イ 手書き入力した内容を画像として保存・印刷できること。 

ウ 手書き入力した内容を他拠点に設置の電子白板に表示・共有することができること。 

エ 自動出動指定装置と連携し同一災害に起因する事案の一覧を表示・出力できること。 

3 構造仕様要件 

(1) テレビ会議システム用端末 

ア テレビ会議システム機能が使用できること。 

イ Webカメラ、スピーカーフォン等を具備すること。 

ウ 山口市は、関連病院 4施設へ設置し、携帯電話回線(IP-VPN網)を経由して使用できるこ

と。 

(2) ウェアラブル型端末 

ア テレビ会議システム機能が使用できること。 

イ 出動隊員のヘルメット等に着装し、固定して使用できること。 

(3) 電子白板 

ア タッチパネルディスプレイを具備した電子白板とし、手書き入力、タッチ操作を行う。ま

た、手書き入力した内容を画像として保存・印刷できること。 

イ キャスター付き架台に設置すること。 

ウ Webカメラ、スピーカーフォンを各 1式具備すること。 
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第28 拡張台 

1 概要 

拡張台は、本システムの付帯装置を搭載するものである。 

2 構造概要 

指令台、指揮台、無線統制台と調和のとれる色調及び形状であること。 

 

第29 放送設備 

1 概要 

本装置は、指令装置と連動した自動指令により、自動的に系統選択を行い各消防本部及び署所

のスピーカーに指令放送を行うとともに、手動指令や業務放送を行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令情報を受信し指令放送が行えること。また、スピーカーに指令音声を出力できること。 

(2) 業務放送と重複した場合、指令放送を最優先とすること。 

(3) 指令情報から指令に該当するスピーカー系統の選択制御を行えること。 

(4) スピーカー系統は、複数系統(おおむね 5系統以上)の制御ができること。 

(5) スピーカー系統選択については、災害種別や昼夜時間帯によって選択設定が可能であること。 

(6) 設定により 1日 5回程度、定時にチャイム放送が行えること。 

3 構造仕様要件 

(1) 専用の収容架に収容設置ができること。 

(2) 業務放送用のスタンドマイクを付属すること。 

(3) 業務放送は手動で鳴動するスピーカーを制御できること。 

(4) スピーカー及びケーブルや配線箱(プルボックス等)は原則既設流用を可とするが、必要に応

じて更新すること。ただし、【別紙 1】機器構成表に示す該当拠点は原則更新とする。 

なお、山口市は 1式 2台設置とする。 

 

第30 駆け込み通報装置 

1 概要 

本装置は、署所等の庁舎入り口付近に通報用電話機を設置し、夜間及び不在時等の住民の駆け

込み通報を受け付けるものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 通報者は、簡易な方法(受話器を上げるだけ等)で指令台へ自動発信を行い緊急通話ができる

こと。 

(2) 指令台にて本装置からの着信であることを表示するとともに、通報した署所の位置を地図表

示すること。 

(3) 指令台では、緊急の場合、119番通報と同様の動作とすること。また、相談の場合は、加入

回線と同様の動作とすること。 

(4) 駆け込み通報時の通報受付内容は、署所のスピーカーより拡声放送できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 腐食及び経年劣化に配慮すること。 
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(2) 風雨を考慮し防水又は防滴仕様の収納ボックス等に設置すること。 

(3) 音声回線は VoIP化できること。 

(4) 設置位置は、通報者の視認しやすい位置とすること。詳細は、協議会との協議により決定す

ること。 

 

第31 署所監視装置 

1 概要 

本装置は、セキュリティ確保のため、署所等の状況をモニタ画面にて確認することにより庁舎

の防犯監視及び出動車両の確認等を行うものである。 

2 機能仕様要件 

(1) Webカメラは共同指令センターで任意のカメラを指定し、以下の遠隔操作等ができること。

また、カメラ映像は共同指令センターでモニタできること。 

ア 上下・左右角度変更 

イ ズームイン・ズームアップ 

(2) 夜間の撮影ができること。 

(3) 映像は、必要に応じて共同指令センターの多目的情報表示盤等に表示できること。 

(4) 映像は、１つの署所等に設置した複数のカメラ映像を１画面に同時に分割表示し、当該署所

名が表示されること。 

(5) 映像は、マルチディスプレイ中の１画面に１署所を表示し、一定時間ごとに表示署所を自動

的に切り替え表示できると共に、複数の署所を複数のマルチディスプレイに同時に表示するこ

とも可能であること。 

(6) 任意の署所、任意の特定のカメラを指定して１画面全面表示が可能であること。 

3 構造仕様要件 

(1) 監視カメラ制御装置 

ア 共同指令センターに設置すること。 

イ 撮影した映像を録画するための、HD及び BD録画再生装置等を含むこと。HD及び BD録画

再生装置は他装置との兼用を可とする。 

ウ 映像は、常時録画方式とすること。録画した映像は、各日付ごとに保存できること。詳細

は、協議会との協議により決定すること。 

(2) 署所監視装置(カメラ) 

ア webカメラは署所庁舎等に設置すること。 

イ 撮影対象は、玄関、駆け込み通報装置付近、車庫、夜間受付場所等とすること。設置場所

の詳細は協議会との協議により決定する。 

ウ webカメラは防塵及び防水規格を満たしていること。 

エ 設置場所に応じて旋回可能な装置類を導入する等、死角を低減するための対策を施すこと。

詳細は、協議会との協議により決定すること。 

 

第32 避雷設備 
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本装置は、商用電源線から侵入する誘導雷サージあるいは接地雷サージによる破壊衝撃から本

システムを構成する各機器を保護するものである。 

1 機能仕様要件 

(1) 耐雷トランス 

共同指令センターの機械室に独立して設置できること。 

(2) 電源用避雷ユニット 

ア 屋内壁掛け型又は端子盤取付型の構造とすること。 

イ 各装置に供給する電源は、本盤に収容するブレーカを経由して行うこと。 

(3) 信号用避雷ユニット 

ア 配線架又は端子盤取付型の構造とすること。 

イ 全ての通信回線(メタル回線等)に実装すること。 

 

第33 構内電話交換設備 

1 概要 

本装置は、緊急時等における消防内部の重要通話を確保するために設置するもので、共同指令

センター、3本部及び各署所の事務用内線を収容し、各回線間及び局線への接続による通話機能

を有するとともに、本システムとの接続を可能とするものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 基本機能 

ア 共同指令センターとの連絡用に即時性の高いホットライン電話を 3本部の各警防作戦室

及び萩市消防本部各署所等の指定箇所に設置すること。 

イ 共同指令センター、各消防本部及び署所との通話は、ブロードバンド回線等により統合す

ること。 

ウ 各消防本部及び署所の電話交換機と接続し、相互内線通話ができること。 

 なお、電話交換機を設置しない萩市消防本部署所は除く。 

エ 内線からの局線、専用線の自動発信通話ができること。 

オ 局線、専用線着信の電話機(ダイレクトインライン・内線ダイレクトイン)応答及び内線転

送ができること。 

カ 専用線着信の内線ダイヤルイン接続及び専用線中継ができること。 

キ 光 IP回線を接続できること。 

ク ダイヤルインについては発信番号機能とすること。 

ケ 通話録音を行えること。 

コ 停電時においても通話できる電話機を設置すること。 

(2) 内線に関する機能 

ア 共同指令センターと各消防本部及び署所等で事務用の内線通話ができるよう、各消防本部

及び署所等に内線延長ができること。 

イ 着信音識別 

内線呼出信号は、局線からの着信と専用線、内線相互の着信を識別できるものとする。 

ウ 内線代表 
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あらかじめ定めた群内の内線に着信し、その内線が話中の場合、自動的に同一群内の内線

を選択して音信接続するものとする。 

エ 不応答転送(内線代表群に限る。) 

音信接続において、一定時間不応答の場合、自動的に下位番号内線へ音信転送するものと

する。 

オ 代理応答 

あらかじめ定めた群内の内線に着信があった場合、同一群内の内線でその着信に特番ダイ

ヤルにて代理応答できるものとする。 

カ 可変不在転送 

自己内線への着信を、登録(特番ダイヤル＋転送先内線番号等)により他内線(自由選択)

へ自動伝送できるものとする。又は、特番ダイヤルにより解除できるものとする。 

キ 内線三者通話 

通話中に他内線を呼出し、三者通話できるものとする。 

ク 打合せ・通話転送 

(ｱ) 内線が通話中の回線を保留し、他の内線と内線相互通話ができるものとする。 

(ｲ) 内線相互通話の相手に保留中の回線を転送できるものとする。 

(ｳ) 転送誤操作が生じた場合は、保留回線を転送した内線に接続させるものとする。 

ケ 簡易転送 

(ｱ) 内線が通話中の回線を保留し、他の内線を呼出、相手内線が応答する前に転送者が抜

けられるものとする。 

(ｲ) 相手内線が一定時間応答しない場合は、転送者へ再転送するものとする。 

(ｳ) 転送誤操作が生じた場合は、保留回線を転送した内線に接続させるものとする。 

コ 不在案内 

内線にて不在登録により、当該内線に着信があった場合、発呼者に対して不在案内ができ、

特番ダイヤルにより解除できるものとする。 

サ 内線空き監視接続(内線キャンプオン) 

内線相互接続で相手話中の場合、登録(フッキング)により被呼内線及び自己内線を監視し、

両者が空きになったとき内線相互接続を自動的に行うものとする。 

シ 無効起動処理 

内線の受話器を外し、一定時間経過後(時間設定は提案書にて提案すること。)当該内線を

共通機器より切り離し、話中音送出処理するものとする。また、処理された内線に対して一

定時間経過後警告音を送出するものとする。 

ス ダイヤル変換 

押釦ダイヤル信号、ダイヤルパルスの変換ができるものとする。 

セ 局線待合せ 

内線から局線及び中継線に発信時、該当局線・中継線が全話中であると回線が空き次第、

呼び返して知らせるものとする。 

ソ 自動再発信 
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内線の発信した番号を内線単位に記憶し、特番でその内線が最後に発信した相手番号へ自

動的に発信するものとする(局線、専用線を含む。)。 

タ 保留 

(ｱ) 通話中回線を特番ダイヤルにより、保留できるものとする。 

(ｲ) 通話中回線を保留した場合、一定時間経過後、保留していた内線を呼び返し、長時間

保留であることを報知できるものとする。 

(ｳ) 保留中の相手に対し保留音を送出するものとする。 

(3) 局線に関する機能 

ア 完全着信順応答 

局線着信呼の滞積時は、着信順に応答(ダイレクトインラインにおいては、グループ内線

に均等着信)処理されるものとする。 

イ 局線保留 

(ｱ) 局線と通話中の内線において、特番ダイヤルで局線を一時保留できるものとする。 

(ｲ) 保留応答は、自己内線及び自己グループ内線からできるものとする。 

ウ 通話転送 

(ｱ) 内線が通話中の回線を保留し、他の内線と内線相互通話ができるものとする。 

(ｲ) 内線相互通話の相手に保留中の回線を転送できるものとする。 

(ｳ) 転送誤操作が生じた場合は、局線を転送した内線に接続させるものとする。 

(ｴ) 全話中発信予約 

局線発信し回線全話中時、特番ダイヤルにより局線が空きとなった場合予約順に内線へ

局線を自動接続し発信させるものとする。また、内線が応答しない場合(一定時間)は、全

話中発信予約を解除するものとする。 

(ｵ) 短縮ダイヤル 

局線及び中継線に対し電話番号を短縮ダイヤル登録できるものとする。また、短縮ダイ

ヤル発信できるものとする(専用線含む。)。 

(4) 災害時の優先 

NTTが提供する災害時有線電話(回線)を利用し、有事の際の優先発信が効果的・効率的に機

能するものとする。 

(5) 専用線に関する機能 

ア 専用線中継 

専用線中継ができるものとする。 

イ 専用線保留 

専用線と通話中の内線において、特番ダイヤルで専用線を一時保留できるものとする。 

ウ 通話転送 

(ｱ) 内線が通話中の回線を保留し、他の内線と内線相互通話ができるものとする。 

(ｲ) 内線相互通話の相手に保留中の回線を転送できるものとする。 

(ｳ) 転送誤操作が生じた場合は、専用線を転送した内線に接続させるものとする。 

(ｴ) 全話中発信予約 
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専用線発信し回線全話中時、特番ダイヤルにより専用線が空きとなった場合、予約順に

内線へ専用線を自動接続し発信させ、内線が応答しない場合(一定時間)は、特番ダイヤル

により全話中発信予約を解除するものとする。 

(6) その他の機能 

ア 構内放送 

特番ダイヤルにより増幅器の起動(ループ方式)及び増幅器へ音声出力する放送トランク

を設け、内線から庁内放送ができるものとする。 

イ 一般電話機・多機能電話機の接続 

内線に一般電話機及び多機能電話機を接続し、各種機能の運用・通話ができるものとする。 

ウ ナンバーグループ自由設定 

内線番号・特番を自由に番号設定できるものとする。 

エ 保留音及びメッセージ送出 

内線で保留した回線に対して、保留音(メロディ)及び録音したメッセージを送出できるこ

と。保留音及びメッセージは編集できること。 

オ 重要障害回線自動切り換え 

本装置に重要障害が生じた場合は、局線を定められた内線へ切り換えること。 

カ 障害報知 

本装置の障害等の警報出力は交換機装置又は多機能電話機に表示すること。 

キ その他 

電話機には、全て内線番号を付与すること。 

(7) 多機能電話機の機能 

ア 構内電話交換装置が供給する回線機能を全て使用できること。 

イ コールパーク釦を内蔵し、容易に転送等ができること。 

ウ 停電時にも通話できる機能を有していること。 

エ 液晶表示画面を有していること。 

オ ワンタッチ釦を有していること。 

カ 複数の連絡先を個別呼出し、各連絡先と同時発信・同時通話ができること。 

(8) 多機能電話機(コードレス)の機能 

本項(7)多機能電話機の機能と同様の機能を満たすこと。 

3 構造仕様要件 

(1) 電話交換機 

ア 必要とする回線をすべて収容できる容量とすること。 

イ 停電時、本装置に 3時間以上の電源を供給できる容量の蓄電池及び整流器を内蔵又は別置

すること。 

ウ 内線延長に関しては、NTTが提供するブロードバンド回線網等を経由して接続すること。 

エ 保守点検及び清掃が容易な構造であること。 

(2) 多機能電話機 

ア 機能ボタンを 24個程度備えること。 

イ 短縮ダイヤル等の割付が可能なボタン式呼び出し装置とすること。 
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ウ 構内電話交換設備が供給する回線機能を全て使用できること。 

エ 保守点検及び清掃が容易な構造であること。 

(3) 一般電話機 

ア 構内電話交換設備が供給する回線機能を全て使用できること。 

イ 保守点検及び清掃が容易な構造であること。 

(4) 多機能電話機(コードレス) 

本項(2)多機能電話機と同様の構造を満たすこと。 

(5) 萩市消防本部署所の電話機については、既設の電話機を更新すること。詳細は協議の上、決

定する。 

 

第34 非常用受付装置 

1 概要 

本装置は、指令制御装置及び非常用指令設備のバックアップ装置として、当該システムに障害

が発生した場合においても、119番通報受付けが行えるように設置するものである。 

2 機能仕様要件 

(1) 指令制御装置及び非常用指令設備の障害発生時に 119番通報の受付けが可能であること。 

(2) 送話音量、受話音量、着信音量の調整ができること。 

3 構造仕様要件 

(1) 通常は共同指令センター内の棚等に格納し、必要時に取り出して使用できること。 

(2) 通報の受付けに当たって回線切り替えが必要な場合は、容易に切り替えられるよう接続等を

工夫すること。 

 

第35 消防救急デジタル無線 

本装置は、共同指令センター、各基地局等に設置し、無線回線の制御、運用管理、各種設備の

監視制御を行う装置群である。 

 

第35-1 指令センター用設備 

1 概要 

本装置は、共同指令センターに設置し、無線回線の制御、運用管理、各種設備の監視制御を行

う装置群である。 

2 機能仕様要件 

(1) 無線回線制御装置 

ア 指令装置と接続し、【別紙7】デジタル無線連携機能に記載の機能を実現すること。 

イ 指令装置、遠隔制御器及び移動局からの制御により、一斉音声通信ができること。また、

本装置で受信した内容は、本装置へ接続される指令装置及び遠隔制御器へ出力できること。 

ウ 指令装置、遠隔制御器及び移動局からの制御により、特定の相手局による個別音声通信が

できること。詳細は、協議会との協議による。 

エ 指令装置、遠隔制御器及び移動局からの制御により、複数の相手局によるグループ音声通

信ができること。 



 

125 

 

オ 指令装置と連携し以下の通信統制機能を実現できること。 

(ｱ) 通話モニタ及び表示機能 

(ｲ) 通信モニタ機能 

(ｳ) 報知信号、発信規制送信機能 

(ｴ) 強制切断機能 

カ 同一チャネル内にて移動局からの送信内容を複数基地局で受信した場合、各基地局の受信

状況を瞬時に判断し、最適な基地局回線を自動的に選択のうえ、指令装置及び遠隔制御器と

接続できること。また、指令装置及び遠隔制御器からの制御により、基地局とチャネルの選

択先固定の運用ができること。 

キ 各基地局にて受信する移動局の情報（「移動局番号」「受信基地局」、「受信チャネル」）を

管理監視制御卓へ出力できること。 

ク 障害発生時には、外部へ警報出力できること。 

(2) 遠隔制御器 

ア 基地局用設備を介して各移動局等と相互に無線通信を行えること。 

イ 送受話器により、移動局との間で無線交信が行えること。 

ウ 基地局とチャネルを指定した、一斉音声通信が可能であること。 

エ チャネルを指定のうえ、受信内容の傍受が可能であること。 

オ 個別通信、グループ通信の送受信に対応可能のこと。 

(3) 管理監視制御卓 

ア 基地局無線装置及び基地局附帯設備関係の動作状況を監視するとともに、起動制御等がで

きること。 

イ 各基地局に設置の非常用発動発電機の起動制御ができること。また、定期的な運転の設定

が行えること。 

ウ 検出した障害情報を履歴管理し、障害履歴をプリンタ出力できること。 

エ 無線回線制御装置にて検出した移動局受信情報（「移動局番号」「受信基地局」、「受信チャ

ネル」）を通信履歴として参照できること。 

(4) 直流電源装置（指令センター用） 

ア 商用電源の停電時には、自動的に停電を検知してバッテリー給電となること。 

イ 復電時には自動的に商用電源系の給電に戻ること。 

ウ 障害等の警報出力を管理監視制御卓等に表示できること。 

(5) 無停電電源装置(指令センター用) 

ア ネットワーク機器等の AC100V系装置の無停電化ができること。 

イ 長寿命型の蓄電池とすること。 

3 構造仕様要件 

(1) 無線回線制御装置 

ア 二重化構成とすること。 

イ 電源等の主要部分は冗長化構成をとること。 

ウ 主要機能ごとにパッケージ化された構造とすること。 

エ 保守性を考慮し、電源が投入されている状態でもパッケージ交換が可能な構造とすること。 
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オ 前面保守が可能な構造とすること。 

(2) 遠隔制御器 

ア 送受話器にプレス釦を備えた構造とすること。 

イ スピーカを内蔵し、音量調整ができること。 

ウ 送信中、受信中の状態を装置前面にて容易に視認できること。 

(3) 管理監視制御卓 

24時間 365日、常時システム監視を行う必要上、専用装置とし、信頼性の高い機器を採用

すること。 

(4) 直流電源装置(指令センター用) 

ア 使用電圧、電流に適した電圧計、電流系又は計測表示パネルを設置すること。 

イ 架台組込又はロッカー組込とし、スペース確保等の設置場所に適した方法とすること。ま

た、耐震性を考慮し、据付設置とすること。 

(5) 無停電電源装置(指令センター用) 

ア 据置型又はラック収容型とすること。 

 

第35-2 基地局用設備 

1 概要 

本装置は、各基地局に設置し、共同指令センター、各消防本部、各署所及び現場間で相互に無

線通信を行うための無線設備群である。 

2 機能仕様要件 

(1) 基地局用無線装置 

ア 無線回線制御装置と接続し、共同指令センター、各消防本部、各署所及び現場間の無線通

信に対応できること。また、移動局に対して強制切断等の通信制御に対応可能であること。 

イ 基地局折り返し通信機能を有すること。 

ウ 基地局無線装置本体にて、通話内容のモニタ、移動局との試験通話、及び無線回線制御装

置に接続された指令システム関連との試験通話ができること。 

エ 自己診断機能を有し、障害発生時には監視信号を出力できること。 

オ 無線部は現用系、予備系の設定が可能であり、障害発生時には自動的に予備系へ切替でき

ること。 

カ 受信状態を監視し、受信入力情報（受信した移動局番号、受信機入力電圧）と共に受信基

地局とチャネル情報を、無線回線制御装置へ出力できること。 

キ 搭載するチャネル、出力、空中線種類は、【別紙 8】基地局一覧の通りとする。 

(2) 直流電源装置(基地局用) 

本章第 36-1 「指令センター用設備」、「機能仕様要件」、「直流電源装置(センター用)」と

同等の機能を有すること。 

(3) 無停電電源装置(基地局用） 

ア ネットワーク機器等の AC100V系装置の無停電化ができること。 

イ 長寿命型の蓄電池とすること。 

(4) DC-ACインバータ装置 
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直流電源装置からの入力電圧を交流 100Vに変換できること。 

(5) 避雷装置 

ア 商用電源系統への落雷及び誘導雷から各装置を保護できること。 

イ 避雷状況を目視にて確認できること。 

(6) 非常用発動発電機 

ア 商用電源停電時に自動で始動できること。 

イ 過負荷から装置を保護する機能を有していること。 

ウ 異常を自動的に検知し、エンジンを停止する機能を有していること。 

エ 漏電を検知し、回路を遮断する機能を有していること。 

オ 異常時は、ランプ、ブザー等で通知すること。 

カ 発電機の容量及び対応は、【別紙 5】非常用発動発電機一覧表の通りとする。 

3 構造仕様要件 

(1) 基地局用無線装置 

ア 電源部等の主要部分は二重化構造であること。 

イ 主要機能ごとにパッケージ化された構造とすること。 

ウ 保守性を考慮し、電源が投入されている状態でもパッケージ交換が可能な構造とすること。 

エ 前面保守が可能な構造とすること。 

オ 装置の前面に、運転状態やアラーム発生等を視認するためのランプ等を具備すること。 

カ 同軸避雷器、空中線共用器、空中線を含むこと。 

(2) 直流電源装置 

本章「指令センター設備」、「機能仕様要件」、「直流電源装置(指令センター用)」と同様の条

件を満たすこと。 

(3) DC-ACインバータ装置 

ア 19インチラックに搭載可能な形状とすること。 

イ 保守点検及び清掃が容易な構造とすること。 

(4) 避雷設備 

ア ヒューズ交換を行える構造とすること。 

イ 落雷及び誘導雷による影響が、同一施設内に設置されている他装置に波及しないようにす

ること。 

ウ 接線接続部は、容易に触れないよう保護があること。 

エ 固定できること。 

(5) 非常用発動発電機 

ア 屋内に設置可能な構造であること。 

イ エンジンの排気には空気の汚染対策が施されていること。 

ウ 騒音対策が施されていること。 

エ 保守点検及び清掃が容易な構造であること。 

オ 48時間連続運転できること。 

カ 非常用発動発電機の取り扱いについては、【別紙 5】非常用発動発電機一覧表を参照とす

るが、詳細は提案による。更新の場合は、電源設計を見直し更新すること。 
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キ 同じ場所に据付を行う場合、本システムへ切替するまでの間は既設システムに電源を供給

すること。詳細は協議の上、決定とする。 

 

第35-3 デジタル無線ネットワーク設備 

1 概要 

本設備は、共同指令センターと各消防本部、各署所、各基地局を相互に接続し、通信を可能と

するための機器群である。 

2 機能仕様要件 

(1) 無線系ネットワークは、指令センターネットワーク、消防本部・各署所ネットワーク、各基

地局ネットワーク、WANネットワーク及び外部ネットワーク、多重無線ネットワーク等で構成

するものとし、それぞれのネットワークは次の項目を満たすものとする。 

(2) 指令センターネットワーク 

ア 1Gbps対応のルータ及びマルチレイヤスイッチ装置（L3スイッチ、L2スイッチ）を利用

すること。 

イ L3スイッチは、二重化すること。また、電源部も二重化すること。 

ウ L2スイッチは、セグメント分割し、不要な通信が発生しない設計とすること。また、QoS

を設計すること。 

(3) 消防本部・各署所ネットワーク 

ア 100Mbps対応のルータ及びマルチレイヤスイッチ装置（L2スイッチ）とすること。 

イ L2スイッチにおいてはセグメント分割し、不要な通信が発生しない設計とすること。ま

た、QoSを設計すること。 

(4) 各基地局ネットワーク 

ア 100Mbps対応のルータ及びマルチレイヤスイッチ装置（L2スイッチ）とすること。 

イ L2スイッチにおいてはセグメント分割し、不要な通信が発生しない設計とすること。ま

た、QoSを設計すること。 

(5) WANネットワーク 

ア 指令センターネットワーク、各消防本部・各署所ネットワーク、各基地局ネットワークを

接続すること。 

イ 広域イーサネット回線は、必要帯域を考慮した上で、ネットワーク設計を行うこと。 

(6) 外部ネットワーク 

ア インターネットとの接続は行わないこと。 

イ 指令系ネットワークとの接続を配慮すること。 

(7) 多重無線ネットワーク 

本章第 38 多重無線設備と本設備を接続し、共同指令センターとデジタル無線基地局間で

の無線アプローチ回線を構築すること。 

3 構造仕様要件 

(1) 消防救急デジタル無線ネットワークの接続構成は、【別紙 3-3】無線系ネットワーク構成図

を参照とする。 
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(2) 各マルチレイヤスイッチ装置のポート使用率は 80%程度とし、将来的な拡張にも対応可能な

予備ポートを設けること。 

(3) 各拠点に設置するルータ及びマルチレイヤスイッチ装置は停電対策を施すこと。 

(4) 関連装置はラックに収容すること。 

 

第35-4 移動局設備 

1 概要 

本装置は、共同指令センター、各消防本部、各署所、車両等に設置し、共同指令センター、各

消防本部、各署所及び現場間で相互に無線通信を行うための無線設備群である。 

2 機能仕様要件 

(1) 車載型移動局無線装置 

ア 一斉による音声通信が行えること。 

イ 活動波、共通波へ必要に応じチャネルを切り替えて各種通信機能が扱えること。また、受

話音量も容易に変更できること。 

ウ 非送信時には、基地局からの下り送信波と他移動局からの上り送信波を同時に受信し、音

声モニタが行えること。 

エ 無線機起動完了や、通信規制中等を可視又は可聴で通知できること。 

オ 通信指令室からの通信規制を受信し、自動的に規制動作状態へ遷移すること。ただし、規

制状態は隊員の操作により容易に解除可能なこと。 

カ ダイバーシチ機能を具備すること。 

(2) 卓上型半固定移動局無線装置 

ア 一斉による音声通信が行えること。 

イ 活動波、共通波へ必要に応じチャネルを切り替えて各種通信機能が扱えること。 

ウ 受話音量も容易に変更できること。 

エ 2波半複信方式（単信機）にて基地局無線装置と無線交信が行えること。 

オ 1波単信方式にて、他の移動局無線装置と無線交信が行えること。 

カ 非送信時には、基地局からの下り送信波と他移動局からの上り送信波を同時に受信し、音

声モニタが行えること。 

キ 無線機起動完了や、通信規制中等を可視又は可聴で通知できること。 

ク 通信指令室からの通信規制を受信し、自動的に規制動作状態遷移すること。ただし、規制

状態は署員の操作により容易に解除可能なこと。 

(3) 可搬型移動局無線装置 

ア 一斉による音声通信が行えること。 

イ 2波半複信方式（単信機）にて基地局無線装置と無線交信が行えること。 

ウ 実装周波数は、各消防本部に総合通信局から割り当てられた活動波、共通波（主運用波、

統制波）とすること。詳細は協議会と協議の上、決定すること。ただし、受信は対基地局及

び対移動局（移動局間直接通信）の同時受信とする。 

エ 実用性を考慮し、可搬して運用できること。 

オ チャネル切替えは容易に行えること。 
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カ チャネルモード機能として、プリセットできる周波数パターンを複数登録できること。 

キ 基地局下り回線と基地局上り回線の受信音量の調整ができること。 

ク 無線機本体に内蔵スピーカを搭載すること。 

ケ 液晶表示部により、チャネル表示や各種運用状態を表示することができること。 

コ 液晶表示部には、無線運用時、基地局下り回線と基地局上り回線の発信者番号（名称）表

示ができること。 

サ チャネル名称が表示できること。 

(4) 携帯型移動局無線装置 

ア 2波単信又は 1波単信方式にて、他の移動局無線装置と無線交信が行えること。 

イ 活動波、共通波へ必要に応じチャネルを切り替えて通信が行えること。また、受話音量も

容易に変更でき、イヤホンのみへの出力も可能なこと。 

ウ ペアとなる 2波（基地局下り回線・基地局上り回線）を交互に切替え、通信があればスキ

ャンを停止し、通信終了後にスキャンを再開できること。 

エ 充電時は収容ケースを装着したまま充電できること。 

オ 消防活動全般で、防火衣等に着装して使用できること。 

(5) 400MHz帯署活系無線装置 

ア 400MHz帯の複数チャネルを実装できること。 

イ 受信音量の調節及びチャネル切替が容易にできること。 

ウ 急速充電器を付属し、本体にハードケースを装着した状態で充電できること。 

エ 急速充電器は、AC100Vで充電できること。 

(6) IP無線機 

ア 携帯電話回線を経由して音声通話ができること。 

イ 400MHz帯の複数チャネルを実装できること。 

ウ 受信音量の調節及びチャネル切替が容易にできること。 

エ 受信した音声の録音、再生ができること。 

オ 設定した端末に対して緊急呼び出しができること。 

カ 急速充電器を付属し、AC100Vで充電できること。 

3 構造仕様要件 

(1) 車載型移動局無線装置 

ア 空中線、電源端子等のケーブル類は、無線機背面にて接続が可能な構造であること。 

イ 複数の送受話器および外部スピーカを、車内、車外へ接続可能であること。 

ウ 基地局からの送信波は、ダイバーシチ受信できる構造とすること。 

エ 盗難防止を考慮し、専用金具等により固定すること。 

オ 空中線を含むこと。 

(2) 卓上型半固定移動局無線装置 

ア 操作部の各ボタンは夜間でも容易に操作が行えるよう工夫すること。 

イ 基地局下り回線と基地局上り回線の受信音量の調整ができること。 

ウ 受話音モニタスピーカを筐体内に内蔵していること。必要に応じ外部スピーカを接続可能

な構造であること。 
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エ 通話用ハンドマイクが接続可能なこと。 

オ 空中線、同軸避雷器を含むこと。 

(3) 可搬型移動局無線装置 

ア アンテナ、電源端子等のケーブル類の接続が可能な構造であること。 

イ 基地局からの送信波は、ダイバーシチ受信できる構造とすること。 

ウ 空中線として可搬型空中線を有すること。また、各署所の既設の空中線と接続できること。 

エ 保護ケースを含むこと。 

(4) 携帯型移動局無線装置 

ア 携帯無線機、電池部及び空中線で構成すること。 

イ 無線機本体に落下防止等のためのベルトクリップを取り付けられること。 

ウ 装置本体にはスピーカを内蔵すると共に、外部にスピーカマイクを接続できること。スピ

ーカも無線機本体と同様にベルトクリップが取り付けられること。 

エ 無線機本体・バッテリー及び防塵型スピーカマイクは、IP67（JIS保護等級 7防浸型：

JIS-C-0920規格相当）相当の防滴・防塵性能とすること。 

オ 装置 1式に、予備バッテリー（2組）、スピーカマイク、ベルトクリップ、保護ケース、

ストラップ、肩掛けベルト、イヤホン及び装着マウントを含むこと。 

(5) 400MHz帯署活系無線装置 

ア 携帯無線機、電池部及び空中線で構成すること。 

イ 無線機本体に落下防止等のためのベルトクリップを取り付けられること。 

ウ 装置本体にはスピーカを内蔵すると共に、外部にスピーカマイクを接続できること。スピ

ーカも無線機本体と同様にベルトクリップが取り付けられること。 

エ IP67相当の防塵・防止性能とすること。 

オ 装置 1式に、予備バッテリー（2組）、スピーカマイク、ベルトクリップ、保護ケース、

ストラップ、肩掛けベルト、イヤホン及び装着マウントを含むこと。 

(6) IP無線機 

ア 携帯無線機、電池部及び空中線で構成すること 

イ 無線機本体に落下防止等のためのベルトクリップを取り付けられること。 

ウ 装置本体にはスピーカを内蔵すると共に、外部にスピーカマイクを接続できること。スピ

ーカも無線機本体と同様にベルトクリップが取り付けられること。 

エ 無線機本体・バッテリー及び防塵型スピーカマイクは、IP67（JIS保護等級 7防浸型：

JIS-C-0920規格相当）相当の防滴・防塵性能とすること。 

オ 装置 1式に、予備バッテリー（2組）、防水型スピーカマイク、急速充電器、ベルトクリ

ップ、保護ケース、ショルダーストラップ、防水型アンテナ等を含むこと。 

 

第35-5 移動局設備(消防団用) 

1 概要 

本装置は、共同指令センター、各消防団、団車両等に設置し、共同指令センター、各消防本部、

各署所及び現場間で相互に無線通信を行うための無線設備群である。 

2 機能仕様要件 
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(1) 車載型移動局無線装置 

本章「第 36-4移動局設備」、「機能仕様要件」、「車載型移動局無線装置」と同等の機能を有

すること。 

(2) 携帯型移動局無線装置 

本章「第 36-4移動局設備」、「機能仕様要件」、「携帯型移動局無線装置」と同等の機能を有

すること。 

(3) 400MHz帯署活系無線装置 

本章「第 36-4移動局設備」、「機能仕様要件」、「400MHz帯署活系無線装置」と同等の機能を

有すること。 

(4) IP無線機 

本章「第 36-4移動局設備」、「機能仕様要件」、「IP無線機」と同等の機能を有すること。 

3 構造仕様要件 

(1) 車載型移動局無線装置 

本章「第 36-4移動局設備」、「構造仕様要件」、「車載型移動局無線装置」と同等の機能を有

すること。 

(2) 携帯型移動局無線装置 

本章「第 36-4移動局設備」、「構造仕様要件」、「携帯型移動局無線装置」と同等の機能を有

すること。 

(3) 400MHz帯署活系無線装置 

本章「第 36-4移動局設備」、「構造仕様要件」、「400MHz帯署活系無線装置」と同等の機能を

有すること。 

(4) IP無線機 

本章「第 36-4移動局設備」、「機能仕様要件」、「IP無線機」と同等の機能を有すること。 

 

第36 多重無線設備 

1 概要 

本設備は、共同指令センターとデジタル無線基地局を接続し無線アプローチ回線を構築するた

めの機器群である。 

2 機能仕様要件 

(1) 全般 

ア 既設多重無線設備等を更新すること。 

イ 禅定寺前山基地局と大平山基地局間のネットワークについては新設すること。 

ウ 必要帯域を考慮した上で、ネットワーク設計を行うこと。 

エ 受託者は、ネットワークの敷設にあたり必要に応じて無線局の開局申請事務を代行、支援

すること。 

(2) 多重無線装置 

ア 電波法に規定される技術基準適合証明または工事設計認証を取得した製品とすること。 

イ 1.544MBps/6.312MbpsPCM信号又は LAN信号等を多重化したデジタル信号を、7GHz帯又は

12GHz帯のマイクロ波信号を用いて伝送可能な送受信装置とすること。 
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ウ 主信号とは別に打合せ回線並びにサービスチャンネル（監視制御回線を含む）を具備する

こと。 

エ 障害時は、監視制御装置に警報出力ができること。 

オ 送受信部、送受信信号処理部、電源部は、現用/予備構成とし、障害発生の場合は待機中

の機器へ自動的に切り替わること。又、現用/予備の選択は、手動及び外部監視制御機器か

らの制御が可能なこと。 

(3) 簡易多重無線装置 

ア 電波法に規定される技術基準適合証明または工事設計認証を取得した製品とすること。 

イ 10BASE-T / 100BASE-TXの信号を伝送できること。 

ウ 各部の動作状態及び、障害状況は屋内装置(IDU)にて管理し装置外部へ情報出力できるこ

と。 

エ 降雨減衰やフェージングにより対向局にて受信電界が変動した場合、送信出力を自動補正

できること。 

(4) パラボラアンテナ 

本空中線は、多重無線回線の電波の送受信に供されるものであること。 

(5) 遠方監視制御装置 

本装置は、基地局に設置する被遠方監視制御装置を介して、多重無線装置等の監視及び制御

を行うことができること。 

3 構造仕様要件 

(1) 多重無線装置 

ア 高周波共用部、送受信部、送受信信号処理部、制御部、監視制御部、電源部、筐体等で構

成すること。 

イ 背面合わせ設置可能な固定据付型構造とし、筐体は鋼板製とすること。 

ウ 筐体は、防錆を考慮し十分な品質と強度を有するものとし、主要部の着脱や保守点検作業

における操作は、筐体前面から容易に行うことができること。 

エ デハイドレータ等を含むこと。 

(2) 簡易多重無線装置 

ア 屋外装置(ODU)と屋内装置(IDU)から構成され、ODUとIDU間は同軸ケーブル又はLANケー

ブルにより接続可能な構造であること。 

イ ODUは、空中線の直下に設置または空中線に直結できる構成とすること。 

ウ ODUは、長期の使用に耐え得る十分な防水性能と防錆性能を有すること。 

エ 屋外設備は、風、雨、雪、日光等による劣化や、筐体の温度変化に対して、内部装置を保

護するように考慮した構造であること。 

オ ODUは、屋外に空中線と共に設置可能な構造であるものとする。 

カ IDUは、自立架等へ設置可能な構造であるものとする。 

キ ODUと IDUの間に同軸避雷器を設けること。 

ク デハイドレータ等を含むこと。 

(3) パラボラアンテナ 

ア 反射器、一次放射器、支持調整金具及びレドーム等から構成されること。 
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イ 反射器の直径は、原則既設のパラボラ径と同じものとすること。 

ウ 一次放射器には、乾燥空気を圧入できる構造とすること。 

エ 大平山基地局鉄塔への据付にあたり支障がないよう、耐荷重・耐久性等を考慮し、鉄塔を

補強の上、設置すること。 

(4) その他 

山口市消防本部設置の多重無線設備は、山口市新本庁舎へ設置すること。 

 

第37 MDF  

1 概要 

本装置は、各電話回線及び各装置間を結線する配線架である。 

2 構造仕様要件 

(1) 本システムに必要な MDFを設置すること。 

(2) 装置毎や機能ごとに表示銘板を取り付けること。 

(3) 将来の回線増設、回線変更等に配慮し、整理して取り付けること。 

 なお、詳細は、協議会との協議による。 

 

第38 付属品・予備品等 

システムの運用及び維持管理上、下表に掲げる付属品及び予備品を納入すること。 

項 名称 数量 備考 

(1) 指令台用椅子 8式 

長時間の使用でも、苦痛を感じない物。 

肘掛、背もたれ、昇圧式、ハイバック付き 

選定にあってはサンプルを提示し、協議会

と協議の上決定すること。 

(2) 事務用椅子 1式 
必要数 
指令センター設置機器操作用、事務用の椅
子。 

(3) 広報用 DVD 1式 

50部 

市民向けに消防本部全体の広報が行える内

容とすること。 

(4) 広報用パンフレット 1式 

3000部 

指令業務全般に係る内容(119番通報受付け

～報告書の作成まで)とすること。 

また、印刷用のデータを納入すること。 

(5) プリンタトナー・感光体 1式 3箱/1台  

(6) 記録用メディア 1式 
必要数 

CD・DVD・BD-RE、セキュリティ USB 

(7) 用紙類 1式 
A4用紙 2500枚/１台 

A3用紙 1000枚/１台(A3利用プリンタ)  
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(8) ヘッドセット(予備) 1式 

48個 

長時間の使用でも、指令員への負荷の少な

いものとすること。 

(9) タッチペン(予備) 1式 

24個 

選定にあってはサンプルを提示し、協議会

と協議の上、決定すること。 

(10) マウス(予備) 1式 現用の 30%を予備とする。 

(11) マウスパッド(予備) 1式 現用の 30%を予備とする。 

(11) 
指令台用キーボード 

(予備) 
1式 

指令台搭載ディスプレイに使用できるもの

現用の 30%を予備とする。 

(12) ラミネーター 1式 本体1台 A4対応、A4フィルム300枚含む。 

(13) 消 耗 品 、 ヒ ュ ー ズ 等 1式 必要数 

 

第39 萩市消防本部特記事項 

1 デジタル無線設備 

(1) 指令センター用設備 

日尾山基地局設備(統制波、主運用波)用の遠隔制御器を、長門市消防本部に設置すること。

設置にあたっての詳細は、協議会、長門市消防本部及び既設長門市消防指令システム構築業者

等と協議の上、決定すること。 

(2) 基地局用設備 

日尾山中継局の既設の基地局設備(統制波、主運用波)、電源、鉄塔局舎については、長門市

消防本部との共同整備であるため、基地局設備の更新にあたって、詳細及び設備の取り扱いに

ついては、萩市消防本部、長門市消防本部及び既設システム構築業者等と協議の上、決定する

こと。 

(3) デジタル無線ネットワーク 

ア 共同指令センターと日尾山中継局とを広域イーサネット回線にて接続すること。 

イ 多重無線回線(萩市消防本部-日尾山中継局)の更新に加えて、日尾山中継局に有線系ネッ

トワークを敷設し、日尾山中継局へのデジタル無線アプローチ回線(バックアップ用)とする

こと。また、多重無線回線の障害時は、共用している既設萩市防災行政無線設備のバックア

ップ回線として利用できること。詳細は、萩市消防本部及び既設システム構築業者等と協議

の上、決定すること。 

ウ 長門市消防本部への遠隔制御装置の設置にあたり、共同指令センターと長門市消防本部と

を広域イーサネット回線にて接続すること。詳細は、協議会、長門市消防本部及び既設長門

市消防指令システム構築業者等と協議の上、決定すること。 

(4) 多重無線設備 

萩市消防本部、日尾山中継局、二ツ峠中継局、十種ヶ峰中継局、高山中継局の多重無線設備

は、萩市役所(萩市総合福祉センター)に設置されている既設萩市防災行政無線設備と接続し、

防災行政無線のアプローチ回線として使用できること。萩市役所との接続は、萩市消防本部と
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萩市役所間の既設専用線を利用すること。詳細は、萩市消防本部及び既設システム構築業者等

と協議の上、決定すること。 

第５章 据付調整仕様 

 

第1 適用 

本業務においては、本仕様書に基づき、十分な資格・経験を持った専門技術者が作業するもの

とする。受託者は、据付及び調整に関する詳細を協議会と別途協議の上、作業するものとする。 

特に、共同指令センター及び山口市消防本部設備設置場所となる山口市新本庁舎における作業

等については、委託者及び山口市新本庁舎建設工事受注者等と事前に協議・調整の上、作業する

ものとする。 

 

第2 設置作業仕様 

1 作業範囲 

(1) システム機器の搬入・据付作業 

(2) システム機器の電源線（無停電電源装置経由）、配置線等の配線作業 

(3) システム機器相互間のケーブル施設作業及び WAN・LAN構築作業 

(4) 電源設備（無停電電源装置、直流電源装置等）の据付・接続作業 

(5) 移行切替（各種回線の新設・変更等を含む）作業 

(6) 電気通信事業者分界点（MDF以降）からシステム機器までの配線作業 

(7) 試験及び(1)から(6)までの関連作業 

(8) (1)から(7)までの対象拠点における石綿含有事前調査 

(9) その他、システムの機能及び業務の完成に必要と認められる一切の作業 

2 手法 

(1) 安全管理を徹底すること。 

(2) 既設配線・配管等の利用を可とする。ただし、協議会と協議の上、決定すること。 

(3) 耐風、耐水、耐震及び耐久性に十分配慮し作業するものとする。 

(4) 本仕様書に記載されていない事項は、協議会と協議の上、作業するものとする。 

3 使用材料 

使用するケーブル等の材料は、電気通信事業法に定める規格と同等又はそれ以上のものを使用

するものとし、誘導の恐れがある機器相互間の配線はシールド線を使用するものとする。 

4 作業計画書 

(1) 次の事項及び協議会が指示する事項について、作業計画書を作成し提出するものとする。 

ア 安全確保に必要な事項 

イ 設備事故防止に必要な事項 

ウ 品質確保に必要な事項 

エ 工程管理に必要な事項 

オ 第三者に対する配慮が必要な事項 

(2) 作業の実施に伴い、作業計画書を変更する場合は、変更部分について協議会へ通知するもの

とする。 
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(3) 受託者は共同指令センター、3本部、各署所及び関連施設等における作業員の入出管理を行

うとともに、作業日当日に入局する作業員名簿を協議会に提出するものとする。 

(4) 受託者は、入局にあたり、協議会の承認を得てから協議会の作業場所へ立ち入ること。また、

身分証明書を必ず携帯すること。 

5 移設 

(1) 作業に際して、既設の設備・機器等が配置上支障となる場合は、協議会と協議の上、決定し

た場所に移設するものとする。 

(2) 移設に伴う設備の運用停止期間は、協議会と協議の上、速やかに処理するものとする。 

(3) 移設に必要な費用は、受託者が負担するものとする。 

6 屋内作業 

(1) 機器、装置架等の床部、壁等への固定は原則としてアンカーボルト等により強固に行うもの

とする。 

(2) 作業に際して、騒音、振動等の発生が予想される場合には、あらかじめ協議会に申し出てそ

の承諾を得るものとする。 

7 屋外作業 

(1) 作業に際して、配管、配線、範囲、方法等については、あらかじめ協議会に申し出てその承

諾を得るものとする。 

(2) 柱上等の高所作業は適切な危険防止策をとり、安全を確保した上で実施するものとする。 

(3) 作業に際して、騒音、振動等の発生が予想される場合には、あらかじめ協議会に申し出てそ

の承諾を得るものとする。 

8 機器据付作業 

(1) システム機器設置作業 

ア 機器配置は、一時的な機器の仮設を含め、協議会と協議の上決定するものとする。 

なお、山口市中央消防署については、建て替えを検討しており、仮設庁舎への構築を考慮

すること。設置にあたっての詳細は、山口市消防本部と協議の上、決定すること。 

防府市消防署東出張所については、令和 7年度に移転・建替予定であるため、設置にあた

っての詳細は、防府市消防本部と協議の上、決定すること。 

イ 架台設置する機器については、床面のレベルを調整し、耐震補強を施すものとする。 

ウ ケーブル配線は、床下整理の上、引き流し配線とし、機器相互間ケーブル及び架内ケーブ

ルは接続の上整理し、系統ごと及び配線ごとに名札表示するものとする。 

エ 3本部及び署所等に設置する各端末装置は、現在使用している事務所内に据え付けるもの

とし、ケーブル配線については、既設配管等を使用するものとするが、既設配管等の利用が

行えない場合は新たに敷設すること。 

オ 必要箇所にコンセント増設を施すものとする。 

カ 共同指令センター、3本部、署所及び関連施設等に設置する各設備に必要となる電源回路

については、受託者において専用回路を設けるものとする。 

キ 共同指令センター、3本部、署所及び関連施設等の建物構造、周囲の環境を十分に把握し

た上で協議会と調整を行い作業するものとする。 

ク 重要装置の設置については、免震・耐震等の地震対策を施すこと。 
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(2) 洪水被害等を考慮し、1階及び屋外に設置する署所設備等について、浸水対策を施すこと。 

(3) 車両搭載機器設置作業 

災害時に緊急出動するために配備されている車両であることを考慮し、協議会と事前に協議

の上、作業時期を決定するものとする。 

(4) その他作業 

ア この仕様書に記載のない作業等については、協議会と協議の上、本システム及び現行シス

テムに支障がでないよう作業するものとする。 

イ 機器の据付は、耐震を考慮し、原則として床にホールインアンカー等で固定したボルトで、

装置架のチャンネルベースを固定すること。 

ウ 機器（指令台、架、装置等）の床又は、壁面への据付には架台を使用し、清掃用具等によ

る損傷及び漏水を防ぐよう配慮するものとする。 

エ 機器の据付完成後、機器が完全な状態で稼動するよう綿密なる調整を行うものとする。 

オ 受託者は、システム機器の設置・撤去に伴うフリーアクセスフロアの穴埋め作業を行うも

のとする。また、萩市消防本部、防府市消防本部の現行通信指令室の床、壁面等の補修及び

カーペットを張り替えること。 

9 配線作業 

(1) 配線は、電線管、ダクト、ケーブルラック等を使用し、フリーアクセスフロア内に整然と行

うものとする。 

(2) 誘導の恐れのある音声系統及び電気系統の配線は、シールド線を用いて配線相互間の誘導を

生じないよう十分に配慮し作業するものとする。 

(3) 屋外での接栓接続部は、振動等により接続不良を生じないよう確実に作業するものとし、防

水処理を施すものとする。 

(4) 配線の建物内への引き込みは、防水処理及び水切り対策を施すものとする。 

(5) 配線の防火区画内への引き込みは、防火処理を施すものとする。 

(6) 各種ケーブルは、合成樹脂管、金属管、フロアダクト等の内部では接続しないものとする。 

10 撤去作業 

(1) 既設設備の撤去時期及び撤去後の処理については、協議会の指示に従い行うものとする。 

(2) 受託者は、機器の取り外し及び取り外し後の建物内外装の補修を行うものとする。 

(3) 不要機器等の処理については、協議会の指示に従い行うものとする。 

(4) 撤去品については、関係法令に則り適正に処理すること。 

(5) 現行の山口市消防本部通信指令課、山口市消防本部及び山口市中央消防署庁舎(山口市亀山

町 2番 1号)に設置されている既設設備については撤去処分の対象外とする。 

11 作業の報告及び記録 

受託者は、作業の進行、天候等の状況を示す作業日報及び各作業の要点を撮影した進捗管理を

協議会に報告するものとする。 

12 作業一般 

(1) 作業に際しては、設計図書に示された全ての設備等が、その機能を完全に発揮できるものと

する。 
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(2) 作業に際しては、設計図書及び協議会の承認を受けた工程表、作業計画書、機器承認図に従

うものとする。 

(3) 作業時間 

ア 受託者は、据付・調整等に係る作業時間を、関連法規・規則等に定められたものに基づき

実施するものとし、あらかじめ協議会と協議の上決定するものとする。 

イ 作業時間は、原則として平日の 9時から 17時までとする。 

ウ 受託者は、据付・調整等の都合により休日・夜間等、通常の作業時間外に作業を行う場合

は、あらかじめ協議会に届け出て許可を受けてから行うものとする。 

(4) 作業通知等 

ア 毎日の作業予定については、2週間以上前までに協議会に通知するものとする。また、作

業予定の策定にあたっては、災害等により職員が不在となることを考慮し、余裕のある計画

とすること。 

イ 通知後に作業内容に変更が発生した場合は、変更内容を協議会に通知するものとする。 

ウ 作業の進捗状況については、日次・週次の報告書により報告するものとする。 

エ 協議会から指示を受け、これを実施したときは実施報告書により、協議会に報告するもの

とする。 

オ 現用設備に影響を与える恐れがある場合は、作業の実施にあたり協議会に連絡の上、その

指示を受けるものとする。 

13 他機関が所管する施設の取り扱い 

電気、ガス、上下水道等、作業現場周辺の他機関が所管する施設に接近して作業を行う場合は、

必要により施設管理者の立会いを求め、適切な防護措置を講じるものとし、常に保安点検を行い

事故防止に努めるものとする。 

14 火災防止 

指定された場所以外では火気の使用は厳禁とする。 

なお、火気の取り扱いにあたっては、取り扱い方法及び使用場所に留意するとともに、適切な

消火器類を配備するなど火災防止に努めるものとする。 

15 地域環境等への配慮 

地域環境等への影響を配慮するものとし、次に示す事項の徹底を図るものとする。 

(1) 作業実施にあたっては、態度、服装等に配慮するものとし、作業腕章を装着するものとする。 

(2) 作業に伴う騒音及び振動に対しては、騒音規制法及び振動規制法を遵守するものとし、生活

環境の保全に努めるものとする。 

(3) 作業にあたっては、建設副産物発生の抑制及び再資源化の促進に努めるものとする。 

(4) 作業に伴い発生する建設廃棄物は、廃棄方法・廃棄場所等について定められた方法により適

切に処理するものとし、建設廃棄物による事故防止に努めるものとする。 

(5) 建設副産物の運搬・処分等にあたっては、不法投棄、安定型処分場への管理型品目等の混入、

土砂等の流出を生じさせないよう適切に処置するものとする。 

16 産業廃棄物の処理 

(1) 協議会が、廃棄物の処理について依頼した場合は、産業廃棄物処理法に則り適正に処理する

ものとする。 
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(2) 産業廃棄物の適正な処理について、協議会から指示を受けた場合は関係書類を提出するもの

とする。 

17 石綿含有調査 

(1) 本業務におけるシステム据付及び調整に関する作業に先立ち、第 1章 第 5「設備の設置場

所」に示す拠点について、当該建築物等における作業の安全性の確認のため石綿(アスベスト)

含有建材の使用の有無についての事前調査を行い、協議会に対して調査結果を提示するものと

する。詳細は協議会と協議の上、決定すること。また、関係法令に則り、関係機関への報告・

届け出等、適切な対処を迅速に行うこと。 

(2) 調査対象とする建築物等の詳細は、【別紙 11】拠点一覧を参照とする。また、調査において

必要とする資料等については、受託者の求めに応じて協議会より提供する。 

(3) アスベストが含有していると判明した拠点について、除去等に係る費用は、当該拠点が存す

る関係市町が負担する。 

 

第3 安全仕様 

1 基本事項 

(1) 受託者は、作業等の現場管理及び事故の責任については、騒音規制法、労働基準法、労働安

全衛生法その他の関連法規及び規則等に従い、主任技術者を責任者とし遺漏なく行うものとし、

作業員等の入出管理、火災、盗難その他事故防止について十分に留意するものとする。 

(2) 安全対策については、過去の事故事例及びそれに基づく将来の事故発生の防止対策等の予測

を行うものとする。 

(3) 作業員等の健康・衛生に留意するとともに、作業現場内の整理整頓を図る等、作業環境の向

上に努めるものとする。 

(4) 受託者は、作業に伴う災害及び公害の防止については、関連法規、規則等に従い適切に処置

するものとし、特に次の事項を遵守するものとする。 

ア 第三者に災害を及ぼさないこと。 

イ 公害の防止に努めること。 

ウ 現場を管理する者の注意をもってしても、災害又は公害の発生のおそれがある場合の処置

については協議会と協議すること。 

エ 豪雨、出水、強風等の災害に対しては、気象予報等に十分な注意を払い、常に万全の措置

を講じられるよう準備を怠らないこと。 

オ 万が一、災害又は公害が発生した場合は直ちに作業を中止し、適切な処置を講ずるととも

に、その経緯（状況、原因、経過、対処等）を遅滞なく協議会に文書で報告すること。 

なお、この処置については受託者の責任において処理すること。 

2 人身事故の防止 

(1) 人身事故 

ア 保安施設 

作業現場の環境に適合した保安施設を設置し、常に点検及び補修を行うものとする。 

イ 安全装備及び安全器具 

作業に必要な安全装備及び安全器具は、事前に点検・整備し適正に使用するものとする。 
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ウ 交通事故の防止 

車両運転中の交通事故の防止を図るとともに、作業現場の環境に応じて交通整理を行うな

ど交通阻害・交通事故の防止に努めるものとする。 

エ 作業用機械等 

作業用機械等は常に点検・整備するとともに適正に使用するものとする。 

また、車両の転倒防止のためアウトリガー付車両はアウトリガーの張出、地盤の地質、固

さ、傾斜勾配等、使用する状況を十分に考慮して安全な作業に努めるものとする。 

オ 仮設構造物 

仮設構造物は、作業中の条件に十分耐え得る構造とし、常に点検・補修を行うものとする。 

カ 転落防止 

高所作業においては、高所作業車を使用するものとするが、高所作業車を使用できない場

合は昇降用転落防止器具を使用するものとする。 

また、高所作業、開口部等に接近して作業を行う場合は、適切な足場及び手すりの設置等、

必要な措置を講じるものとする。 

キ 重量物、長尺物等の取り扱い 

運搬、搬入及び搬出における取り扱いは、荷崩れ、落下等が生じないよう慎重に行うもの

とする。 

ク 感電防止 

充電電路を取り扱う作業及び充電電路に近接した作業を行う場合は、検電器及び絶縁用保

護具を使用する等、適切な感電防止の措置を講じるものとする。 

ケ ガス中毒、酸素欠乏等による事故の防止 

マンホール等における作業では、換気及びガス測定を行う等、ガス中毒、酸素欠乏等によ

る事故防止に努めるものとする。 

コ 危険物の取り扱い 

劇毒物、揮発油、火薬類等の取り扱い及び保管にあたっては、火気、摩擦、衝撃等に注意

し、安全な場所に保管する等、危険防止に努めるものとする。 

サ 作業環境の向上 

作業員等の健康・衛生に留意するとともに、作業現場内の整理・整頓を図る等、作業環境

の向上に努めるものとする。 

シ ガス爆発による事故の防止 

電源設備の設置作業にあっては、静電気の発生を防ぐ等、ガス爆発による事故の防止策を

講じること。 

(2) 人身事故発生時の措置 

ア 作業の実施に先立ち、人身事故発生時の緊急連絡方法等を定めるものとし、緊急時におけ

る連絡及び措置を適切に実施できるよう作業員への周知徹底を図るものとする。 

イ 人身事故が発生したときは、人命救助に最善を尽くすとともに、直ちに協議会に報告する

ものとする。 

ウ 発生した事故の原因を究明し、再発防止に努めるものとする。 
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エ 発生した事故の原因、内容その他必要な事項を記載した事故報告書等を速やかに協議会へ

提出するものとする。 

3 設備事故 

(1) 設備事故の防止 

共同指令センター、3本部、署所及び関連施設の設備並びに作業現場周辺の構造物を損傷し

ない、又は現用通信回線に故障を発生させないよう万全な予防措置を講じ、事故防止に努める

ものとする。 

(2) 設備事故発生時の措置 

ア 設備事故が発生した場合は、事故の拡大防止に努めるとともに、直ちに協議会及び関係機

関に連絡し、迅速な復旧に努めるものとする。 

イ 発生した事故の原因を究明し、再発防止に努めるものとする。 

ウ 発生した事故の原因、内容及びその他必要な事項を記載した事故報告書等を速やかに協議

会へ提出するものとする。 

 

第4 その他 

1 連絡調整、工程会議等 

(1) 受託者は、協議会に協力し、作業に際して既設イントラネット構築業者を含む本業務に係る

全ての関係者との連絡調整を行うものとする。 

特に、電気通信事業者とは119番回線、その他の専用回線等と本システムの接続に関して未

接続部分が生じないよう、関連法規、規則等によりその分界点を明確にするものとする。 

(2) 協議会の指示のもと、定期的に工程会議を開き、協議会及び関係者との十分な調整を行い作

業するものとする。 

(3) 工程会議において協議会及び関係者と調整した事項並びにその結果、指示事項等を記録し、

工程会議後、5営業日以内を目処に協議会へ提出するものとする。 

2 作業状況写真 

作業前、作業中、作業後、作業上隠蔽となる箇所及び主要な作業状況の写真を撮影し、アルバ

ム等に整理して記憶媒体等とともに協議会へ提出するものとする。 
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第６章 契約不適合責任対応仕様 

 

第1 基本事項 

1 契約不適合（仕様書・提案書との不一致）がある場合は、当該事項について追完対応するもの

とする。本システムの契約不適合責任期間は、引き渡し後から翌年度末までとする。ただし、故

意または重過失によるものは、完成検査後 10年とする。 

なお、次の場合は適用除外とする。 

(1) 協議会又は協議会の指名した第三者による輸送又は移動時の落下、衝撃等の取扱いが適正で

ないために生じた故障及び損傷 

(2) 協議会又は協議会の指名した第三者による使用上の誤り又は不当な改造若しくは修理によ

る故障及び損傷 

(3) 天災地変等の外部要因に起因する故障及び損傷 

2 本システムの正常かつ円滑な稼動を常時保持できるものとする。 

3 契約不適合責任対応の対象は、本業務で導入する全ての機器、ソフトウェア等を対象とする。 

4 ソフトウェア等に起因する不具合は、プログラム修正等の対策を行うものとする。ただし、契

約不適合以外でのプログラム改修は、適用除外とする。 

5 装置ごとに 24時間 365日対応するものと、それ以外のものを協議会・受託者間の協議にて決

定し、対応可能な体制を確立するものとする。 

6 本システムの構成装置に故障が生じた場合、障害切り分け及び復旧作業を行うこと。 

7 各システムの保守業者等との連携を図り、迅速な対応ができる体制を構築するものとする。 

8 点検業務は含まないものとする。 

 

第2 技術員の派遣 

1 受託者は、協議会から装置の契約不適合による故障発生等の連絡を受けた際は、直ちに技術員

を派遣し、必要な措置を講ずるものとする。 

2 受託者は、協議会からの連絡後、技術者派遣等の対策について、情報伝達の迅速化に努めるも

のとする。 

 

第3 契約不適合責任対応 

緊急時障害修復、障害情報管理を実施し、仕様書及び提案書の内容と最良の状態を維持するも

のとする。 

1 契約不適合についての対応 

契約不適合についての対応は、消防通信指令業務の特殊性及び重要性を考慮し、それらに適し

た人材及び機器材をもって実施するものとする。 

2 契約不適合についての追完対応範囲 

契約不適合についての追完対応範囲は次のとおりとする。なお、ハードウェアのみでなく、ソ

フトウェアについても追完対応範囲とする。 

(1) 故障復旧対応 

(2) 故障情報管理 
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(3) 故障情報提出 

3 契約不適合についての対応方法 

(1) 随時対応 

ア 平日、休祝日及び夜間におけるそれぞれの体制について、連絡先及び担当者を協議会に事

前に報告するものとする。 

イ 運用に伴い、協議会と受託者の連絡用（障害報告・事務連絡等）にサポートデスク等を設

置し、メール、電話等による情報共有ができる環境の構築を行うものとする。 

(2) 故障の修理等が完了したときは、速やかに協議会への作業報告書等を提出するものとする。 
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第７章 【参考】保守仕様 

 

第1 適用 

本仕様は、本システムの正常かつ円滑な稼働を常時保持するため、委託者が令和 9年度から令

和 17年度まで行う保守業務をその受託業者（以下「受託者」という。）が、実施する際の諸要件

ついて定めたものである。 

。 

第2 基本事項 

1 保守対象は、本業務にて導入した全ての機器及びソフトウェアを対象としたものとするが、障

害の原因が不明確である場合は、委託者との協議の上、指示を受けること。 

なお、山口市消防本部は、第 4章 第 18 (2)ア 消防 OA端末装置 ア ノート型端末は、保守対

象外とする。 

2 電源装置及び各機器の外部・内部バッテリーは、正常な状態を常時保持できること。 

3 ソフトウェア等の障害（バグ等）は、プログラム修正等の対策を行うこと。 

4 24時間 365日対応可能な保守体制を確立すること。 

5 本システムが正常かつ円滑に機能できるよう点検体制を確立すること。 

6 本システムの構成装置に故障が生じた場合、障害切り分け及び復旧作業を行うこと。 

7 保守契約の範囲は、障害発生時の現地への技術員派遣費用、修理対応費用、装置交換(本体及

び部品代含む)、定期点検費用についてとする(ただし、本章第 8 保守業務の除外事項の記載を

除く。) 

 

第3 サービス要件 

1 サービス要件は、おおむね次の通りとするが、詳細は、提案による。 

サービス要件 概要 

受付窓口 

窓口 電話、電子メール、FAX 

時間帯 

指令系：24時間 365日 

無線系：24時間 365日 

上記以外：平日 9:00～17:00 

サービス量 

利用時間帯 

指令系：24時間 365日 

無線系：24時間 365日 

上記以外：計画停止時間を設定 

計画停止 

指令系：計画停止無し 

無線系：計画停止無し 

上記以外：定期保守等により、計画停止を定める 

要求性能 障害対応時間 

指令系、無線系(基地局含む。) 

指令センター ：第一報 提案による。 

3本部    ：第一報 提案による。 

上記以外は、次の通りとする。 

平日 9:00～17:00   ：当日中(駆付け) 
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平日 17:00～翌 9:00 ：翌営業日(駆付け) 

土日祝祭日     ：翌営業日(駆付け) 

2 設定したサービス要件は、必要に応じて見直しを行い、改訂すること。 

 

第4 技術員の派遣 

1 受託者は、保守業務の目的達成のため、専門技術員を定期的に派遣し、装置の点検・手入れ及

び調整等を実施し、不良箇所等を発見したときは、直ちに修理すること。 

2 受託者は、装置の点検・手入れ及び調整等を実施するために各種装置の運用を一時停止すると

きは、事前に委託者の承認を得ること。また、点検時に消防指令業務に支障をきたさないよう十

分に配慮すること。 

3 受託者は、定期点検のほか、委託者から装置の故障発生等の連絡を受けた際は、直ちに専門技

術員を派遣し、必要な措置を講ずること。 

4 受託者は、委託者からの連絡後、技術者派遣等の対応について、情報伝達の迅速化に努めるこ

と。 

 

第5 ソフトウェアの保守 

ソフトに対する定期的な適合試験・緊急時障害修復・障害情報管理・システム改善整備を実施

し、常に最良の状態を維持すること。 

1 保守業務の実施 

(1) 保守業務は、本仕様書によるもののほか、各ソフトウェアに使用許諾契約等がある場合、そ

れに従い実施すること。 

(2) 保守業務は、ソフトウェアの特殊性及び重要性を考慮し、それらに適した人材・機器材をも

って実施すること。 

2 保守業務の範囲 

保守業務の範囲は、次の通りとする。 

(1) ソフトウェアの予防保守・緊急保守 

ア ソフトウェア不具合時の現地対応、もしくは保守拠点からのリモート対応 

イ 診断及び修正 

ウ 消防 OAシステムの法改正・国表改定に伴うソフトウェアバージョンアップ 

(2) 保守管理支援 

ア 障害情報管理 

イ 障害情報提出 

 

第6 保守の方法 

1 定期保守 

(1) 受託者は、年間の業務計画を立案し、機器ごとに必要な点検項目、点検回数を明記し、委託

者に提示すること。 

(2) 定期点検作業等が完了したときは、速やかに定期点検報告書等を提出すること。 

2 随時対応保守 
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(1) 平日・休祝日・夜間における体制について、連絡先及び担当者を委託者に届け出ること。 

(2) 本システムにおける主要機器の障害の早期発見・復旧・処置方法の確認及び連絡を円滑に行

うための仕組みを講じること。 

(3) 運用に伴い、委託者と受託者の一元的な連絡用（障害報告・事務連絡等）のサポートデスク

等を設置し、メール・電話等による情報共有ができる環境の構築を行うものとする。 

(4) 委託者によるシステム点検作業については、委託者は点検マニュアル等を作成し委託者に提

出するものとし、点検マニュアルに準拠したメンテナンスにおいて発生した障害については、

受託者の責任において対応すること。 

(5) 故障・障害等の修理等が完了したときは、速やかに委託者への作業報告書等を提出すること。 

 

第7 保守業務の除外事項 

1 機器の移設、増設及び撤去に関する作業並びに立会い 

2 機器の改造、ソフトウェアに関する変更、追加、データメンテナンス 

3 委託者の不適切な機器の使用又は取扱いによる故障の修理 

4 天災等の不可抗力によって生じた被災機器の修理、修復 

5 目標物データ更新作業 

6 有償交換部品等 

7 気象観測装置の気象業務法第 28条の規定による特別点検及びオーバーホール 

8 下記の消耗品等 

(1) CD、DVD等の記憶媒体 

(2) 出力用紙、トナー、インク 

(3) 発動発電機の燃料 

 


